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要旨要旨要旨要旨    

 

本研究の構成は下記に示すように 3項目の構成となっている。1つ目の項目は、小口径下

水道管路（φ400mm-800mm）を対象とした耐震対策の新工法の安全性照査を解析と実験によ

り明確にする。安全性照査には、更生管に鉛直荷重を作用させ、その時の線荷重を測定す

る偏平試験と実際の地盤に更生管を埋設して実験を行う埋設実験の 2種類の実験を実施し、

その安全性の照査を行った。2つ目の項目は、地中構造物の中でも、地中構造物の中でも特

にシールドトンネルを対象とした地震時の震動特性を把握するとともに、シールドトンネ

ルが立坑接続部に与える影響、既設シールドトンネルの耐震対策の方向性や対策箇所等の

検討を実施した。さらに、考案した耐震対策の新工法の耐震実験とシールドトンネルを対

象に新工法を用いて耐震補強を実施したケースを想定し、レベル 2 地震動を入力し 3 次元

有限要素法による動的解析を実施し、耐震性の安全性の検証を行った。 

そして、最後に下水道管路施設を対象とした地中埋設管の地震リスク評価を行い、地中

埋設管の地震リスクマネジメントを実施し、地中埋設管の耐震性能が損失コストに与える

影響を考察した。 

 

 

1. 下水道管路施設の耐震対策の新工法の安全性照査 

本研究で安全性を検証する更生管モデルは、コイル形状のGFRP製の高剛性部とライニン

グ部材のそれぞれが受け持つ荷重が異なる構造形式としている。コイル形状のGFRP製の高

剛性部で土圧荷重と活荷重に耐え、ライニング材で水圧に耐える構造としている。この新

工法の安全性を照査するために下水道協会の規定に準拠した２つの実験を実施した。実験

としては、鉛直荷重を作用させたときの荷重を測定する偏平試験と、実際の地盤に埋設し

その埋設挙動を確認する埋設実験を行った。また、実験による検証だけではなく有限要素

法に数値シミュレーションによる検証も行い、その安全性の検証を実施した。 

 

2. 地下構造物の地震時挙動と耐震性能照査 

本研究では、シールドトンネルと立坑の接合部に着目し、3次元有限要素法を用いて、シ

ールドトンネルと立坑の相互作用がシールドトンネルの立坑接続部に与える影響を明らか

にするとともに、立坑とシールドトンネルが地震時に発生する応力-ひずみ、変位分布を整

理し、既設シールドトンネルの耐震対策の方向性や対策箇所等の検討を実施した。 

 また、考案した耐震対策の新工法は偏平試験と埋設実験による常時荷重や活荷重などの

荷重に対しての検証を行ったが、この試験だけでは耐震性能に関しての照査が十分とはい

えない。本章では、新工法に対する耐震対策の耐震実験とシールドトンネルを対象に新工

法を用いて耐震補強を実施したケースを想定し、レベル 2 地震動を入力し 3 次元有限要素

法による動的解析を実施し、耐震性の安全性の検証を実施した。 



 VI 

3. 地中埋設管の地震リスク評価 

地中埋設管の地震リスク評価を実施する際、地中埋設管の耐震性能評価、被災した地中

埋設管の損失コストの算出が正確に評価されていないのが現状である。地震リスクの算出

を開削工法により敷設されたφ450mmの小口径管路とφ1800mmのシールド工法により敷設

された大口径管路を対象として被災した地中埋設管の補修・補強、再構築費用等の損失額、

機能不全による営業損失、下水道施設を使用できないことにより生じるユーザー損失を算

出し、これらの情報を基に地中埋設管の地震リスクマネジメントを実施し、地中埋設管の

耐震性能が損失コストに与える影響を考察した。 
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第第第第 1111 章章章章    序論序論序論序論    

1.1 1.1 1.1 1.1 はじめにはじめにはじめにはじめに    

わが国の下水道は、昭和 40 年代以降、事業の実施都市数が急増し、各地で整備されてき

た。これまでに整備してきた全国の下水道施設は、平成 22年度末現在、下水道処理人口普

及率は約 73.7％に達している。図-1.1 が示すように、全国の下水道施設は、管路総延長で

約 42 万 km、下水処理場数で約 2000 箇所となるなど、膨大な施設ストックを有する状況と

なっている。 

道路陥没の多くは老朽化した下水道管の腐食やひび割れなどに管内に土砂が浸入するこ

とによって発生し、図-1.2 が示すように下水道管は敷設後 30 年を経過した時点で陥没箇所

が急増し、平成 22 年度で約 5300 件（図-1.3 参照）も発生しており深刻な状況となってい

る。現在の管路延長 42 万 km のうち、50 年経過管は 1 万 km、30 年経過管でも約 7 万 km を

占める 1)。特に、戦前戦後にわたって広く使われてきた鉄筋コンクリート管（ヒューム管）

は、その多くが耐用年数を経過して老朽化の深刻化が懸念されている。今後は、日常生活

や社会活動に重大な影響を及ぼす事故発生や機能停止を未然に防止するために、予防保全

型の管理を行う必要があり、計画的な改築・更新業務が急務となっている。 

そのため、国土交通省下水道部では、事故の未然防止及び下水道施設のライフサイクル

コストの最小化を図り、長寿命化対策を含めた計画的な改築を実施するために、平成 21年

に「下水道長寿命化支援制度に関する手引き（案）2)」を交付した。この手引きでは、主に

点検・調査、改築修繕事業のライフサイクルコストの最小化を図るための最適な手法を明

確にすることを目的としている。 

しかし、今後は、人口減少など自治体では厳しい財政状況が見込まれることから、ライ

フサイクルコストの最小化だけではなく、時間軸を考慮した維持管理・改築費などの投資

可能額を予測し、改築更新事業の平準化を行うストックマネジメントの必要性が重要とな

る。国土交通省下水道部では、「下水道事業におけるストックマネジメントの 基本的な考

え方（案）3)」を発刊し、ストックマネジメントの計画策定を自治体に推進している。この

考え方（案）では、リスク管理の事項も明記されており、下水道管路施設に係るリスクの

大きさは、「影響の大きさ」と「発生確率」つまり、「リスクの大きさ  ＝  影響の大き

さ  ×  発生確率」により評価を行うこととなっている。現状では、事故発生のリスクつ

まり、道路陥没が発生することによる損害をリスクを用いて検討を実施している。今後は、

東海・東南海地震を中心とする地震の発生が予測されることから、地震リスクも含めたリ

スク管理が重要な事項となってくる。 

また、平成23年 3 月 11 日に発生した東日本大震災では、多くの下水道施設が被災した

ため、住民生活や社会活動に大きな影響が生じ、改めて下水道の社会的な重要性が認識さ

れた。そのため、地震等への対応力の強化が求められているが、下水道施設の耐震対策の

実施状況としては、図-1.4に示すように、水道水源地域における水処理施設では12％、重

要な幹線等については14％にとどまっている。近年の地震発生状況を踏まえれば、今後、
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発生が想定されている東海地震、東南海・南海地震や首都直下地震のみならず、全国いつ

どこで大規模地震が発生してもおかしくない状況にあることから、まずは速やかに施設の

耐震診断を行い、その結果を踏まえて優先度の高い施設から着実に耐震性能を確保してい

く必要がある。 

 

図-1.1  管路の年度別整備延長1) 

 

 

図-1.2  経過年数別道路陥没件数1) 
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図-1.3 下水道管路施設に起因する道路陥没件数の推移1)    

 

 

図-1.4  下水道施設の耐震化率1) 

 

 

1.21.21.21.2    地中埋設管の地中埋設管の地中埋設管の地中埋設管の改築・更新対策及び耐震対策の現状と課題改築・更新対策及び耐震対策の現状と課題改築・更新対策及び耐震対策の現状と課題改築・更新対策及び耐震対策の現状と課題    

下水道管きょの老朽化対策と耐震対策を同時に行うために、近年、管更生工法による既

設管きょの改築が盛んに行われている。更生工法は図-1.5に示すように、施工方法の観点

から、「反転工法（図-1.6）」「形成工法（図-1.7）」「製管工法（図-1.8）」「鞘管工法」に分

類され、また構造形式から「自立管」「二層構造管」「複合管」に分類される。 

ここで、「自立管」とは、土圧および活荷重等に対して既設管の強度を期待せず、自らで

抵抗するものであり、新管と同等以上の耐荷能力および耐久性を有するもの、「二層構造管」

とは損傷している既設管内に反転工法、形成工法で構築した更生管が内接しており、外水
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圧だけでなく、既設管と更生管がともに土圧などの荷重（外力）を負担する構造の管、「複

合管」とは管更生の手引き（案）5)では、「複合管」とは、「既設管とその内側の更生材が一

体となって外力に抵抗するものとし、新管と同等以上の耐荷能力および耐久性を有するも

のと、「管更生の手引き（案）」にそれぞれ明記されている。平成22年度現在、全国の自治

体で実際に施工された工法の内訳を図-1.9に示す。図-1.9が示すように半数以上が自立管

として施工されていることから、自立管に対する需要が多く見込まれることがわかる。 

φ800mm未満の小口径では作業員が管きょの中に入れないため、反転工法や形成工法が採

用されることが多い。また、反転工法や形成工法は構造形式から自立管や二層構造管に分

類されるが、二層構造管は既設管の状態を適切に判断する必要があるため、安全性を考慮

し自立管が採用されることが多い。 

反転工法、形成工法の材料には塩ビ、ポリエチレン、FRPが使われるが、どの材料でも自

立管では厚みが大きくなるため、施工性や断面確保が難しくなるという課題がある。 

 

    

図-1.5  管更生工法の分類4) 

 

 

図-1.6  反転工法の概要4) 
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図-1.7  形成工法の概要4) 

 

 

 

図-1.8  製管工法の概要4) 

 

 

 

図-1.9  管更生工法施工6) 
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1111....3333     研究の目的研究の目的研究の目的研究の目的    

本研究の目的は下記に示すように３項目ある。目的の１つは、考案した下水道管路の耐

震対策の新工法の安全性照査を解析と実験により実施する。 

２つ目の目的は、地中構造物の中でも、下水道管路の幹線管路して採用されているシー

ルドトンネルを対象として、シールドトンネルが立坑接続部に与える影響、既設シールド

トンネルの耐震対策の方向性や対策箇所等を把握し、今後の耐震対策の設計に反映するこ

とを目的とする。さらに、考案した耐震対策の新工法の耐震実験とシールドトンネルを対

象に新工法を用いて耐震補強を実施したケースを想定し、レベル 2 地震動を入力し 3 次元

有限要素法による動的解析を実施し、耐震性の安全性を検証する。 

そして、最後に下水道管路施設を対象とした地震リスクの算出を開削工法により敷設さ

れた小口径管路とシールド工法により敷設された大口径管路を対象として被災した地中埋

設管の補修・補強、再構築費用等の損失額、機能不全による営業損失、下水道施設を使用

できないことにより生じるユーザー損失を算出し、これらの情報を基に地中埋設管の地震

リスクマネジメントを実施し、地中埋設管の耐震性能が損失コストに与える影響を考察す

る。 

 

1111....3333....1111 下水道管路施設の耐震対策の新工法下水道管路施設の耐震対策の新工法下水道管路施設の耐震対策の新工法下水道管路施設の耐震対策の新工法    

下水道施設は生活を支える重要なライフラインの一つであり、震災によって下水道施設が

被災した場合、汚水の滞留や未処理下水の流出による公共用水域の汚染による伝染病や避

難地等での浸水被害等の二次災害の発生により、国民生活に与える影響は極めて大きい。

そのため、平成18年度に「下水道地震対策緊急整備事業」が創設され、ハード整備に加え、

被災した場合の被害を最小限にくい止める減災対策に関する国庫補助事業が開始された。

「下水道地震対策緊急整備計画策定の手引き（案）7)」では、下水道施設に対する具体的な

防災対策を明記されており、下水の流下機能の確保するために管路施設における防災対策

の具体例としては、「マンホールと管きょとの接続部における可とう性継手の設置」、「耐

震性を考慮した管きょ更生工法の実施」が明記されている。しかしながら、更生工法によ

り既設管きょの耐震化を図ることは可能であるが、地盤の液状化に伴う浮上、沈下に対し、

更生工法を用いた管路自体が必ずしも抵抗できるとは限らないことには留意しなければな

らない。 
 更生工法に関しては、φ400mm 以下では反転工法や形成工法によるＦＲＰ製の更正工法が、

800mm 以上では製管工法による更生工法が研究されている。φ450-φ800mm の口径の管きょ

では自立管タイプの更正工法が現在、存在していないということから、本研究ではφ450-

φ800mm の小口径管路を対象とした更正工法の新工法を対象とした研究を実施する。 

 現在、小口径下水道管路（φ800mm 以下）の下水道管きょの更正工法では、ＦＲＰ製の管

更正を使用する工法が主流である。このＦＲＰ製の工法は、施工性に優れているが、現場

で施工するため、自然条件に左右されることから硬化不良、しわの発生などの問題が懸念
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されている。ＦＲＰ性の工法は、口径がφ400mm を超えるサイズになるとＦＲＰの必要管厚

が厚くなりすぎるため、現場での施工が難しいという課題を抱えており、小口径管路の中

でもφ400mm 以下でしか使用ができないという欠点があり、φ450-φ800mm の更生工法の研

究が急務である。 

本研究では、開発した新工法の安全性を下水道協会規格の実験と 3 次元有限要素法による

解析を実施することにより、その両面から新工法の安全性を検証することを目的とする。 

 

1.3.21.3.21.3.21.3.2    地下構造物の地下構造物の地下構造物の地下構造物の地震時挙動と耐震性能照査地震時挙動と耐震性能照査地震時挙動と耐震性能照査地震時挙動と耐震性能照査    

 近年、特に都心部の直下において、地下鉄や道路トンネル、上下水道、及び電力施設な

ど、多数の地下構造物が複雑に建設されている。このような線状の地中構造物の建設の際

は、地表面・周辺地盤へ与える影響が少ない非開削のシールド工法の採用が多くなってお

り、都心部の地下においてはシールドトンネルとそれに接続する立坑などが複雑に建設さ

れている。また、このような複数の地下構造物と地盤からなる系が地震動を受ける際には、

地下構造物と地盤の間の相互作用，及び地下構造物同士の近接作用の影響により，挙動が

複雑なものになると言われている。しかしながら、シールドトンネルの耐震設計の手法は

様々であり、研究途上にあると言わざるを得ない。このような相互作用，近接作用を含め

た複雑な挙動を追跡するには、有限要素法などを用いた動的解析が必要となるが、現状で

は、横断面、縦断面とも応答変位法を用いることが多く、横断面では梁としてモデル化さ

れたトンネル横断面に地盤ばねを介して地震荷重を作用させ、断面力の算出を行う。 

一方、縦断面ではトンネル自体を梁で表現して応答変位法で静的に解いたり、ばね質点

系の動的モデルを用いたりするが、FEM に代表される 3 次元動的解析が主流とは言えない。 

そこで本研究では、シールドトンネルと立坑の接合部に着目し、3次元有限要素法を用い

て、シールドトンネルと立坑の相互作用がシールドトンネルの立坑接続部に与える影響を

明らかにするとともに、立坑とシールドトンネルが地震時に発生する応力-ひずみ、変位分

布を整理し、既設シールドトンネルの耐震対策の方向性や対策箇所等を把握し、今後の耐

震対策の設計に反映することを目的とする。 

 また、考案した耐震対策の新工法は偏平試験と埋設実験による常時荷重や活荷重などの

荷重に対しての検証を行ったが、この試験だけでは耐震性能に関しての照査が十分とはい

えない。本章では、新工法に対する耐震対策の耐震実験とシールドトンネルを対象に新工

法を用いて耐震補強を実施したケースを想定し、レベル 2 地震動を入力し 3 次元有限要素

法による動的解析を実施し、耐震性の安全性を検証する。 

 

1.3.31.3.31.3.31.3.3    地中埋設管の地震リスク評価地中埋設管の地震リスク評価地中埋設管の地震リスク評価地中埋設管の地震リスク評価    

兵庫県南部地震後、道路橋等の耐震設計だけではなく、危機管理やリスクマネジメント

においても転換期を向かえた。兵庫県南部地震発生以前、リスクマネジメントや危機管理

という言葉は存在していたが、社会的な認知度は非常に低いものであった。兵庫県南部地
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震のような大災害や事故が多発してからは、企業や個人さらに地方自治体を取り巻く様々

なリスク分析を実施し適切な対策を講じる必要性は年々高まり、その重要性を深く認識し

たと言える。特に、近年、建築構造物を中心とした施設構造物においてライフサイクルコ

スト維持管理の問題と絡めて地震リスクに対する関心が高まり、リスクマネジメントの役

割が注目されている。下水道管路施設においても 1.1 で述べたように、今後、東海・東南

海地震を中心とする地震の発生が予測されることから、改築・更新事業におけるストック

マネジメントの中にも、道路事故のリスク管理だけではなく地震リスクを導入し検討する

必要があると考える。 

地震リスクを合理的に評価手する手法としては、地震ハザード（地震動の予測）、構造

物の損傷発生確率評価（フラジリティ）、年間地震リスク、予想損失額などを算定し、構

造物の地震リスクを総合的に判断することができる。 

 そこで、本研究では、下水道管路施設を対象とした地震リスクの算出を開削工法により

敷設された小口径管路とシールド工法により敷設された大口径管路を対象として被災した

地中埋設管の補修・補強、再構築費用等の損失額、機能不全による営業損失、下水道施設

を使用できないことにより生じるユーザー損失を算出し、これらの情報を基に地中埋設管

の地震リスクマネジメントを実施し、地中埋設管の耐震性能が損失コストに与える影響を

考察する。 

 

 

1.41.41.41.4    既往の研究既往の研究既往の研究既往の研究    

 下水道管路の耐震対策に関する既往の研究、下水道管路施設の地震時の震動特性に関す

る研究、そして地震リスク評価に関する既往の研究について概説を行う。 

 

1.4.11.4.11.4.11.4.1    下水道管路の耐震対策の安全性の照査下水道管路の耐震対策の安全性の照査下水道管路の耐震対策の安全性の照査下水道管路の耐震対策の安全性の照査    

 下水道管路の耐震対策としては、前節で説明を行ったように「自立管」、「二層構造管」、

「複合管」の３つの構造形式が存在し、それぞれの工法としては、主に「反転工法」、「形

成工法」「製管工法」の工法が採用されている。 

 まず、製管工法を用いた複合管の研究に関しては、構造挙動が複雑なため、簡便な構造

計算手法の適応が課題として残されており、その課題に対して中野・師・中谷 8)らによって

複合管の耐荷力を精度良く評価し、安全な設計を実現するために、損傷過程を考慮した二

次元非線形 FEM 解析を適用し、常時荷重および地震時荷重に対して照査した事例の研究が

実施された。その結果、損傷過程を考慮した非線形 FEM 解析を適用した照査は、ひび割れ

に伴う複合管の複雑な構造挙動も追跡可能となり、精度の高い性能照査手法として示すこ

とができた。 

 次に、吉村・東田・李 9)らは、管剛性、埋設方式、地盤条件の各要因を変えた遠心実験を

実施し、塩化ビニール製のたわみ性模型埋設管に働く土圧、更生管に生じる曲げひずみ、
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管のたわみ量の測定を行った。実験結果からどのような埋設方式であっても、管の剛性が

高いと管頂部、管底へ土圧集中が生じ、管の剛性が低下につれて、管のたわみが増大し土

圧集中が緩和されること、また、たわみ性埋設管の土中挙動は、地盤材料の変形・強度特

性の違いによって大きく変化することが判明した。 

 また、反転・形成工法を用いた自立管形式の塩ビ製の更生管の研究に関しては、宮下 10)

により更生管ライニングの繰返し載荷時挙動が研究されている。この研究では、埋設管の

繰返し載荷時の挙動について、塩化ビニール管において、地盤密度が土圧、更生管に生じ

るひずみ与える影響を調査した。その結果、地盤密度によって、管作用応力・ひずみ等に

違いが確認され、ゆるい地盤ほど管頂部に応力が集中し、ひずみも大きくなることが判明

した。 

 

1.4.21.4.21.4.21.4.2    地下構造物の地震時の震動特性地下構造物の地震時の震動特性地下構造物の地震時の震動特性地下構造物の地震時の震動特性    

本研究では、下水道管路施設の中でも、特に幹線管路として採用されているシールドト

ンネルを取り扱う。関連する既往の研究として、立坑を有する免震シールドトンネルの地

震応答解析が丸山・岡田・鈴木 11)らによって行われ、免震構造の有無によるシールドトン

ネルと立坑接合への影響を考察している。その結果、軸方向では免震構造の適用により、

従来のひずみの局所的な集中や、ロッキングによる曲げを吸収できることができ、軸直角

方向では接合部をヒンジとした状態に近いひずみ分布が得られたとしている。また同様の

研究として、鈴木・丸山ら 12)は軸対象の有限要素モデルを用いて、シールドトンネルにお

ける軸対象モデルの有効性と免震構造の効果を示した)。 

 シールドトンネルのねじれに関する研究として、川島・杉田・加納らはシールドトンネ

ルの模型を用いてねじり変形と破壊特性に関する実験を行った 13)。 

 大深度分割式立坑の耐震設計法の開発に関する研究が、國近、佐藤ら 14)によって行われ、

シールドトンネルにおいて用いられる鋼製セグメントを鉛直方向にリング状に組み立てた

仮設の立坑を大深度地下利用する際、不連続な鉛直地下構造物となるため、地震時の挙動

を解析・評価し、耐震設計法の計算方法に関して提案を行った。解析方法は、応答変位法

を用いてリング継手の非線形性を考慮した回転ばねを用いた１次元モデルによる解析と有

限要素法による３次元解析に加えて動的解析を実施し、非線形梁ばねモデルの適用性につ

いて検証した。その結果、解析条件は多少異なるものの、全体的に見れば、動的解析の結

果は静的解析を比較的よく反映していると判断される。以上のことから、不連続立坑の設

計において、非線形梁ばねモデルを用いた解析は、実際の地盤内の立坑に発生する断面力

を再現可能であることを示した。 

 いずれにせよ、シールドトンネルと立坑の相互的な影響を詳細に解析した事例は少なく、

シールドトンネルの立坑接合部へ及ぼす影響を考察することで、立坑を有するシールドト

ンネルの震動特性が明らかにできるものと考えられる。 

さらに、PVC と GFRP で構成されている耐震対策の新工法がレベル２地震動に対して、
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安全であるかを検証するために、立坑とシールドトンネルを解析対象構造物としてレベル

２地震動を入力し、３次元有限要素法により新工法の耐震安全性の検証を実施した。管路

施設の多くは、横断方向よりも縦断方向の方が地震による被害が多く報告されていること

から、縦断方向に関して詳細な検証を行う。 

 

1.4.31.4.31.4.31.4.3    地震リスク評価地震リスク評価地震リスク評価地震リスク評価    

土木建築構造物に関する震リスク評価を実施する場合、100 年程度の供用期間に対し、再

現期間が1000 年単位の地震動を想定することは、不確実性が高いリスク分析であることが

挙げられる。したがって、地震リスク評価では、信頼性理論による確率統計論的な評価が

実施されているが、損失額の期待値を用いたリスク評価が大多数を占めているのが現状で

ある。例えば、朱牟田15)らは変電設備の耐震補強計画法を提案する際、費用便益分析に基づ

いて耐震補強コストと想定地震に対する企業損失コストを期待値として勘案し、リスク評

価を実施している。また、ＲＣ橋脚に適応させた事例としては、大井16)らが地震リスクを対

象として鉄筋コンクリート単柱式橋脚に生じる損失額と発生確率を経路単位にリスクを算

出するイベントツリー解析より定量的に評価している。 

 しかし、損失額の期待値はリスク情報を集約させた簡便な指標ではあるが、単一の数値

により示されるためリスクの特性を表現することができない。そこで、リスクの全体像を

表現できるリスクカーブの適応が提案された。リスクカーブとは損失額と超過確率の対応

関係を示したものである。遠藤、吉川17）らは、このリスクカーブを鉄筋コンクリート単柱

式橋脚のリスク評価分析に適応し、解析対象地域における地震発生確率を示す地震ハザー

ドを算出し、被災した構造物に発生する損失額として橋脚の修復・補強費用、ユーザー損

失を考慮し、さらに構造物の応答特性、構造物の非線形挙動、材料強度、応答値等の不確

定性を考慮した地震リスク評価を実施している。 

 

 

1.51.51.51.5    本論文の構成と内容本論文の構成と内容本論文の構成と内容本論文の構成と内容    

 本論文ではまず、本研究を行うにあたり、第 1章では背景、目的、従来研究、新工法の

概要を述べる。第 2章では、新工法の偏平試験による安全性の検証を解析と実験によって

その安全性の検証を行う。第 3章では、新工法の埋設試験による安全性の検証を解析と実

験によってその安全性の検証を行う。第 4章では、3次元有限要素法を用いて、シールドト

ンネルと立坑の相互作用がシールドトンネルの立坑接続部に与える影響を考察するととも

に、新工法に対する耐震対策の耐震実験と 3次元有限要素法による動的解析により、耐震

性の安全性を検証する。第 5章では、下水道管路施設を対象とした地震リスク評価を実施

する。最後に、第 6章にて結論を述べる。 
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第第第第2222章章章章    新工法の偏平試験による安全性の検証新工法の偏平試験による安全性の検証新工法の偏平試験による安全性の検証新工法の偏平試験による安全性の検証    

 

2.12.12.12.1    概説概説概説概説    

下水道協会では、更生管を含む下水道管路製品の品質特性を一定の水準に保つために、

数種類の試験をたわみ性の下水道管路製品は課している。その中の一つとして偏平試験が

あり、この試験の規格値を満たすように製品を設計しなければならない。本研究の場合は、

材質が GFRP と PVC からなる構造であり、剛性管のようなコンクリート材料を使用していないこ

とから 4)、考案した新工法がたわみ性管と想定し、「下水道用硬質塩化ビニル管（JSWAS K-1）」

18)（（社）日本下水道協会）の偏平試験に記載されている方法により実施した。 

また、本研究では偏平試験に関しては実験と解析を実施している。研究で取り扱ってい

る耐震補強の新工法はφ450mm～φ800mm までの管きょを対象とした更生工法であり、偏平

試験に関してはφ450mm のケースだけしか実験を実施していない。φ450mm～φ800mm のす

べての管径に対して、実験供試体を作成し実験を実施することは時間とコストを要するこ

とから、有限要素法による解析を実施することでその安全性の検証を行う必要がある。ま

た、曲線部、取付け管の取り付け部、地震動を入力する動的解析など実験によって再現す

ることが困難である場合が存在し、それらの特殊な場合に対しては解析による構造解析を

実施する必要がある。今後、これらの特殊なケースの解析を実施する際、解析の精度が課

題となることから、本節で実施する偏平試験の結果と有限要素法による解析結果との比較

を行い、解析の精度の確認を実施する。 

 

2.12.12.12.1.1.1.1.1    偏平試験の目的偏平試験の目的偏平試験の目的偏平試験の目的    

 地中に埋設された管路が、周辺地盤に悪い影響を及ぼさないようにするためには、土圧、

活荷重に対して、管きょの偏平量が許容値内となる必要が安全性の面から必要である。特

に、たわみ性管ではこの条件が必須であり地中に埋設され、土圧が常時作用している状態

では偏平が徐々に進むクリープ現象が生じ、管きょの耐力が低下する 19)。そのため、更生

管の偏平量が許容値内に収まっているか確認するために偏平試験を実施し、新工法の安全

性を検証する。 

また、偏平試験の２つめの目的として、設計を行う際に考案した新工法がたわみ性管なの

か剛性管なのかを判断する試験でもある。実験により更生管どのように変形するのか把握し、そ

の結果、一定以上の変位が生じるようであれば、たわみ性管として設計を行い、変位量が全く生

じないようであれば剛性管として設計を行う。 

 

2222....1111....2222 たわみ性管たわみ性管たわみ性管たわみ性管の設計手法の設計手法の設計手法の設計手法    

 本節ではたわみ性管の中でも特に更生管を対象とした設計手法に関して説明を行う。PVC

などのたわみ性管きょの管厚設計に際しては、曲げ強度によるものとたわみ率によって求

められた管厚の数値が大きいほうを採用する。20) 
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まず、管きょに作用する土圧は、「土による鉛直土圧」と「活荷重による鉛直荷重」の 2種

類の荷重が作用する。18) 

 「土による鉛直土圧」に関しては、「周辺地盤が乱されない場合」と「管周辺が乱される

場合」が存在する。 

「周辺地盤が乱されない場合」は、管布設後十数年が経過し、管と地山が安定状態になり、

布設時の埋め戻しと周辺地盤がなじみ、直土圧公式相当の土圧が作用しないことが想定さ

れている。この場合、現場の土質状況により決まる仮想掘削幅及び埋め戻し土の粘着力を

反映できるヤンセンの公式を用いるものとする。ヤンセンの公式の埋め戻し土による鉛直

土圧を下記に示す。 







 −









−=
−

µ
γ µ

*

1
*

2

* /**2

K

e
f

B
q

dBHK

d    (2.1) 

 

ここに、 

(deg):

)tan(:

)/(:

1

1

:

)(:

)(:

)/(:

)/(:

2

2

2

3

2

角埋め戻し土の内部摩擦

埋め戻し土と摩擦係数

埋め戻し土の粘着力

　　　　　　　

係数埋め戻し土の主働土圧

仮想掘削溝幅

土被り

重量埋め戻し土の単位体積

土圧埋め戻し土による鉛直

θ

θµ

µµ

µµ

γ

=

++

−+
=

mmk
F

K

K

mmB

mmH

mmk


mmk
q

d  

 

「管周辺が乱される場合」は、管きょの上部で水道、ガス、電話、電力等の他の事業によ

り管周辺の地盤が乱される場合であり、直土圧公式を用いて計算を行う。 

 

Hq *γ=       (2.2) 

ここに、 

)(:

)/(:

)/(:

3

2

mmH

mmk


mmk
q

土被り

重量埋め戻し土の単位体積

土圧埋め戻し土による鉛直

γ  

 

次に、活荷重による鉛直土圧の計算に関しては、下記に示す計算式よって計算を行う。 
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)tan*2(

*)1(2

θ
β

HaC

iP
p

+
+

=      (2.3) 

 

ここに、 

衝撃係数

低減係数

分布角（度）

車体占用幅

車輪設置長さ

）の場合は　、の場合は　、の場合は　後輪荷重（

土被り

活荷重による鉛直土圧

:

:

:

)(:

)(:

5614802010025:

)(:

)/(: 2

i

mmC

mma

k
Tk
Tk
TP

mmH

mmk
p

β

θ

−−−
 

H ＜1.5(m)の場合 5.0=i 、1500＜H ＜6500 の場合 Hi 1.065.0 −= 、H ≧6.5 の場合 0=i  

 

したがって、管頂と管底に発生する曲げ強度の計算結果から求める方法は下記のとおりで

ある。 

 

)**(3

2

21 pkqk

D
t

+

=
σ

     (2.4) 

ここに、 

のたわみ係数活荷重による鉛直方向

方向のたわみ係数埋め戻し土による鉛直

度（短期試験値）設計曲げ強度：曲げ強設計曲げ強度

更生管外径

設計管厚

:

:

)5)(/(:

)(:

)(:

2

1

2

k

k

mmk


mmD

mmt

÷σ  

 

また、たわみ率の計算結果から求める方法は下記のとおりである。 

)**(75

*
1

21

3

pKqK

VE

D
t

+
+

=      (2.5) 

ここに、 
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％）：たわみ率（

値）げ弾性係数（長期試験設計曲げ弾性係数：曲設計曲げ弾性係数

のたわみ係数活荷重による鉛直方向

方向のたわみ係数埋め戻し土による鉛直

度（短期試験値）設計曲げ強度：曲げ強設計曲げ強度

更生管外径

設計管厚

5

)2.1)(/(:

:

:

)5)(/(:

)(:

)(:

2

2

1

2

V

mmk
E

K

K

mmk


mmD

mmt

÷

÷σ
 

 

たわみ性管きょを埋設した場合、埋設管の鉛直方向及び水平方向に作用する土圧と反力と

の土圧分布は、埋め戻しによるものと活荷重によるものとでは多少異なる。これを図示す

ると、鋼管以外は下図のような土圧分布となる。 

土圧分布図から、埋め戻しと活荷重による曲げモーメント及び曲げ応力は下式から求める

ことができる。 

 
2

2

2

1 **** RpkRqkM +=     (2.6) 

 

Z

M
=σ        (2.7) 

ここに 
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)
6
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)/(:
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p
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管厚

当たりの断面係数管長

よる曲げ応力埋め戻し土と活荷重に

活荷重による鉛直土圧

管厚中心半径

圧埋め戻しによる鉛直土

メント係数活荷重による曲げモー

ーメント係数埋め戻しによる曲げモ

メントの和活荷重による曲げモーあたりの埋め戻し土と管長さ

=

σ

 

また、埋め戻し土と活荷重とによる鉛直方向のたわみ量及びたわみ率は下式のとおりであ

る。4) 

IE

Rp
K

IE

Rq
K

*

*
*

*

*
*

4

2

4

1 +=δ     (2.8) 

 

100*
2R

V
δ

=       (2.9) 
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ここに、 

)(:

)/(1:

:

:

:

)(:

4

2

1

％たわみ率

メント当たりの断面二次モー管長

のたわみ係数活荷重による鉛直方向

のたわみ係数活荷重による鉛直方向

方向のたわみ係数埋め戻し土による鉛直

るたわみ量の和埋め戻しと活荷重によ

V

mmmI

E

K

K

mδ

 

 

表-2.1 基礎条件と係数の関係 4)（更生管の場合、基礎条件はＣ） 

 

 

 

 

図-2.1 土圧分布図 4) 
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2.1.32.1.32.1.32.1.3    剛性管の設計手法剛性管の設計手法剛性管の設計手法剛性管の設計手法    

 剛性管はヒューム管などのコンクリート系材料を使用した管きょを示している。開削工

法によって管きょの埋設及び埋め戻しを行ったのちの土荷重は、これまでに多くの計算式

が提案されている。その代表的なものは日本下水道協会の改定土圧算定式（「下水道用管（剛

性管）に係わる土圧調査報告書」）マーストン・スパングラ、ヤンセン、直土圧等の公式が

ある。日本下水道協会の提案式は、埋め戻しによる土圧の他に、矢板引き抜きによる付加

土圧を考慮している点が、他の公式と大きく異なっている。現在、設計荷重の算定には、

前記の公式等が多く用いられているが、管に作用する土圧は、土被り、掘削幅、土質、基

礎の形状等の設計要因と矢板引き抜き、埋め戻し土の締め固めなどの施工要因によって大

きく異なる。そのため、設計荷重の決定にあたっては、現場及び施工の状態を十分に考慮

し、慎重に行う必要がある。埋め戻した管きょに等分布荷重が作用したときの管きょに生

じる最大曲げモーメントは、下式から求めることができる。 

 
2** RqkM =      (2.10) 

 

ここに 

)(:

)/(:

:

)/:(1:

2

mR

mk
q

k

mmk
mM

管厚中心半径

等分布荷重

数条件によって変わる係管の断面位置及び支承

メントの和活荷重による曲げモーあたりの埋め戻し土と管長さ

 

 

管が耐えることのできる等分布荷重（耐荷重） )/( 2mk
q′ は、下式によって表される。 

 

2

)239.0318.0(

kR

WRQR
q

+
=′     (2.11) 

ここに 

)/(:

)/(:

)/(:

2mk
q

mk
W

mk
Q

管の耐荷力

管の自重

ひび割れ荷重

′

 

 

管の耐荷力q′は、管に作用する荷重qより大きくなるように余裕を持たせ、管きょの基礎を

選定する。 

ここで、自由支承とは、管の変形につれて基礎も変形するというもので、砂基礎が代表的

なものである。そのほか、砕石基礎、はしご胴木基礎がこれにあたる。 

固定支承とは、管体底部が基礎によって変形を完全に拘束されるもので、コンクリート基

礎がこれにあたる。4) 



 17 

 

表-2.2 ｋの値 4) 

 

 

 

図-2.2 管の支承状態と土圧分布 4) 

 

 

2.2.2.2.2222    下水道管路の耐震対策の新工法の概要下水道管路の耐震対策の新工法の概要下水道管路の耐震対策の新工法の概要下水道管路の耐震対策の新工法の概要    

2.22.22.22.2.1.1.1.1    耐震対策の新工法の概要耐震対策の新工法の概要耐震対策の新工法の概要耐震対策の新工法の概要    

自立管の抱える問題を解決するために本研究では、土圧などの外圧に耐える曲げ剛性の

高い部分（高剛性部（リブなど））と、地下水や土砂などの外部からの侵入を抑える部分（ラ

イニング）からなる構造（図-2.3）を考えた。 

このような二層構造は更生工法用としては実例が無いが、類似の構造のパイプは下水用

のリブパイプ（図-2.4）や、土木資材のコルゲート管（図-2.5）で既に実用化されている。 

更生管の構造としては、既存の製品と同様な高剛性部（リブ等）とライニング部が一体と

なった構造も考えられるが、施工の容易さを考慮にいれた場合、別々の構造になっていた

方が有利である。そこで実験及び解析は、①ライニング単体（既設管サイズとしてφ450 を

想定、図-2.6）、②高剛性部単体（リング状またはコイル状が考えられるがコイル状で検討、

図-2.7）、③ライニング+高剛性部（図-2.8）の３種類で行うこととした。本研究において、

ライニングは下水用管材として実績の多い硬質塩化ビニル管、高剛性部は強度に優れる FRP

製を検討した。実施の更生管の写真を図-2.9（隙間あり：22.5mm）、図-2.10（隙間なし）

に示す。 
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図-2.3  新工法の更生管の構造例 

 

 

図-2.4  リブパイプ21) 

    

    

図-2.5  コルゲート管22)    

    

 

図-2.6 ライニング 
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図-2.7 高剛性部 

 

 

 

図-2.8 ﾗｲﾆﾝｸﾞ+高剛性部 

 

 

 

 

 

 

        

    

    

図-2.9 ﾗｲﾆﾝｸﾞ+高剛性部（隙間あり 22.5mm） 

    

高剛性部の幅：22.5mm 

高剛性部の隙間：22.5mm 
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図-2.10 ﾗｲﾆﾝｸﾞ+高剛性部（隙間なし） 

    

 

2.22.22.22.2.2.2.2.2    新工法の安全性に関する課題新工法の安全性に関する課題新工法の安全性に関する課題新工法の安全性に関する課題        

 新工法の安全性の検証を本研究では実施するが、その課題としては以下のような事項が

挙げられる。前節で述べたように考案した新工法はコイル形状であり、施工時はコイル間

隔が詰まった状態（コイルの隙間がない状態）が理想的であり、コイル間隔がない状態を

目標として施工を行う。しかし、実際の現場では、下水道管路が曲線施工されているケー

ス、既設管渠の蛇行、更生管の施工不良などが発生する可能性があり、これらのケースの

場合、コイル間隔を詰めた状態での施工が困難である。そのため、現在、設計の段階では、

これらの事態が発生したとしても、最大でもコイル間隔が 22.5mm（コイル部材の長さ）が

収まるよう施工機材の施工性を目指している。 

 したがって、本研究では、コイル部材の隙間間隔がない状態と隙間が 22.5mm 開いた状態

の 2 ケースについて、その安全性を実験と解析を用いて検証を行っていく。特に、隙間が

22.5mm 開いたケースについては、コイル部材の内側のライニング材に土圧が作用すること

を想定すると、その応力-変位関係を十分に整理し、更生管の安全性の検証が必要である。 

 

 

2.32.32.32.3    耐震対策の新工法の構造設計耐震対策の新工法の構造設計耐震対策の新工法の構造設計耐震対策の新工法の構造設計    

本研究で検証を行う耐震対策の新工法は、「管きょ更生工法における設計・施工管理の手

引き（案）23)」で規定される自立管の構造を想定している。そのため、新工法では、コイル

形状の GFRP 製の高剛性部とライニング部材のそれぞれが受け持つ荷重が異なる構造形式と

している。コイル形状の GFRP 製の高剛性部で土圧荷重と活荷重に耐え、ライニング材で水

圧（水や異物の侵入を防止すること）に耐える構造としている。下記に詳細な構造設計方

法を示す。 
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2.32.32.32.3.1.1.1.1    ライニング材ライニング材ライニング材ライニング材の厚みの検討の厚みの検討の厚みの検討の厚みの検討    

ライニング材の厚さは、ASTM F 1216 の式から厚さを計算した。計算に用いる式を下記に

示す。 

 

( ) 1
1

2 3

1

2
+









−⋅
⋅⋅

=

γ
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EKC

D
t
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     （2.12） 

ここに 
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)0.1(:

)433.7mm(:

:

支持向上係数

楕円変形率

ライニング外径

ライニング厚み
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塩ビ管の曲げ弾性係数

ポアソン率

安全率
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:
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ただし、地下水による圧力は、地表面から 1.0ｍの位置に地下水面が存在するとし、既設

管の土被りが 5.0ｍ、水頭は 4.0ｍと仮定して計算を行う。また、式(1)により計算したラ

イニング材の厚みは 8.2mm となり、この数値を採用した。 

 

2.32.32.32.3.2.2.2.2    高剛性部の厚みの検討高剛性部の厚みの検討高剛性部の厚みの検討高剛性部の厚みの検討    

自立管タイプの必要管厚の計算は、「土による鉛直土圧」と「活荷重」の 2種類の土圧に

区分して計算を行うものであり、更生管厚の算定方法には、「曲げ強度」から求めるケース

と「たわみ率」から求めるケースがある。いずれかのケースで計算した結果、過大となる

数値を採用する。「曲げ強度」から求めるケースは管頂と管底に作用する曲げ応力が許容応

力度以内に留めるように設計を行う。「たわみ率」から求めるケースは、鉛直方向のたわみ

率が５％以内に留めるように設計を行う。 

本研究のケースでは、高剛性部のみが土圧を受け持つ構造としている。そのため、上記の

構造計算が必要となるが、高剛性部が一様断面の円形状ではなく、コイル形状（高剛性部間

隔によって剛性が変化）であるため、上記の計算をすることが困難であったため、上記の計

算を省略した。そのため、高剛性部の管厚を決定に際しては、高剛性部の目標強度（曲げ剛

性：ＥＩ）が塩ビ製下水道管(VU 管)同等以上の強度（曲げ剛性)を持たせることが可能であ

るように管厚を設定した。計算の結果、高剛性部の厚みは、10.1mm とした。 

なお、現場条件としては、土被り 5.0ｍ、活荷重はＴ-25 を想定している。 
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2.2.2.2.4444    偏平試験の実験方法偏平試験の実験方法偏平試験の実験方法偏平試験の実験方法    

本研究の更生管のモデルはたわみ性の管路であるため、偏平試験の試験方法は、「下水道

用硬質塩化ビニル管（JSWAS K-1）」18)（（社）日本下水道協会）の偏平試験に記載されてい

る方法により実施した。 

図-2.11 に示すように、各供試体を平板にて挟み込み 10mm/min の速度で偏平させ、外形

の 5％に相当する偏平量に達した時の荷重を測定し、その時の線荷重（1メートルあたりの

荷重）を算出し、この線荷重が表-2.3 に示す線荷重以上の値であれば、偏平試験の規格値

を満たし安全性であるといえる。試験にあたっては、施工時にコイル形状の部材である GFRP

に隙間が生じることが想定されるため、供試体については GFRP の隙間なしの条件下だけで

はなく、隙間を 22.5mm あけた供試体においても偏平をさせた。隙間を 22.5mm あけたケー

スにおいては、ライニング材に荷重が作用する場合と、コイル部材に作用する２つのケー

スについて検証を行った。ライニング材に荷重が作用する場合は、木材をコイル部材とコ

イル部材に挿入しＰＶＣのみに荷重が作用するように載荷試験を実施した。載荷形式の概

要図を図-2.12～図-2.17 に示す。 

 

表-2.3 偏平試験の線荷重規格値 

 

 

図-2.11 偏平試験
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図-2.12 載荷形式 PVC：（PVC） 

 

 

 

図-2.14 載荷形式 GFRP：（コイル製

の更生材(GFRP)：隙間なし） 

 

 

図-2.16 載荷形式 GFRP：（コイル製の更

生材(GFRP)：隙間 22.5mm） 

    

図-2.13 載荷形式 GFRP：（PVC＋コイル

製の更生材(GFRP)：隙間なし） 

 

   

図-2.15 載荷形式 GFRP：（PVC＋コイル

製の更生材(GFRP)：隙間 22.5mm） 

 

    

   図-2.17 載荷形式 PVC：（PVC＋コイ

ル製の更生材 (GFRP) ：隙間

22.5mm）

コイルばね 
巻き数：21.2 

コイルばね 
巻き数：10.6 

コイルばね 
巻き数：21.2 

コイルばね 
巻き数：10.6 

コイルばね 
巻き数：10.6 
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2222.4.4.4.4.1.1.1.1    試験供試体の概要試験供試体の概要試験供試体の概要試験供試体の概要    

供試体は、塩ビ管（PVC）のみのケース、GFRP 製の更生材のみのケースでコイル製の更生

材(GFRP)の隙間があるモデルと隙間がないモデル、塩ビ管（PVC）＋GFRP 製の更生材のケー

スでコイル製の更生材(GFRP)の隙間があるモデルと隙間がないモデルの５つのモデルに対

して偏平試験を実施した。実験で採用した供試体は、すべてのケースにおいて呼び径 450

ｍｍのモデルを採用し、管厚などの詳細な寸法値は表-2.4、表-2.5 に、載荷方式及び試験

供試体を取りまとめたものを表-2.6に示す。また、詳細なモデルの概要図を図2.18～図2.22

に示す。 

また、φ450mm の実験供試体の作成方法は、図-2.23 に示すようにライニング材を使用し

φ450 鋼製半割管(既設管を想定したもの)の内面にコイルばねを設置し、その内面側にライ

ニング材を蒸気により加熱・拡径させる。ライニング材がコイルばねと十分密着した後冷

却し、半割管から脱型・切断し供試体(有効長 500mm)とする。 

 

 

 

表-2.4 PVC の概要 

呼び径 

(mm) 

外形 D 

(mm) 

PVC（厚み:t） 

(mm) 

長さ:L 

(mm) 

重量  

（kg） 

単重

(kg/m) 

450 434.8 8.2 500 7.12 14.24 
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表-2.5 GFRP の概要 

呼び径 

(mm) 

外形φD 

(mm) 

PVC（厚み） 

(mm) 

幅 

(mm) 

長さ 

(mm) 

重量  

（kg） 

単重

(kg/m) 

450 455 10.1 22.5 500 10.24 20.12 

 

 

 

 

表-2.6 偏平試験条件 

供試体 
コイルばね隙間

(ﾋﾟｯﾁ)(mm) 
載荷方法 試験イメージ 

ライニング材単体 ― 平板 

 

 

 

 

 

0(無し) 

 

 

 

 

 
コイルばね単体 

22.5 

平板 
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0(無し) 
平板 

(コイルのみ) 

 

 

 

 

平板 

(コイルのみ) 

 

 

 

 

 

コイルばね+ライニ

ンクﾞ材(複合体) 

22.5 

ﾌﾞﾛｯｸ 

(ライニンクﾞ材

のみ) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-2.18 試験供試体（ＰＶＣ） 
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図-2.19 試験供試体（コイル製の更生材(GFRP)：隙間 22.5mm） 

 

 

 
図-2.20 試験供試体（コイル製の更生材(GFRP)：隙間なし） 
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図-2.21 試験供試体（ＰＶＣ＋コイル製の更生材(GFRP)：隙間 22.5mm） 

 

 

 
図-2.22 試験供試体（ＰＶＣ＋コイル製の更生材(GFRP)：隙間なし） 
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図 2.23 ライニング材加熱・拡径状況 

 

2.42.42.42.4.2.2.2.2    実験装置の概要実験装置の概要実験装置の概要実験装置の概要とととと測定項測定項測定項測定項目目目目    

 図-2.24 に偏平試験の実験装置の写真を示す。載荷装置として、Ｈ鋼の載荷板、油圧ジャ

ッキを設置している。荷重載荷方式としては、油圧アクチュエターによる変位制御で載荷

を行う。外径の 5%に相当するする偏平量に達した時の荷重を測定し、その荷重を用いて線

荷重(1 ﾒｰﾄﾙあたりの荷重)を算出した。 

 

 

図-2.24 試験機全体図 
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2.2.2.2.5555    偏平試験の有限要素法による解析偏平試験の有限要素法による解析偏平試験の有限要素法による解析偏平試験の有限要素法による解析    

本節では前節で示した偏平試験を 3 次元有限要素法を用いて数値解析によりシミュレー

ションし、モデル別にその応答性状について考察する。 

 

2.52.52.52.5.1.1.1.1    構造物のモデル化構造物のモデル化構造物のモデル化構造物のモデル化    

本研究の解析モデルは、載荷荷重が更生管に与える影響を考察するために、GFRP 製の更

生材のみのケースでコイル製の更生材(GFRP)の隙間があるモデルと隙間がないモデル、塩

ビ管（PVC）＋GFRP 製の更生材のケースでコイル製の更生材(GFRP)の隙間があるモデルと隙

間がないモデルの５つのモデルの作成を行った。コイル製の更生材の隙間を 22.5mm あけた

ケースにおいては、ライニング材に荷重が作用する場合と、コイル部材に作用する２つの

ケースについて検証を行った。したがって、偏平試験の解析は６つのケースを実施した。 

PVC のみ、コイル形状の GFRP（隙間なし、隙間 22.5mm）、PVC＋コイル形状の GFRP（隙

間なし、隙間 22.5mm）の 5 つのケースについて解析を行った。また、2 次元解析では PVC

とコイル形状の GFRP はビーム要素、3次元解析では PVC とコイル形状の GFRP はシェル要素

でモデル化を行った。構造物のモデル化、寸法及びモデル全体図を 3 次元解析のモデル概

要図を図-2.25～図-2.34、2 次元解析のモデル概要図を図-2.35 に示す。 

2 次元有限要素法を採用した解析では、図-2.35 中に示すように、原点は管路横断面の中

央に定義し、管路軸に水平直角方向を X 軸、管路軸に鉛直直角方向を Y 軸とし、以降はこ

の座標系で表わすものとする。ただし、原点は管路横断面の中央に位置するものとする。 

3 次元有限要素法を採用した解析では、図-2.25～図-2.34 中に示すように、原点は管路

横断面の中央に定義し、管路軸に水平直角方向を X 軸、管路軸方向を Y 軸、管路軸に鉛直

直角方向を Z軸とし、以降はこの座標系で表わすものとする。 

更生管の寸法値は、表-2.4、表-2.5 に示すように PVC の径は 455mm、厚さが 8.2mm、コイ

ル形状の GFRP の径は 455mm、厚さが 10.2mm、管路長さは 500mm である。ここで、PVC とコ

イル形状の GFRP の径が、等しい値となっているのは、シェル要素では厚みを考慮すること

ができないため、GFRP 製のコイルの径に合わせてモデル形状を作成した。 

なお、3次元解析において、PVC＋コイル形状の GFRP（隙間なし）のケースにおいては数

値計算上、コイル部材の間隔を 0mm にすることは不可能であるため、計算上部材間隔を 1mm

だけ間隔が存在するモデルとした。 

また、2 次元解析の境界条件は、底面を X 軸、Y 軸方向に固定した。3 次元解析では、境

界条件としては底面を X軸、Y軸、Z軸方向に固定した。 
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表-2.7 PVC の概要 

呼び径 

(mm) 

外形 

(mm) 

PVC（厚み） 

(mm) 

長さ 

(mm) 

450 455 8.2 500 

 

 

 

 

 

表-2.8 GFRP の概要 

呼び径 

(mm) 

外形 

(mm) 

GFRP（厚み） 

(mm) 

幅 

(mm) 

長さ 

(mm) 

450 455 10.1 22.5 500 
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図-2.25 PVC（3 次元：シェル要素） 

 

 

図-2.26 PVC（3 次元：シェル要素）（横断図） 

 

500(mm) 

455(mm) 
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図-2.27 GFRP 製のコイル（隙間 22.5mm）（3次元：シェル要素） 

 

 

図-2.28  GFRP 製のコイル（隙間 22.5mm）（3次元：シェル要素）（横断図） 

 

500(mm) 

コイル部材 22.5 (mm) 

隙間 22.5 (mm) 

455(mm) 
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図-2.29 GFRP 製のコイル（隙間なし）（3次元：シェル要素） 

 

 

図-2.30  GFRP 製のコイル（隙間 22.5mm）（3次元：シェル要素）（横断図） 

 

455(mm) 

500(mm) 

コイル部材 22.5 (mm) 

コイルとコイルの隙間1.0 (mm) 
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図-2.31 PVC＋GFRP 製のコイル（隙間 22.5mm）（3次元：シェル要素） 

 

 

図-2.32 PVC＋GFRP 製のコイル（隙間 22.5mm）（3次元：シェル要素）（横断図） 

 

500(mm) 

コイル部材 22.5 (mm) 

隙間 22.5 (mm) 

455(mm) 
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図-2.33 PVC＋GFRP 製のコイル（隙間なし：シェル要素）（3次元） 

 

 

図-2.34 PVC＋GFRP 製のコイル（隙間なし）（3次元：シェル要素）（横断図） 

 

500(mm) 

コイル部材 22.5 (mm) 

コイルとコイルの隙間1.0 (mm) 

455(mm) 
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図-2.35  PVC、GFRP 製のコイル、PVC＋GFRP 製のコイル（2次元：ビーム要素） 

 

2.52.52.52.5.2.2.2.2    解析モデルのメッシュ分割解析モデルのメッシュ分割解析モデルのメッシュ分割解析モデルのメッシュ分割    

解析モデルのメッシュ分割は、MIDAS GTSを用いた。表-2.9に 2次元モデル、表-2.10

に 3次元モデルのそれぞれの節点数，要素数を示す。 

 

表-2.9 2 次元モデルの節点数・要素数 

 節点数 要素数 

PVC（PVC のみ） 20 20 

GFRP（隙間あり、なし） 20 20 

PVC+GFRP（隙間あり、なし） 20 40 

 

表-2.10 3 次元モデルの節点数・要素数 

 節点数 要素数 

PVC のみ：PVC 420 400 

GFRP のみ(隙間 22.5mm):GFRP 603 400 

GFRP のみ（隙間なし）:GFRP 1263 840 

PVC+GFRP（隙間 22.5mm）:PVC 4265 4172 

PVC+GFRP（隙間 22.5mm）:GFRP 2853 1900 

PVC+GFRP（隙間なし）:PVC 6484 4312 

PVC+GFRP（隙間なし）:GFRP 5988 3990 

455(mm) 
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2.52.52.52.5.3.3.3.3    解析解析解析解析諸元諸元諸元諸元    

解析に用いた地盤及び更生管の解析諸元を表-2.11 に示す。PVC、コイル形状の GFRP の弾

性係数に関しては、図-2.36 に示すように実験供試体から試験片を取り出し、曲げ試験を実

施した。 

また、本来、解析において GFRP 製のコイル部材は、応力-ひずみ関係を正しく算出する

ために、非線形部材として解析を行うべきであるが、本研究で用いた解析ソフトが非線形

解析に対応していないため、GFRP 製のコイル部材は弾性（線形）として解析を行っている。 

 

 

表-2.11 解析諸元 

 PVC コイル形状の GFRP 

ポアソン比 0.35 0.24 

弾性係数(N/mm2) 2000 30000 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-2.36 更生材の曲げ試験 

 

2.52.52.52.5.4.4.4.4    偏平試験の解析方法偏平試験の解析方法偏平試験の解析方法偏平試験の解析方法    

荷重の作用形式は、図-2.37 に示すように管頂部に直径の 5％の圧縮量を与える静的解析

を変位制御方式にて行った。5％の圧縮量を与えた際の管頂部に作用させた荷重の合力を載

荷荷重とした。 

なお、PVC＋GFRP 製のコイル（隙間 22.5mm）のケースについては、図-2.38、図-2.39 に

示すように、コイル部材に載荷したケースでは、コイル部材の管頂部の要素を変位制御で

変形させ、PVC 部材に載荷したケースでは、PVC 部材の管頂部の要素を変位制御で変形させ

るように解析を行った。なお、他のケースに関しては、管頂部の要素を位制御で変形させ

た。 
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図-2.37 解析モデルの解析手法 

 

 

 

図-2.38  PVC＋GFRP 製のコイル（隙間 22.5mm） ：PVC 載荷形式 

 

上端を直径の5％強制変位させる 上端は水平方向固定 （Ｘ方向固定） 

下端はＸＹＺ方向固定 
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図-2.39 PVC＋GFRP 製のコイル（隙間 22.5mm） ：コイル載荷形式 

    

    

2.2.2.2.6666    静的載荷試験の解析結果と実験結果静的載荷試験の解析結果と実験結果静的載荷試験の解析結果と実験結果静的載荷試験の解析結果と実験結果    

 偏平試験の実験結果を図-2.40 に示す。この図が示すように、偏平試験の線荷重の許容値

は圧縮量 24mm に対して 7.55kN/m 以上であれば、偏平試験の規格を満たしており、ピンク

色に着色した範囲がその許容範囲内に相当する。この結果からライニング材（PVC）のみの

ケースだけが規格値を満たさないという結果となり、高剛性部を有するケースではすべて

のケースにおいて許容値を満たす結果となった。 

 また、高剛性部の隙間（コイルの隙間）が、線荷重の大きさに大きく影響し、ライニン

グ材と高剛性部を有するモデルでは、隙間が 22.5mm ある場合と隙間がない場合とでは、２

倍以上線荷重の値が変化し、更生管の剛性に影響を与えることがわかった。 

 また、偏平試験の解析結果を図-2.41 に示す。また、変位の分布図を図-2.42～図-2.47

に示す。実験結果と同様に、ライニング材（PVC）のみのケースだけが規格値を満たさない

という結果となり、高剛性部を有するケースではすべてのケースにおいて許容値 7.55kN/m

を満たす結果となった。 

表-2.12 に偏平試験の実験結果と解析結果を取りまとめた表を示す。実験結果と解析結果

の応答値を比較してみる。また、新工法はコイル形状であり、奥行き方法に対しては不均

一であるため、２次元解析では厳密な結果を得ることはできないが、参考参考までに２次

元解析の結果を示す。 
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ライニング材のみの場合においては、おおよそ整合性が取れているという結果になった。 

高剛性部に関して、「隙間なし」の場合、3次元解析と実験結果は 14％程度の差が生じた。  

「隙間あり」の場合においても、実験結果は 17％程度の差が生じている。 

ライニング材+高剛性部（隙間あり・高剛性部に載荷）の場合、15％程度の差が生じた。 

ライニング材+高剛性部（隙間あり・ライニング材に載荷）の場合、2％程度の差が生じ

ている。 

実験結果と解析結果に差異が生じた理由としては、以下のよう原因が考えられる。図

-2.48 は PVC＋GFRP 製のコイル（隙間 22.5mm）の載荷状況を示したものであるが、この図

が示すように、実験供試体では GFRP 部材と PVC 部材が一体構造ではないために、載荷を行

うと GFRP 部材と PVC 部材のはく離が生じる。解析では、GFRP 部材と PVC 部材が一体構造と

して解析を行っているため、このはく離現象や GFRP 部材と PVC 部材の間の摩擦力を考慮で

きていない。この現象を再現するには、図-2.49、図-2.50 が示すように、GFRP 部材と PVC

部材の間にジョイント要素し、GFRP 部材と PVC 部材との間に存在する摩擦力やはく離現象

などを再現する必要がある。しかし、本研究では、解析モデルがスパイラル形状というこ

ともあり、更生管をモデル化したシェル要素の外側にスパイラル状にもう一層ソッリド形

状の要素を作成することが困難であった。ソフトの操作上の問題、メッシュを作成する際

に、スパイラル形状であることからメッシュのモデル化の際に計算誤差が大きくなり適切

なモデルを作成することが困難であることが挙げられる。 

しかしながら、3次元解析と実験結果は、実験と解析結果の差異が 2割未満であることを

考えると、ほぼ整合性が取れていると判断することがで、有限要素法による解析は高い信

頼性を有することが示された。 

 

 

表-2.12 実験結果と解析結果の比較表 

解析モデル 2 次元解析結果 3次元解析結果 実験結果 

ライニング 0.70(kN) 0.62(kN) 0.61(kN) 

高剛性部のみ （隙間なし）   9.20(kN) 9.63(kN) 

高剛性部のみ （隙間あり）   

12.77(kN) 
（横断方向

は円形） 4.11(kN) 4.40(kN) 

ライニング+

高剛性部 
（隙間あり） （高剛性部に載荷） 4.58(kN) 5.25(kN) 

ライニング+

高剛性部 
（隙間あり） （ライニングに載荷） 4.57(kN) 4.68(kN) 

ライニング+

高剛性部 
（隙間なし）   

13.20(kN) 

（横断方向

は円形でラ

イニング材

と高剛性部

が一体構

造） 
9.20(kN) 10.25(kN) 
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図-2.40 静的載荷試験の実験結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-2.41 静的載荷試験の解析結果 

許容値範囲内許容値範囲内許容値範囲内許容値範囲内::::線荷重線荷重線荷重線荷重7.55kN/m7.55kN/m7.55kN/m7.55kN/m    

許容値範囲内許容値範囲内許容値範囲内許容値範囲内::::線荷重線荷重線荷重線荷重7.55kN/m7.55kN/m7.55kN/m7.55kN/m    

0

5

1 0

1 5

2 0

2 5

0 5 1 0 1 5 2 0 2 5

変 位 量 (m m )

線
荷

重
（
kN

/
m

）

ラ イ ニ ン グ 材 + 高 剛 性 部 （ 隙 間 無 し ）

高 剛 性 部 単 体 （ 隙 間 無 し ）

ラ イ ニ ン グ 材 ＋ 高 剛 性 部 （ 隙 間 有 り ） （ 平 板 載 荷 ）
高 剛 性 部 単 体 （ 隙 間 有 り ）

ラ イ ニ ン グ 材 ＋ 高 剛 性 部 （ 隙 間 有 り ）

ラ イ ニ ン グ 材 単 体

0

5

1 0

1 5

2 0

2 5

0 5 1 0 1 5 2 0 2 5
変 位 量 (m m )

線
荷

重
（
kN

/
m

）
ラ イ ニ ン グ 材 + 高 剛 性 部 （ 隙 間 無 し ）

高 剛 性 部 単 体 （ 隙 間 無 し ）

ラ イ ニ ン グ 材 ＋ 高 剛 性 部 （ 隙 間 有 り ） （ 平 板 載 荷 ）
高 剛 性 部 単 体 （ 隙 間 有 り ）

ラ イ ニ ン グ 材 ＋ 高 剛 性 部 （ 隙 間 有 り ）

ラ イ ニ ン グ 材 単 体

許容値範囲内許容値範囲内許容値範囲内許容値範囲内::::線荷重線荷重線荷重線荷重7.55kN/m7.55kN/m7.55kN/m7.55kN/m    

許容値範囲内許容値範囲内許容値範囲内許容値範囲内::::線荷重線荷重線荷重線荷重7.55kN/m7.55kN/m7.55kN/m7.55kN/m    
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図-2.42 変位（PVC のみ）（3次元解析） 

 

 

図-2.43 変位（GFRP：隙間 22.5mm）（3次元解析） 
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図-2.44 変位（GFRP：隙間なし）（3次元解析） 

 

 

図-2.45 変位（PVC+GFRP：隙間 22.5mm）（載荷：コイル）（3次元解析） 
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 図-2.46 変位（PVC+GFRP：隙間 22.5mm）（載荷：PVC）（3次元解析） 

 

 

 図-2.47 変位（PVC+GFRP：隙間なし）（3次元解析） 
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図-2.48 GFRP 部材と PVC 部材の不連続性 

 

 

 

図-2.49 ジョイント要素挿入前モデル 

 

 

 

 

 

図-2.50 ジョイント要素挿入後モデル 

 

 

 

 

ジョイント要素 
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2222....7777    結論結論結論結論    

 新工法の偏平試験の実験結果は、すべてのケースにおいて下水道協会の規格値を満足す

る結果となった。 

したがって、偏平試験の 3 次元解析と実験結果は、ほぼ整合性が取れていると判断する

ことがで、有限要素法による解析は高い信頼性を有することが示され、その安全性が検証

できた。今後、地震動を入力する動的解析、曲線部、取付け管の取り付け部などの特殊な

構造解析を実施する際には、偏平試験で作成したモデルを基に、解析モデルを作成するこ

とで高い精度の解析を実施することが可能となる。 

また、実験結果と解析結果の差異を少なくするためには、GFRP 部材と PVC 部材を一体構

造として解析するのではなく、ジョイント要素を挿入し GFRP 部材と PVC 部材との間に存在

する摩擦力やはく離現象などを再現する必要がある。 
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第第第第 3333 章章章章    新工法の埋設実験に新工法の埋設実験に新工法の埋設実験に新工法の埋設実験による安全性の検証よる安全性の検証よる安全性の検証よる安全性の検証    

    

3.13.13.13.1    概説概説概説概説    

埋設実験の試験目的は、考案した新工法の更生管を埋設した場合の変形挙動を測定し、

この結果を新工法の設計によって算出されるたわみ率及び曲げ応力の設計値と比較して、

更生管の安全性を検証する。本研究では、土被り６ｍ相当の荷重を載荷する静的載荷実験

とトラック荷重に相当する荷重を繰り返し加える繰り返し載荷試験の 2 種類の埋設実験を

実施する 18)。さらに実験による検証だけではなく、有限要素法に数値シミュレーションに

よる検証も行い、その安全性の検証を行う。 

埋設実験を実施する目的は、前章で示したように偏平試験の目的と同様である。地中に

埋設された管路が、周辺地盤に悪い影響を及ぼさないようにするためには、土圧、活荷重

に対して、管きょの偏平量が許容値内となる必要が安全性の面から必要である。特に、た

わみ性管ではこの条件が必須であり地中に埋設され、土圧が常時作用している状態では偏

平が徐々に進むクリープ現象が生じ、管きょの耐力が低下する 19)。そのため、更生管の偏

平量が許容値内に収まっているか確認するために偏平試験を実施し、新工法の安全性を検

証する。 

また、本研究では埋設試験に関しては実験と解析を実施している。研究で取り扱ってい

る耐震補強の新工法はφ450mm～φ800mm までの管きょを対象とした更生工法であり、埋設

実験に関してはφ450mm のケースだけしか実験を実施していない。φ450mm～φ800mm のす

べての管径に対して、実験供試体を作成し実験を実施することは時間とコストを要するこ

とから、有限要素法による解析を実施することでその安全性の検証を行う必要がある。ま

た、曲線部、取付け管の取り付け部、地震動を入力する動的解析など実験によって再現す

ることが困難である場合が存在し、それらの特殊な場合に対しては解析による構造解析を

実施する必要がある。今後、これらの特殊なケースの解析を実施する際、解析の精度が課

題となることから、本節で実施する埋設実験の結果と有限要素法による解析結果との比較

を行い、解析の精度の確認を実施する。 

 

    

3.23.23.23.2    埋設実験の実験方法埋設実験の実験方法埋設実験の実験方法埋設実験の実験方法    

3.2.13.2.13.2.13.2.1    試験供試体の概要試験供試体の概要試験供試体の概要試験供試体の概要    

供試体は、塩ビ管（PVC）のみのケース、塩ビ管（PVC）＋GFRP 製の更生材のケースでコ

イル製の更生材の隙間があるモデルと隙間がないモデルの３つのモデルに対して埋設実験

を実施した。実験で採用した供試体は、すべてのケースにおいて呼び径 450ｍｍのモデルを

採用し、管厚などの詳細な寸法値は表-3.1、表-3.2 に、またモデルの概要図を図 3.1、図

3.2、図 3.3 に示す。 

試験供試体の長さは、580mm であり、両端に約 200mm のダミー管をセットし、ダミー管と
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試験供試体の連結部は摩擦が生じないようにわずかな隙間を設け、ガムテープで連結をし

た。この方法により、側壁から試験供試体に作用する摩擦抵抗を軽減する。 

また、試験供試体の作成方法は、「2.2.1 試験供試体の概要」において述べたように、ラ

イニング材を使用しφ450 鋼製半割管(既設管を想定したもの)の内面にコイルばねを設置

し、その内面側にライニング材を蒸気により加熱・拡径させ、ライニング材がコイルばね

と十分密着した後冷却し、半割管から脱型・切断し供試体とする。 

 

表-3.1 PVC の概要 

呼び径 

(mm) 

外形 D 

(mm) 

PVC（厚み:t） 

(mm) 

長さ:L 

(mm) 

重量  

（kg） 

単重

(kg/m) 

450 434.8 8.2 1000 7.12 14.24 

 

 

表-3.2 GFRP の概要 

呼び径 

(mm) 

外形φD 

(mm) 

PVC（厚み） 

(mm) 

幅 

(mm) 

長さ 

(mm) 

重量  

（kg） 

単重

(kg/m) 

450 455 10.1 22.5 1000 10.24 20.12 
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図-3.1 試験供試体（ＰＶＣ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

図-3.2 試験供試体（コイル＋ＰＶＣ：隙間なし） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

図-3.3 試験供試体（コイル＋ＰＶＣ：隙間 22.5mm） 
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3.2.23.2.23.2.23.2.2    実験装置の概要実験装置の概要実験装置の概要実験装置の概要    

図-3.4、図-3.5、図-3.6 に埋設実験装置概要図、図-3.7、図-3.8 に埋設実験装置の写真

を示す。試験供試体を埋設する実験土槽は、寸法が１ｍ×１ｍ×１ｍの鋼製で、前後の側

壁には開口部（観測窓）を設け、試験供試体の内面を目視観測できるようになっている。

土槽上方には、載荷装置として、反力梁（門型鋼製フレーム）、油圧ジャッキ、ロードセ

ル及び載荷板を設置している。荷重載荷方式としては、油圧アクチュエターによる荷重制

御で載荷を行う。 

 

図-3.4 埋設実験装置概要図（平面図） 

 

 

図-3.5 埋設実験装置概要図（縦断図） 
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図-3.6 埋設実験装置概要図（横断図） 

 

 

 

図-3.7 埋設実験装置 
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図-3.8 埋設実験装置 

 

3.2.33.2.33.2.33.2.3    埋設地盤の特性と埋設方法埋設地盤の特性と埋設方法埋設地盤の特性と埋設方法埋設地盤の特性と埋設方法    

 供試体の埋設に使用した埋設土は、表-3.3（現場試験結果）、表-3.4（室内試験結果）、

表-3.5（地盤のパラメーターの推定値・計算値）に示すような特性を有する真砂土（砂質

土）を使用した。なお、土質試験の項目としては、土粒子の密度試験、自然含水比試験、

粒度試験、締固め試験、現場密度試験、簡易貫入試験をＪＩＳ規格の基準に沿って実施し

た。JISA1210 24)の締め固め試験については、下記に示すような手順に従って実施した。締

め固め試験は、土の粒径にしたがって占め固めの方法が異なり、本研究で使用した土は最

大粒径が、9.5mm であるから JIS 規格に従い、ランマーの質量は 2.5kg、モールドの直径は

10cm、突固め層数は 3 層、1 層当たりの突固め回数は 25 回となる。具体的な試験方法は、

図-3.9 に示すように、直径 10cm の鋼製容器のモールドの中に、3回に分けて土を入れ、図

-3.10 に示す突固め器（ランマー）を用いて、1 層当り 25 回突き固める。締め固めが終了

すると、モールド内から土を取り出し、含水比試験を実施し土の含水比の測定を行う。土

を入れたモールドの重量とモールド単体の重量を差し引きすると、土の重量が求まる。モ

ールド内の容積が 1000cm3であり、土の容積はモールドの容積と等しいことから、土の湿潤
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単位重量は、土の重量をモールドの容積 1000cm3で除した値となる。この試験で、湿潤単位

重量と含水比の関係が算出され、この試験を土の含水比を変えて数回行うことで、締め固

め曲線が得られる。 

埋設土の埋め戻し時の状態としては、最適含水比に近い状態、また締め固め度についても

90％以上の数値を示しており、地盤の埋め戻しの状態としては良好な状態である。 

 埋め戻しの手順としては、土槽内に真砂土（砂質土）を投入し、層圧約 10ｃｍ毎に突き

棒で締め固めながら埋め戻しを行う。そして、埋設土の埋設深が約 270ｍｍに達した時に、

ダミー管をセットした試験供試体をサンドボックス内に設置する。その後、同様の手順に

より真砂土（砂質土）を順次投入し、土槽頂部まで埋め戻しを行う。土圧計は、埋め戻し

作業時に併せてセットする。 

 

 

表-3.3 土質試験結果（現場密度試験結果） 

供試体条件 
項目 

コイル隙間なし コイル隙間あり 

現場密度試験 湿潤密度 ρt(g/cm
3) 1.91 1.94 

  乾燥密度 ρd(g/cm
3) 1.756 1.783 

  締固め度 Dc ％ 93.50 94.94 

貫入試験 簡易貫入試験 Nd 別紙参照 別紙参照 

  標準貫入試験(計算値) N 別紙参照 別紙参照    

 

 

表-3.4 土質試験結果（室内試験結果） 

埋設実験 
項目 

まさ土 

土粒子の密度 ρs(g/cm
3) 2.681 

一般 
自然含水比 w ％ 8.7 

礫分（2～75mm） ％ 26.3 

砂分（0.075～2mm） ％ 57.9 

シルト分（0.005～0.075mm）％ 12.8 

粘土分（0.005mm 未満）％ 3 

最大粒径(mm) 9.5 

粒度 

均等係数 Uc 45.83 

最大乾燥密度ρdmax(g/cm
3) 1.878 

締固め 
最適含水比 wopt ％ 8.3 
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表-3.5 土質試験結果（地盤のパラメーターの推定値・計算値） 

供試体条件 
項目 

コイル隙間なし コイル隙間あり 

内部摩擦角 φ(°) 約 40 

粘着力 c(kN/m2) 約 32 

間隙比 e 0.53 0.50 

 

 

図-3.9 モールド・カラー・底板及びスペーサーディスクの寸法 24) 

 

 

図-3.10 ランマーの寸法図 24) 
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3.2.43.2.43.2.43.2.4    埋設地盤の締め固め特性埋設地盤の締め固め特性埋設地盤の締め固め特性埋設地盤の締め固め特性    

 前節で示したように、埋設地盤の締め固め試験により最大乾燥密度、最適含水比が、現

場密度試験により乾燥密度、湿潤密度がそれぞれの試験によって算出することができた。

表-3.6 に現場密度試験結果の平均値を示す。一般的に地盤の締め固めには、タンパ、ラン

マー、ロードローラーなどの機械転圧による施工が現場では行われている。しかし、上下

水道の管路施設においては、狭隘な地域での開削工法による施工の際、作業ヤードの関係

上、機械転圧人力埋め戻しによる人力転圧が行われている場合がある。本研究においても、

サンドボックス内での作業ヤードの関係上、機械転圧が困難であるために、人力転圧を実

施した。本節では、室内試験による締め固め試験と現場における人力転圧によって地盤に

与えられた締め固めエネルギーを算出し、比較検討を行う。 

 締め固め試験においては、地盤に与えられたエネルギーが重要な要素となるが、これは

ランマーの重量 WR、ランマーの落下高さ H、締め固め層数 NB、各層当たりの突固め回数 NL、

及び試料の体積 Vを用いて下記のように表記することができる。 

 

V



HW
E BLR
C

∗∗∗
=     (3.1) 

ここで 

WR：ランマーの重量（g/cm3） 

H:ランマーの落下高さ（cm） 

NB:層当たりの突固め回数（回） 

NＬ:締め固め層数（層） 

V:モールドの体積（cm3） 

 

Ec は締め固めの仕事量を表し、ＪＩＳ規格及び現場での締め固め試験の仕様と締め固め

エネルギーを表-3.7 に示す。締め固めエネルギーを異にする様々な試験方法が考案されて

おり、例えば、表-3.7 のＪＩＳ規格の試験方法において、ランマーのみ 4.5kg のものを用

いて締め固めを行ったとすると、締め固めエネルギーは Ec=15.2cm*kgf/cm3 となる。同じ

土であっても、締め固めエネルギーが異なると、異なった締め固め曲線が得られ、最適含

水比や最大乾燥密度の値も異なってくる。この関係を示したものが、図-3.11 に示す乾燥密

度と締め固めエネルギーの関係図であり、ある土を一定の方法で締め固めるとある含水比

で最もよく締まり、その時、含水比が最大に達し最大含水比となる。また、締め固めエネ

ルギーの増加に伴い、最適含水率は低下する。 

 締め固め試験において、採用すべきエネルギーの大きさは、原位置で締め固め土が受け

ると予想される外荷重の大きさに応じて決められることが多く、締め固め基準が作成され

た当初は、中程度の自動車荷重を想定した道路の路床や中規模のアースダムの土材料が主

な施工対象構造物であったため、締め固めエネルギーに関しても Ec=5.6cm*kgf/cm3 を採用



 57 

した試験が多く実施された。最近では、大型自動車の増加に伴い、高速道路などの路床に

作用する外荷重が増加傾向にあるため、大きなエネルギーを用いた試験も最近では実施さ

されているケースもある。下水道管路施設は、市道や国道など一般道に埋設されること一

般的であり、本研究では、ＪＩＳ規格の試験方法による締め固めエネルギーは

Ec=5.6cm*kg/cm3 となる試験方法を採用した。 

表-3.7、図-3.13 が示すように締め固め試験の仕様と締め固めエネルギーを比較すると、

JIS 規格の試験方法により生じる締め固めエネルギーは、5.625cm*kgf/cm3 となり、木づち

より締め固めたサンドボックス内の地盤は 0.794cm*kgf/cm3となり、サンドボックス内の地

盤に与えられたエネルギーはJIS規格により与えられるエネルギーの15%程度にとどまって

いる。しかしながら、図-3.12 が示すように乾燥密度と含水比の関係から JIS 規格による最

大乾燥密度は1.878g/cm3、現場密度試験によるサンドボックス内の地盤の密度は1.770g/cm3

となり密度の差は 6％程度となった。JIS 規格での締め固めエネルギーは上記で述べたよう

に、中程度の自動車荷重を想定した道路の路床を対象とした試験方法である。そのため、

この締め固めエネルギーで締め固められた最大乾燥密度と場密度試験によるサンドボック

ス内の地盤の密度が近ければ、効率の良い締め固めが行われていると判断することができ

る。本研究の場合、JIS 規格との締め固め試験の結果と比較すると、密度の差は 6％である

ことから比較的良質な締め固めが実施されているといえる。しかしながら、JIS 規格による

締め固め試験だけで判断することは難しく、実際の現場では試験施工を複数回実施し最適

な締め固め方法を採用することが通例である。試験施工を行うことで、その締め固め方法

が最適であるか否かが判断できる。本研究においても、JIS 規格による締め固め試験だけの

比較検討であるため、十分な強度有した地盤であるかを断定することは難しい。試験施工

を実施し、最適な締め固め方法を採用する必要があると考えられる。 

 

 

 

表-3.6 現場密度試験結果の平均値 

供試体条件 

項目 
コイル隙間なし コイル隙間あり 

平均 

乾燥密度ρd(g/cm
3) 1.756 1.783 1.770  

含水比 w 8.770  8.805  8.788  
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表-3.7 締め固め試験の仕様と締め固めエネルギー 

 JIS 規格 現場 

乾燥密度ρd(g/cm
3） 1.878 1.770 

ランマーの重量 WR（kg） 2.5 20 

ランマーの落下高さ H（cm） 30 40 

層当たりの突固め回数 NB（回）※ 25 99 

締め固め層数 NＬ（層） 3 10 

モールドの体積 V（cm3） 1000 998410 

E=(WR*H*NL*NB)/V（kg/cm3） 5.625 0.794 

※木づちの面積あたり７回 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-3.11 乾燥密度と締め固めエネルギーの関係図 

 

 

 

 

 

 

乾燥密度ρd 

含水比 w 

締め固めエネルギー大（大型締め固め） 

締め固めエネルギー中（普通締め固め） 

締め固めエネルギー小（小型締め固め） 

締め固めエネルギー 

乾燥密度ρd 

a 

b 

c 
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図-3.12 乾燥密度と含水比 
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図-3.13 乾燥密度と締め固めエネルギーの結果 
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3.2.53.2.53.2.53.2.5    簡易動的コーン貫入試験によるＮ値の測定方法簡易動的コーン貫入試験によるＮ値の測定方法簡易動的コーン貫入試験によるＮ値の測定方法簡易動的コーン貫入試験によるＮ値の測定方法    

本研究では、サンドボックスに埋設された地盤のＮ値を測定するために簡易動的コーン

貫入試験 25)によるＮ値の測定を行った。簡易動的コーン貫入試験は、図-3.14 に示すように、

ハンマーの先端に先端角 60±1 °及び直径 25±0.3 mm のコーン鋼製の円錐形を取り付け、

質量 5±0.05 kg の鋼製のハンマーを自由落下させ、地盤に貫入させる試験である。 

試験の手順としては、ハンマーが自由落下するように、試験機を調査地点上に鉛直に保

持し、ハンマーをアンビルの上にのせ、試験機を鉛直に保持した状態で、ロッドが地中に

自重沈下するかを確かめる。自重で貫入する場合は、貫入が止まった時の貫入長さを記録

する。ハンマーを 500±10 mm の高さから自由落下させ、100 mm 貫入させるのに要する打

撃回数を N d 値として記録する。10 回の打撃による貫入量が 20 mm 未満の場合は試験を

中止する。ロッドの上部が地表面近くまで達したら，一旦アンビル、ガイド用ロッド及び

ハンマーを取り外し、新たなロッドを継ぎ足した後，試験を継続する。表-3.8、表-3.9、

表-3.10 に簡易動的コーン貫入試験を実施した結果を示す。 

また、標準貫入試験の試験結果であるＮ値との関係については、多くの関係式が提案さ

れているが、本研究では地盤工学会により提案されている地盤調査法によるものとする。

地盤工学会により提案されている地盤調査法ではと、地層の種類と硬軟に関わらず、下記

のような関係式が適用できるとされている。 

 

Nd＝(1～3)N     (3.2) 

 

本研究では、Ｎ値とＮｄの関係について、上式の関係から下記の関係式を用いることとす

る。 

Nd＝N      (3.3) 

 

 

3.2.3.2.3.2.3.2.6666     N N N N 値の補正方法値の補正方法値の補正方法値の補正方法    

Ｎ値は、地盤に作用する上載荷重の変化によって大きく変化することが過去の調査、研

究において明らかとなっている。多くの地盤の調査試験結果からＮ値は相対密度に支配さ

れ、相対密度は拘束圧の影響を受けることが明らかとなっている。 

また、実務においては、Ｎ値から内部摩擦角φを求めることが実施されており、Ｎ値か

ら砂の内部摩擦角φを推定する方法がいくつか提案されている。拘束圧を受けている状態

で内部摩擦角φをＮ値から求める場合、拘束圧の影響が内部摩擦角の算出に影響すること

が判明しており、開削工法や盛土によって応力状態が変化する場合、修正したＮ値を用い

て内部摩擦角φを計算することが必要となってくる。 

本研究では、上記に示したに上載荷重による影響を考慮した補正方法を用いてＮ値の補

正を行うこととする。補正の方法としては、下式に示すような吉中の方法を用いてＮ値の
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補正を行う。 

 N=N’{5/(1.4p+1)}     (3.4) 

 

ここで 

N：修正Ｎ値 

N’：実測Ｎ値 

σ：有効上載圧力(1.0kgf/cm2)≦2.8 kgf/cm2 

 

表-3.11 に修正したそれぞれのケースにおけるＮ値を示す。 

 

 

 

 

表-3.8 ライニングのみ場合の地盤の Nd 値 

測定位置 
測定面 

(1) (2) (3) (4) (5) (6) (7) (8) (9) 
平均 

A 地表面 6      6   6.0 

B 
管頂から

100mm 
5  土圧計 土圧計 土圧計 土圧計 5  土圧計 5.0 

C 管側 3 ﾊﾟｲﾌﾟ  3 ﾊﾟｲﾌﾟ 土圧計  ﾊﾟｲﾌﾟ 土圧計 3.0 

D 管底  4 4 4      4.0 

E 
管底から

100mm 
 6 5 6 土圧計 土圧計   土圧計 5.7 

          平均 4.7 
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表-3.9 ライニング＋コイル（隙間あり）の場合の地盤の Nd 値 

測定位置 
測定面 

(1) (2) (3) (4) (5) (6) (7) (8) (9) 
平均 

A 地表面 5      5   5.0 

B 
管頂から

100mm 
6  土圧計 土圧計 土圧計 土圧計 5  土圧計 5.5 

C 管側 10 ﾊﾟｲﾌﾟ  10 ﾊﾟｲﾌﾟ 土圧計  ﾊﾟｲﾌﾟ 土圧計 10.0 

D 管底  7 6 7      6.7 

E 
管底から

100mm 
    土圧計 土圧計   土圧計  

          平均 6.8 

 

 

 

 

表-3.10 ライニング＋コイル（隙間なし）の場合の地盤の Nd 値 

測定位置 
測定面 

(1) (2) (3) (4) (5) (6) (7) (8) (9) 
平均 

A 地表面 5      5   5.0 

B 
管頂から

100mm 
5  土圧計 土圧計 土圧計 土圧計 6  土圧計 5.5 

C 管側 6 ﾊﾟｲﾌﾟ  6 ﾊﾟｲﾌﾟ 土圧計  ﾊﾟｲﾌﾟ 土圧計 6.0 

D 管底  12 11 11      11.3 

E 
管底から

100mm 
    土圧計 土圧計   土圧計  

          平均 7.0 
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表-3.11 修正した N値 

 ライニングのみ ライニング＋コイル

（隙間あり） 

ライニング＋コイル

（隙間なし） 

修正Ｎ値 10 14 15 

 

 

 

図-3.14 簡易動的コーン貫入試験 25) 

 

 

3.2.3.2.3.2.3.2.7777    測定項目と測定方法測定項目と測定方法測定項目と測定方法測定項目と測定方法    

 図-3.15、図-3.16、図-3.17、図-3.18 に示すように、内空変位、土圧および管体ひずみ

の計測位置を設置した。また、実際の装置の写真を図-3.19～図-3.22 に示す。更生管の内

空変位は、ひずみゲージ式の変位計により、上下左右の４点をそれぞれ独立して計測する。

変位計は土槽側壁に設けた開口部を利用し、土槽外部から治具により固定する。土圧計は、

管表面から 10ｃｍ離した土中に埋設し、それぞれ管頂、管側及び、管底部に作用する土圧

計を測定する。載荷重は、油圧ジャッキ先端に内蔵されているロードセにより計測する。

また、載荷板上の２点で、載荷板－土槽間の相対変位を計測する。 
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図-3.15 ひずみゲージ、変位計設置概要図（平面図） 

 

 

 

図-3.16 ひずみゲージ、変位計設置概要図（横断図） 
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図-3.17 土圧設置概要図（平面図） 

 

図-3.18 土圧設置概要図（横断図） 

 

 

図-3.19 土圧計設置状況 
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図-3.20 ひずみゲージ設置状況（外側） 

 

 

 

図-3.21 ひずみゲージ、変位計設置状況（内側） 
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図-3.22 ひずみゲージ、変位計設置状況（外側） 

 

 

3.2.83.2.83.2.83.2.8    静的載荷試験静的載荷試験静的載荷試験静的載荷試験    

 埋め戻しが完了した時点で、模型地盤実験上に載荷板を設置する。そして、ジャッキに

荷重に載荷を行うが、載荷方式としては、5kN、10kN、20kN、30KN、40kN、50kN、60kN、70kN、

80kN、90kN、100kN の載荷を段階的に実施する。各荷重段階で５分間荷重を保持し計測を行

う。100kN という荷重は土被りが 6.0m 相当の土圧荷重を想定して載荷している。下記に詳

細を示す。 

 

p = γ・(H－h)         

= 18.0×( 6 － 0.237 )        

 = 103.7 (kN/m2)       (3.5) 

 

Ｆ = p・S  

= 103.7 ×（ 0.977×0.977 ） 

= 99.0 (kN)  

≒100 (kN)         (3.6) 

 

ここで、 
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p  : 土被り 6m 相当の土圧にするために必要な追加土圧 (kN/m2) 

γ : 埋め戻し土の単位体積重量 18 kN/m3  

H  : 想定土被り 6 (m)  ※実際の管路で想定される最大値。  

h  : 既設管土被り 0.237 (m)   ※土槽の設置高さによって変更の可能性あり  

F : アクチュエ－タ－により追加する荷重 (kN)  

S : 載荷板の面積 (m2) 

 

3.2.3.2.3.2.3.2.9999    繰り返し載荷試験繰り返し載荷試験繰り返し載荷試験繰り返し載荷試験    

 道路下に埋設された更生管の長期耐久性を検証するために、繰り返し載荷を実施する。

繰り返し載荷実験は、更生管に 50年相当の走行車両による繰り返し荷重が作用した場合の

変形形状を把握し、構造的安全性および機能性を把握するために行う。検証方法としては、

繰り返しの載荷により、更生管に発生する曲げ応力、たわみが許容値以内に修まっている

かどうかの判断を行い、安全性の検証を行う。 

 更生管に 50年相当の走行車両による繰り返し回数は、「道路占用埋設物件の浅層化技術

検討  報告書（H10 年 11 月）」26)（（財）道路保全技術センター）によれば、輪荷重 10

ｔの場合の 50 年繰り返し数は塩ビ管で 4.05×10 6 回、強化プラスチック複合管で 3.96

×10 6 回と規定されている。コイルは強化プラスチック複合管、ライニングは塩ビ管の条

件に相当するが、本研究では両部材とも安全を見て回数の多い塩ビ管の回数を採用した。 

 また、載荷荷重の算定に関しては、「埋め戻しによる鉛直荷重 q(kN/m2)」と「活荷重に

鉛直土圧 p(kN/m2)」とし、実際に埋設された更生管に付加される土圧のパターンに合わせ

て qを最小、p+q を最大値とする正弦波状に荷重を付加させる。ただし、土被りは下水道管

路の最小土被りである 1(m)、活荷重に関しては、T-25（10t トラックに相当）に相当する

土圧を付加できる荷重とした。下記に詳細を示す。 

 

F 1  = γ・(H－h)・S               

  = 18.0×( 1 － 0.237 ) ×（ 0.977×0.977 ）                

  = 13.1 (kN)       (3.7) 

ここで、 

F 1: アクチュエ－タ－による載荷重（静土圧分）(kN)  

γ : 埋め戻し土の単位体積重量 18 kN/m3   

H  : 想定土被り 1 (m)   

h  : 実験装置の土被り 0.237 (m)   

   （実験では既設管を使用しないため、既設管があると仮定した場合の想定土被り） 

 

q = (2・P・(1+i))／(C・(α+2H・tanθ))      

          = (2×100×(1+0.5))／(2.75×(0.2+2×1.0×1.0)    
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= 49.6 (kN/m2)       (3.8) 

ここで、 

q  : アクチュエ－タ－による土圧（活荷重）(kN/m2)  

P  : T－25 後輪荷重 = 10 tf ＝ 98 kN ≒ 100 kN  

i  : 衝撃係数 = 0.5  

C  : 車体占有幅 = 2.75 m  

α : 車輪設置幅 = 0.2 ｍ  

H  : 想定土被り 1 (m)  

θ : 輪荷重の分散角度 = 45°（tanθ = 1.0） 

 

Ｆ2  = q・S         

= 49.6 ×（ 0.977×0.977 ）        

   = 47.3 (kN)       (3.9) 

 

ここで、 

F2 : アクチュエ－タ－による載荷重（活荷重分）(kN)  

S : 載荷板の面積 (m2)  

 

F = F1+ F2         

= 13.1 + 47.3             

= 60.4 (kN)       (3.10) 

 

ここで、 

F : アクチュエ－タ－による最大加圧力 (kN) 

 

また、載荷周波数に関しては、2Hz を本研究では採用した。図-3.18 に繰り返し荷重パタ

ーンを示す。 

測定項目としては、地盤の土圧、更生管の作用する応力、ひずみの測定位置関しては、

3.2.2 節で示した静的載荷実験と同位置において測定を行った。 
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図-3.23 繰り返し載荷実験の荷重パターン 

 

 

 

3.33.33.33.3    埋設実験の有限要素法による解析埋設実験の有限要素法による解析埋設実験の有限要素法による解析埋設実験の有限要素法による解析    

本節では前節で示した埋設実験を 3 次元有限要素法を用いて数値解析によりシミュレー

ションし、モデル別にその応答性状について考察する。地盤と構造物の動的解析を行うに

は、地盤と構造物の非線形性が重要であるが、本研究では地盤を線形弾性体として仮定し

て解析を実施した。 

 

3.3.13.3.13.3.13.3.1    地盤及び構造物のモデル化地盤及び構造物のモデル化地盤及び構造物のモデル化地盤及び構造物のモデル化    

本研究の解析モデルは、載荷荷重が更生管に与える影響を考察するために、地盤のみの

ケース、地盤＋PVC、地盤＋PVC＋コイル形状の GFRP（隙間なし、隙間 22.5mm）の 4つのケ

ースについて解析を行った。地盤及び構造物のモデル化、寸法及びモデル全体図を図 3.24

～図 3.33 に示す。地盤はソリッド要素、2次元解析では PVC とコイル形状の GFRP はビーム

要素、3次元解析では PVC とコイル形状の GFRP はシェル要素でモデル化を行った。 

2 次元有限要素法を採用した解析では、図-3.25 中に示すように、原点は管路横断面の中

央に定義し、管路軸に水平直角方向を X 軸、管路軸に鉛直直角方向を Y 軸とし、以降はこ

の座標系で表わすものとする。地盤領域は X軸方向に 500mm、Y軸方向に 500mm とし、管路

の横断面の中心位置は、地表面から 500mm に位置するものとする。 

3 次元有限要素法を採用した解析では、図-3.27、図-3.28、図-3.29 中に示すように、原

点は管路横断面の中央に定義し、管路軸に水平直角方向を X 軸、管路軸方向を Y 軸、管路

最大荷重(p+q)：60.4kN 

最小荷重(q)：13.1kN 
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軸に鉛直直角方向を Z 軸とし、以降はこの座標系で表わすものとする。地盤領域は X 軸方

向に 500mm、Y軸方向に 1000mm，Z軸方向に 500mm とし、管路の横断面の中心位置は、地表

面から 500mm に位置するものとする。 

更生管の寸法値は、表-3.12、表-3.13 に示すように PVC の径は 434.8mm、厚さが 8.2mm、

コイル形状の GFRP の径は 434.8mm、厚さが 10.2mm、管路長さはサンドボックスとサンドボ

ックスとの接続面までの長さで 1000mm である。ここで、PVC とコイル形状の GFRP の径が、

等しい値となっているのは、シェル要素では厚みを考慮することができないため、PVC の径

に合わせてモデル形状を作成した。 

なお、3次元解析において、地盤＋PVC＋コイル形状の GFRP（隙間なし）のケースにおい

ては数値計算上、コイル部材の間隔を 0mm にすることは不可能であるため、計算上部材間

隔を 1mm だけ間隔が存在するモデルとした。 

また、2次元解析の境界条件は、底面を固定、側方は X軸奉公を固定とした。3次元解析

では、更生管とサンドボックスとは Y=0mm、1000mm の位置で接続しているモデルとしてい

る。境界条件としては底面を固定とし、側方は X面に面する面は X軸を固定、Y面に面する

面は Y軸を固定とした。 

 最後に埋設実験のモデルと解析モデルの違いについてであるが、埋設実験ではサンドボ

ックスとからの干渉を避けるために、ダミー管を更生管の両側に設置をしているが、シェ

ル要素間にダミー管の要素を設けることが困難であったため、解析モデルでは一様な剛性

を有する更生管モデルとして解析を行った。 

 

表-3.12 PVC の概要 

呼び径 

(mm) 

外形 

(mm) 

PVC（厚み） 

(mm) 

長さ 

(mm) 

450 434.8 8.2 1000 
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表-3.13 GFRP の概要 

呼び径 

(mm) 

外形 

(mm) 

GFRP（厚み） 

(mm) 

幅 

(mm) 

長さ 

(mm) 

450 434.8 10.1 22.5 1000 

 

 

 

 

 

 

図-3.24 地盤のみ（2次元） 

 

1000(mm) 

1000(mm) 
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図-3.25 地盤＋PVC＋GFRP 製のコイル（2次元） 

 

 

図-3.26 地盤のみのケース（3次元） 

 

1000(mm) 

1000(mm) 1000(mm) 

1000(mm) 

1000(mm) 

434.8 (mm) 
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図-3.27 地盤＋PVC のケース（3次元） 

 

 

図-3.28 地盤＋PVC＋GFRP 製のコイル（隙間 22.5mm）のケース（3次元） 

 

1000(mm) 

1000(mm) 1000(mm) 

1000(mm) 

1000(mm) 1000(mm) 
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図-3.29 地盤＋PVC＋GFRP 製のコイル（隙間なし）のケース（3次元） 

 

 

図-3.30 地盤＋PVC＋GFRP 製のコイル（隙間 22.5mm）（3次元） 

 

1000(mm) 

1000(mm) 1000(mm) 

1000(mm) 

1000(mm) 

コイル部材 22.5 (mm) 

隙間 22.5 (mm) 
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図-3.31 地盤＋PVC＋GFRP 製のコイル（隙間なし）（3次元） 

 

 

図-3.32 PVC（3 次元） 

 

1000(mm) 

1000(mm) 

コイル部材 22.5 (mm) 
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図-3.33 地盤＋更生管の断面図（3次元） 

 

3.3.23.3.23.3.23.3.2    解析モデルのメッシュ分割解析モデルのメッシュ分割解析モデルのメッシュ分割解析モデルのメッシュ分割    

解析モデルのメッシュ分割は、MIDAS GTSを用いた。表-3.14に 2次元モデル、表-3.15

に 3次元モデルのそれぞれの節点数，要素数を示す。 

 

 

表-3.14 2 次元モデルの節点数・要素数 

 節点数 要素数 

地盤（地盤のみ） 441 800 

地盤（PVC） 408 712 

地盤（PVC＋GFRP）（隙間あり、なし） 408 712 

PVC（PVC のみ） 24 48 

PVC（隙間あり、なし） 24 48 

GFRP（隙間あり、なし） 24 24 

 

 

 

 

1000(mm) 

1000(mm) 

438.4(mm) 



 78 

表-3.15 3 次元モデルの節点数・要素数 

 節点数 要素数 

地盤（地盤のみ） 26024 5609 

地盤（PVC） 30918 6873 

地盤（PVC＋GFRP）（隙間 22.5mm） 30918 6873 

地盤（PVC＋GFRP）（隙間なし） 37690 8400 

PVC（PVC のみ） 2024 1036 

PVC（隙間 22.5mm） 2024 1036 

PVC（隙間なし） 1922 3896 

GFRP（隙間 22.5mm） 962 960 

GFRP（隙間なし） 1922 1920 

 

 

3.3.33.3.33.3.33.3.3    解析解析解析解析諸元諸元諸元諸元    

解析に用いた地盤及び更生管の解析諸元を表-3.16、表-3.17に示す。PVC、コイル形状の

GFRP の弾性係数に関しては、偏平試験の際に実施したように実験供試体から試験片を取

り出し、曲げ試験を実施した。 

本来地盤は埋め戻しの転圧状況により N 値が異なることから多層構造であり、多層モデ

ルを考える事が通例であるが、更生管の埋設挙動に着目するため、本研究では 1 層のみと

した。 

本研究で用いる地盤の変形係数 E0は、道路橋示方 27)に記載されている N 値と変形係数

を表した関係式を用いて算出を行った。算出に用いた式を下記に示す。 

 

E0= 2800 N（kN/m 2）      (3.11) 

ここに 

N：N値 

 

ただし、表-3.6 に示した地盤の変形係数 E0は、前節で説明を行った土質試験結果（現場

試験結果）から得られた結果を上載荷重による修正を行ったＮ値を用いて計算を行ったも

のである。次節で説明を行うが、修正を行っていない N 値を用いた変形係数を採用して、

静的載荷試験の数値解析を実施すると地盤の変形量が多大になり、実際の実験と大きく差

異が生じた。そこで、修正していない N 値を用いた変形係数を採用して、埋設実験の数値

解析を実施することは実際の現象を再現することが困難であることから、前節で示したよ

うに、修正を行ったN値を用いて解析を実施する。地盤の変形係数E0は、それぞれ表-3.13、

表-3.14 に示すような結果となった。 

また、また、本来、解析において、地盤及び GFRP 製のコイル部材は、応力-ひずみ関係
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を正しく算出するために、非線形部材として解析を行うべきであるが、本研究で用いた解

析ソフトが非線形解析に対応していないため、GFRP 製のコイル部材は弾性（線形）として

解析を行っている。 

 

 

表-3.16 解析諸元 

 地盤 PVC コイル形状の GFRP 

ポアソン比 0.35 0.35 0.24 

弾性係数(N/mm2) 5.6 2000 30000 

 

 

表-3.17 地盤の変形係数 

 ライニングのみ ライニング＋コイル

（隙間あり） 

ライニング＋コイル

（隙間なし） 

修正Ｎ値(N/mm2) 28000 39667 40833 

 

 

3.3.43.3.43.3.43.3.4    静的載荷試験の解析方法静的載荷試験の解析方法静的載荷試験の解析方法静的載荷試験の解析方法    

静的載荷試験に関しては、前節で示したようにサンドボックスの上面に土被り 6m 相当の

土圧（108.0 kN/m2）100kN/m2 の荷重を作用させ、更生管のひずみと変位、地盤の土圧を測

定するものであった。解析においても同様に、更生管のひずみと変位、地盤の土圧の値を

算出し実験値と解析値の比較を行う。入力外力としては、図-3.34 に示すように、地盤上面

に表-3.17 に示すようなサーフェス荷重を作用させ、100kN/m2の荷重に達したときの生管の

ひずみと変位、地盤の土圧の測定を行う。測定位置関しては、3.2.2 節で示した静的載荷実

験と同位置において測定を行った。 

 

表-3.18 サーフェス荷重  

ステップ 1 2 3 4 5 6 

荷重(kN/m2) 5.097 10.015 20.43 30.585 40.8 51.834 

 7 8 9 10 11  

 60.19 71.204 80.88 91.014 100.85  

 

 



 80 

 

図-3.34 サーフェス荷重 

 

3.3.3.3.3.3.3.3.5555    繰り返し載荷試験の解析方法繰り返し載荷試験の解析方法繰り返し載荷試験の解析方法繰り返し載荷試験の解析方法    

 繰り返し載荷試験の解析方法としては、まず地盤と更生管の解析モデルは静的載荷重試

験で用いたモデルと同じモデル採用した。入力外力としては、実験と同様の 2Hz の正弦波

形状の載荷重を地盤の上面に載サーフェス荷重として作用させる。 

ただし、前節の「3.2.8 繰り返し載荷試験」で説明したように長期的な耐久性を検証する

ために繰り返し載荷試験は実施されているが、解析においては 50 年相当の繰り返し載荷に

より生じる材料の劣化現象により発生するたわみ率や曲げ応力の推定をすることはできな

い。そのため解析では、更生材の劣化現象が生じないことを前提として解析を行っていく

こととなり、ある入力外力を入れた際の最大変位、応力が繰り返し載荷試験による解析の

応答値となるため、入力外力を実験と同じ継続時間で解析を行うのは、効率的な解析方法

であるとは言えない。通常、地中構造物の振動特性を検証する際は、1～2Hz の正弦波で継

続時間が 10 秒程度の入力波を用いることが多い。本研究においては、2Hz の正弦波で継続

時間が 10秒の入力外力を入力し応答値の算出を行う。また、解析を行う際、時間ステップ

は、0.01 秒で解析を行った。 

次に、静的載荷試験と繰り返し載荷試験の解析手法の違いについて説明を行う。静的静

的載荷試験では下式に示すように、載荷荷重は地盤の変形係数と地盤の変形量を乗じたも

のである。 

F=K×X    (3.12)  

ここで 

F：荷重 

K：変形係数 
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X：地盤の変形量 

 

一方で、繰り返し載荷試験は動的な振動解析であるため、下式に示すような運動方程式

を解くこととなる。 

MX”+KX=F   (3.13)  

ここで 

X”：地盤の加速度 

    F  ：動的荷重 

 

測定位置関しては、3.2.2 節で示した静的載荷実験と同位置において測定を行った。 

 

 

3.43.43.43.4    静的載荷試験の解析結果と実験結果静的載荷試験の解析結果と実験結果静的載荷試験の解析結果と実験結果静的載荷試験の解析結果と実験結果    

静的載荷実験を実施した際（修正Ｎ値を使用したケース）の更生管に生じるたわみと応

力の測定結果、解析結果を図-3.35～図-3.39、分布図を図-3.40～図-3.54に示す。静的載

荷試験の実験結果と解析結果の比較及び整理を行う際には、実験値と解析値の比較検討を

行うことと、実験値と解析値の曲げ応力、たわみ率が許容曲げ応力、許容たわみ率の範囲

内に収まっているかどうかの検証を行う必要がある。 

許容曲げ応力(σa)と許容たわみ率（Va）については、下水道用リブ管やリブ付ポリエチ

レン管などの技術資料を参考に決定した。 

許容曲げ応力(σa )は、GFRP(30000N/mm2)、PVC(2000N/mm2)の曲げ強さをそれぞれ

安全率を 5で除したものであり、表-3.18に示すような数値となった。許容たわみ率（Va）

は、実際の埋設状況を考慮して、4％とした。 

また、地盤の変形係数とＮ値の関係は、地盤特性に大きく影響することから、一概に道

路橋示方書に明記されている変形係数 E=2800Nの関係で算出することはできない。道路橋

示方書で明記されている変形係数とＮ値の関係は様々な地盤の統計処理を行って導かれた

関係式であるためである。そのため、Ｎ値が、2、7、8、16、20、25 のケースについても解

析を行い、結果を図-3.40～図-3.82 に示す。 

 

 

表-3.19 許容曲げ応力と許容たわみ率 

 
 PVC GFRP 

許容曲げ応力(σa) 400(N/mm2) 6000(N/mm2) 

許容たわみ率（Va） 

（たわみ mm） 

4% 

(18mm) 

4% 

(18mm) 
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3.4.13.4.13.4.13.4.1    静的載荷試験での静的載荷試験での静的載荷試験での静的載荷試験での地盤に作用する土圧地盤に作用する土圧地盤に作用する土圧地盤に作用する土圧    

埋設実験の実験結果、解析結果を図-3.35～図-3.39（修正Ｎ値）、応力分布図を図-3.40

～図-3.54、図-3.55～図-3.68（2次元解析）、図-3.69～図-3.82（3次元解析）に示す。地

盤上面の載荷力が100kN/m2であり、kgfに単位換算すると1kgf/cm2になる。 

地盤内に構造物が存在しない場合、地盤応力が均一に作用すると考えられるので、鉛直

方向の土圧は載荷圧力1kgf/cm2に近い値となると考えられる。 

図-3.55、図-3.69は地盤のみの場合に土圧を計測した結果である。解析では、鉛直方向

の土圧は、1kgf/cm2を示しており、水平方向（側点4）の土圧は0.4kgf/cm2を示している。

一方で実験では、鉛直方向の土圧はおおむね1kgf/cm2を示しているが、側点によっては、半

分程度の差異が生じている箇所が存在する。 

次に地盤に更生管が存在するケースについて考察を行っていく。図-3.56、図-3.70はＰ

ＶＣのみを地盤に埋設した際の結果である。解析結果では、土圧はおおむね1kgf/cm2の土圧

を示しているが、実験結果は側点によって土圧が大きく変わる結果となった。この傾向は、

図-3.57、図-3.58、図-3.71、図-3.72が示すように、PVC+GFRP（隙間なし、あり）のケー

スにおいても同様の結果となり、解析結果では鉛直方向の土圧はおおむね1kgf/cm2を示して

いるが、実験では側点によって土圧が大きく変化する結果となった。 

このように、解析結果では載荷荷重 1kgf/cm2に近い鉛直荷重が生じているのに対して、実

験では、側点によって土圧が変わってしまう原因としては埋め戻しの方法に原因があると

考えられる。通常、施工現場において開削による埋め戻しには、転圧機（タンパ、ランマ

ー）による巻き出し転圧により十分な締め固め行われている。しかし、今回の実験では、

人力による木だこを用いた締め固めであり、十分な締め固めが行われていなかったのでは

ないかと考えられる。そのため、地盤の剛性が非均一になり解析結果の応答値と大きく違

いが生じたと考えられる。また、図-3.83 が示すように人力で作業であるため載荷板の直下

の埋め戻し土の表面においても凹凸が生じており、地盤への載荷荷重の伝わりかが均一で

はないために地盤の土圧が大きく変化したと考えられる。さらに、地盤が低拘束圧の状態

では、地盤の土圧に大きくばらつきが生じる可能性が高く、本研究においても低拘束圧条

件下であったため地盤の土圧にばらつきが生じたと考えられる。 

また、2つめの原因としては、解析モデルにおいては、サンドボックスと地盤との間の境

界条件をXYZ方向の回転を自由、鉛直方向のみを自由としているが、実際はサンドボックス

と地盤との間に摩擦力が発生しており、サンドボックスと地盤の摩擦係数と側面の地盤反

力を測定し、摩擦力を考慮した境界条件を採用した解析モデルとする必要がある。しかし、

サンドボックスと地盤の摩擦係数の測定が困難であったため、上記の境界条件で解析を実

施した。そのため、境界条件の違いが応答値に影響を与えたと考えられる。 

3つ目の原因としては、地盤を弾性体（線形）として解析を行っている点が原因であると

考えられる。解析では、地盤を弾性体（線形）として解析を行っているが、実験では100kN

の荷重を作用させた際に地盤が降伏している可能性があり、地盤の非線形性解析を実施す
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る必要があると考えられる。 

上記、3点の原因が存在するために、解析結果と実験結果に差異が生じたと考えられる。 

 

3.4.23.4.23.4.23.4.2    更生管に発生する変位量更生管に発生する変位量更生管に発生する変位量更生管に発生する変位量    

埋設実験の更生管に生じるたわみの測定結果、解析結果を図-3.36（修正Ｎ値）、図-3.59

～図-3.61（2次元解析）、図-3.73～3.75（3次元解析）に示す。 

PVCのみのケースでは2倍程度、PVC+GFRP（隙間22.5mm）では2倍程度、PVC+GFRP（隙間な

し）では3割程度の差異が生じる結果となった。また、すべてのケースにおいても、実験結

果の方が、大きな応答値となる結果となった。 

 しかし、実験結果と解析結果には、差異が生じておりこの原因としては、図-3.35 が示す

ように更生管の頂部、側部に作用する土圧が、解析よりも大きな土圧が作用しているため、

更生管の変位量が大きくなり、差異が生じたと考えられる。その理由としては、前項で説

明を行ったように、地盤の埋め戻し方法が不均一であったためと考えられる。 

 2 つ目の原因としては、図-3.83 に示すように、実際の地盤には、地盤と構造物（更生管）

との間に、外力が生じた際、摩擦力やはく離などの現象が生じる。また、偏平試験の考察

でも述べたように更生管と更生管の間にも、同様の現象が生じるためジョイント要素の挿

入が必要である。現在のモデルでは、地盤と更生管の要素が一体化しており、外力が作用

しても、一体構造として応答してしまう。本研究で用いた解析モデルは、スパイラル形状

ということもあり、更生管をモデル化したシェル要素の外側にスパイラル状にもう一層ソ

ッリド形状の要素を作成することが困難であった。ソフトの操作上の問題、また、メッシ

ュを作成する際に、スパイラル形状であることからメッシュのモデル化の際に計算誤差が

大きくなり適切なモデルを作成することが困難であることが挙げられる。しかし、実験結

果と解析結果の応答値の差が、2倍以下であることを考えると解析結果の信頼性は高いと考

えられる。 

また、実験、解析の結果は、表-3.18の許容たわみ率4%（たわみ18mm）以内の応答値であ

り、変形量に対しては、安全であることが検証できた。 

 

3.4.33.4.33.4.33.4.3    更生管に発生する応力更生管に発生する応力更生管に発生する応力更生管に発生する応力    

埋設実験の更生管に生じるたわみの測定結果、解析結果を図-3.37～図-3.39（修正Ｎ値）、

図-3.65～図-3.68（2次元解析）、図-3.79～3.82（3次元解析）に示す。解析では、ミーゼ

ス応力という、2軸間の応力（XY方向）を合成して算出する応力を用いて考察を行う。ミー

ゼス応力では、2軸間の応力（XY方向）を合成しているため、正の値しか算出されないため、

図-3.37～図-3.39（修正Ｎ値）のグラフでは、実験で得られた応力の絶対値をプロットし

ている。 

解析結果と実験結果から、すべてのケースにおいて実験値と解析値の応答値にはばらつ

きが生じた。１つめの原因としては前節で説明を行ったように、実際の供試体では、地盤
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と構造物（更生管）との間に、外力が作用すると摩擦力やはく離などの現象が生じている

が、解析モデルではこの現象が再現できていないため、応力-ひずみの伝わり方に変化が生

じたことが原因であると考えられる。 

また、実験、解析の結果はPVC、GFRP部材の内側、外側において表-3.18の許容曲げ応力

以内に収まっており、曲げ応力に対しても、安全であることが検証できた。 

 

土圧：実験結果と解析結果（修正Ｎ値）
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図-3.35 土圧：実験結果と解析結果（修正Ｎ値）（3次元解析） 

 

変位：実験結果と解析結果（修正Ｎ値）
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図-3.36 変位：実験結果と解析結果（修正Ｎ値）（3次元解析） 
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コイル外面応力：実験結果と解析結果（修正Ｎ値）
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図-3.37 コイル外面応力：実験結果と解析結果（修正Ｎ値）（3次元解析） 

 

 

ＰＶＣ外面応力：実験結果と解析結果（修正Ｎ値）
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図-3.38 PVC外面応力：実験結果と解析結果（修正Ｎ値）（3次元解析） 

 

 



 86 

ＰＶＣ内面応力：実験結果と解析結果（修正Ｎ値）
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図-3.39 PVC内面応力：実験結果と解析結果（修正Ｎ値）（3次元解析） 

 

 

 

図-3.40 鉛直方向変位：PVCのみ（修正Ｎ値）（3次元解析） 
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図-3.41 地盤応力：PVCのみ（修正Ｎ値）（3次元解析） 

 

 

 

図-3.42 PVC応力：PVCのみのケース（修正Ｎ値）（3次元解析） 
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図-3.43 鉛直方向変位：PVC+コイル（隙間22.5mm）（修正Ｎ値）（3次元解析） 

 

 

 

図-3.44 地盤応力：PVC+コイル（隙間22.5mm）（修正Ｎ値）（3次元解析） 



 89 

 

図-3.45 コイル外面応力：PVC+コイル（隙間22.5mm）（修正Ｎ値）（3次元解析） 

 

 

 

図-3.46 コイル内面応力：PVC+コイル（隙間22.5mm）（修正Ｎ値）（3次元解析） 
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図-3.47 PVC外面応力：PVC+コイル（隙間22.5mm）（修正Ｎ値）（3次元解析） 

 

 

 

図-3.48 PVC内面応力：PVC+コイル（隙間22.5mm）（修正Ｎ値）（3次元解析） 
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図-3.49 鉛直方向変位：PVC+コイル（隙間なし）（修正Ｎ値）（3次元解析） 

 

 

 

図-3.50 地盤応力：PVC+コイル（隙間なし）（修正Ｎ値）（3次元解析） 
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図-3.51 コイル外面応力：PVC+コイル（隙間なし）（修正Ｎ値）（3次元解析） 

 

 

 

図-3.52 コイル内面応力：PVC+コイル（隙間なし）（修正Ｎ値）（3次元解析） 
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図-3.53 PVC外面応力：PVC+コイル（隙間なし）（修正Ｎ値）（3次元解析） 

 

 

 

図-3.54 PVC内面応力：PVC+コイル（隙間なし）（修正Ｎ値）（3次元解析） 
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土圧：地盤のみ
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図-3.55 土圧（地盤のみ）（2次元解析） 

 

 

土圧：PVCのみ
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図-3.56 土圧（PVC のみ）（2次元解析） 
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土圧：PVC+COIL(隙間22.5mm)
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図-3.57 土圧（PVC＋GFRP：隙間 22.5mm）（2次元解析） 

 

 

土圧：PVC+COIL（隙間なし）
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図-3.58 土圧（PVC＋GFRP：隙間なし）（3次元解析） 
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変位：PVCのみ
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図-3.59 たわみ（PVC のみ）（2次元解析） 

 

 

変位：PVC+COIL(隙間22.5mm)
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図-3.60 たわみ（PVC＋GFRP：隙間 22.5mm）（2次元解析） 
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変位：PVC+COIL(隙間なし)
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図-3.61 たわみ（PVC＋GFRP：隙間なし）（2次元解析） 

 

 

PVC応力（外面）：PVCのみ
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図-3.62 応力（外面）（PVC のみ）（2次元解析） 
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PVC応力（内面）：PVCのみ
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図-3.63 応力（内面）（PVC のみ）（2次元解析） 

 

PVC応力（内面）：PVC+COIL(隙間22.5mm)
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図-3.64 応力（PVC 内面）（PVC＋GFRP：隙間 22.5mm）（2次元解析） 
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PVC応力（外面）：PVC+COIL(隙間22.5mm)
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図-3.65 応力（PVC 外面）（PVC＋GFRP：隙間 22.5mm）（2次元解析） 
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図-3.66 応力（コイル外面）（PVC＋GFRP：隙間 22.5mm）（2次元解析） 
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PVC応力（内面）：PVC+COIL(隙間なし)
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図-3.67 応力（PVC 内面）（PVC＋GFRP：隙間なし 22.5mm）（2次元解析） 
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図-3.68 応力（コイル外面）（PVC＋GFRP：隙間なし 22.5mm）（2次元解析） 
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土圧：地盤のみ
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図-3.69 土圧（地盤のみ）（3次元解析） 

 

 

土圧：PVCのみ
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図-3.70 土圧（PVC のみ）（3次元解析） 
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土圧：PVC+COIL（隙間：22.5mm）
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図-3.71 土圧（PVC＋GFRP：隙間 22.5mm）（3次元解析） 

 

 

土圧：PVC+COIL（隙間なし）
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図-3.72 土圧（PVC＋GFRP：隙間なし）（3次元解析） 
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変位：PVCのみ
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図-3.73 たわみ（PVC のみ）（3次元解析） 

 

 

 

変位：PVC+COIL（隙間22.5mm）
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図-3.74 たわみ（PVC＋GFRP：隙間 22.5mm）（3次元解析） 
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変位：PVC+COIL（隙間なし）
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図-3.75 たわみ（PVC＋GFRP：隙間なし）（3次元解析） 
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図-3.76 応力（PVC 外面）（PVC のみ）（3次元解析） 
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PVC応力（内面）：PVCのみ
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図-3.77 応力（PVC 内面）（PVC のみ）（3次元解析） 
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図-3.78 応力（PVC 内面）（PVC＋GFRP：隙間 22.5mm）（3次元解析） 
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PVC応力（外面）：PVC+COIL（隙間22.5mm）
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図-3.79 応力（PVC 外面）（PVC＋GFRP：隙間 22.5mm）（3次元解析） 
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図-3.80 応力（コイル外面）（PVC＋GFRP：隙間 22.5mm）（3次元解析） 
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PVC応力（内面）：PVC+COIL（隙間なし）
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図-3.81 応力（PVC 内面）（PVC＋GFRP：隙間なし）（3次元解析） 
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図-3.82 応力（コイル外面）（PVC＋GFRP：隙間なし）（3次元解析） 
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図-3.83 解析モデルと実験供試体の違い 

 

3.53.53.53.5    繰り繰り繰り繰り返し返し返し返し載荷試験の実験結果と解析結果載荷試験の実験結果と解析結果載荷試験の実験結果と解析結果載荷試験の実験結果と解析結果    

繰り返し載荷実験を実施した際の更生管に生じるたわみと応力の測定結果、解析結果を

表-3.20、図-3.84～図-3.91に示す。繰り返し載荷試験の実験結果と解析結果の比較及び整

理を行う際には、実験値と解析値の比較検討を行うことと、実験値と解析値の曲げ応力、

たわみ率が許容曲げ応力、許容たわみ率の範囲内に収まっているかどうかの検証を行う必

要がある。実験を実施したモデルは、PVC＋GFRP（隙間なし、隙間あり：22.5mm）の２つの

ケースについて実施した。 

許容曲げ応力(σa)と許容たわみ率（Va）については、前節の静的載荷重試験において説明

したとおりであり、許容曲げ応力(σa )は、GFRP、PVC の曲げ強さをそれぞれ安全率を 5で

除したものである。数値については、前節の静的載荷重試験に示したとおりである。 

 また、解析と実験の比較を行う載荷回数は実験の終了回数である 4172400 回目としたい

が、解析では疲労によるクリープ現象を再現できないため、実験の初期段階である繰り返

し回数 120 回目と比較を行うこととする。 

 

3.5.13.5.13.5.13.5.1    動的載荷試験での動的載荷試験での動的載荷試験での動的載荷試験での地盤に作用する土圧地盤に作用する土圧地盤に作用する土圧地盤に作用する土圧    

解析結果と実験結果を比較してみても、側点の位置によって、解析、実験それぞれにお

いて土圧分布が大きく異なることがわかる。この原因としては、前節でも説明を行ったが、

埋め戻しの方法に原因があると考えられる。通常、施工現場において開削による埋め戻し

には、転圧機による巻き出し転圧により十分な締め固め行われている。しかし、今回の実

験では、人力による木だこを用いた締め固めであり、十分な締め固めが行われていなかっ

たのではないかと考えられる。そのため、地盤の剛性が非均一になり解析結果の応答値と
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大きく違いが生じたと考えられる。また、人力で作業であるため載荷板の直下の埋め戻し

土の表面においても凹凸が生じており、地盤への載荷荷重の伝わりかが均一ではないため

に地盤の土圧が大きく変化したと考えられる。さらに、地盤が低拘束圧の状態では、地盤

の土圧に大きくばらつきが生じる可能性が高く、本研究においても低拘束圧条件下であっ

たため地盤の土圧にばらつきが生じたと考えられる。 

また、解析モデルにおいては、サンドボックスと地盤との間の境界条件をXYZ方向の回転

を自由、鉛直方向のみを自由としているが、実際はサンドボックスと地盤との間に摩擦力

が発生している。サンドボックスと地盤の摩擦係数と側面の地盤反力を測定し、摩擦力を

考慮した境界条件を採用した解析モデルとする必要が、摩擦係数の測定が困難であったた

め、上記の境界条件で解析を実施した。境界条件の違いが応答値に影響を与えたと考えら

れる。 

 

3333....5555....2222 更生管に発生する変位量更生管に発生する変位量更生管に発生する変位量更生管に発生する変位量    

埋設実験の更生管に生じるたわみの測定結果、解析結果を図-3.88に示す。解析結果と実

験結果を比較すると、3割程度の差異が生じる結果となった。 

 この原因については、前節の静的載荷試験で説明を行ったように、実験結果と解析結果

には、地盤に生じている土圧の違いにより、更生管の頂部、側部に作用する土圧に差異が

生じたためでると考えられる。 

 2 つ目の原因についても、前節の静的載荷試験と同じ説明になるが、実際の地盤には、地

盤と構造物（更生管）との間に、外力が生じた際、摩擦力やはく離などの現象が生じるが、

解析ではジョイント要素を挿入にしていないために、この現象が再現できていないために、

変位量に差異が生じたと考えられる。しかし、実験結果と解析結果の応答値の差が、2倍以

下であることを考えると解析結果の信頼性は高いと考えられる。 

解析結果と実験結果は表-3.19の許容たわみ率4%（たわみ18mm）以内の応答値であり、変

形量に対しては、安全であることが検証できた。 

 

3333....5555....3333 更生管に発生する応力更生管に発生する応力更生管に発生する応力更生管に発生する応力    

埋設実験の更生管に生じるたわみの測定結果、解析結果を図-3.90、図-3.91（3次元解析）

に示す。解析では、ミーゼス応力という、2軸間の応力（XY方向）を合成して算出する応力

を用いて考察を行う。ミーゼス応力では、2軸間の応力（XY方向）を合成しているため、正

の値しか算出されないため、図-3.90、図-3.91のグラフでは、実験で得られた応力の絶対

値をプロットしている。 

解析結果と実験結果から、GFRP製のコイルでは、ほぼ実験と解析結果に整合がとれてい

るが、一方でPVCは実験値と解析値の応答値にはばらつきが生じた。前節の静的載荷試験の

項目で説明を行ったように、実際の供試体では、地盤と構造物（更生管）との間に、外力

が作用すると摩擦力やはく離などの現象が生じているが、解析モデルではこの現象が再現
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できていないことが、原因であると考えられる。 

PVC、GFRP部材の内側、外側において表-3.16の許容曲げ応力以内に収まっており、曲げ

応力に対しても、安全であることが検証できた。 

 

表-3.19 載荷回数と応力・たわみの実験結果（PVC＋GFRP：隙間なし） 

  応力 外面（コイル） （MPa） たわみ（mm） 

回数 管頂① 管側② 管底③ 管側④ 鉛直 水平 

120 -4.13309 -0.51801 -4.37409 1.547749 -0.462 0.362 

600 -4.40852 -0.65573 -4.6151 1.513319 -0.478 0.382 

3,600 -4.54781 -0.55401 -4.78882 1.890471 -0.518 0.418 

7,200 -4.75753 -0.62601 -4.99853 1.818471 -0.534 0.438 

43,200 -4.97196 -0.49615 -5.35068 1.810618 -0.588 0.498 

86,400 -4.65895 -0.252 -5.14096 2.364628 -0.61 0.536 

172,800 -5.16911 -0.34901 -6.0987 2.061047 -0.646 0.57 

259,200 -4.9391 -0.15342 -5.79983 2.394346 -0.662 0.602 

604,800 -5.38982 -0.19099 -6.56042 2.253487 -0.712 0.658 

1,036,800 -5.39453 0.114157 -7.01271 2.455351 -0.766 0.73 

2,073,600 -4.63238 1.014031 -6.73257 3.355225 -0.834 0.81 

2,851,200 -4.40708 1.136042 -6.71384 3.649382 -0.86 0.858 

4,172,400 -4.61994 1.164189 -7.13328 3.574241 -0.896 0.904 
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図-3.84 載荷回数と土圧の実験結果（PVC＋GFRP：隙間なし） 
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図-3.85 載荷回数と応力の実験結果（コイル外面）PVC＋GFRP：隙間なし） 
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図-3.86 載荷回数と応力の実験結果（ライニング内面）（PVC＋GFRP：隙間なし） 
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図-3.87 載荷回数とたわみの実験結果（PVC＋GFRP：隙間なし） 
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図-3.88 土圧の実験結果と解析結果（３次元）（PVC＋GFRP：隙間なし） 
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図-3.89 たわみの実験結果と解析結果（３次元）（PVC＋GFRP：隙間なし） 
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図-3.90 コイル外面応力の実験結果と解析結果（３次元）（PVC＋GFRP：隙間なし） 
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ライニング応力（内面）
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図-3.91 ライニング内面応力の実験結果と解析結果（３次元）（PVC＋GFRP：隙間なし） 

 

 

 

 

3.63.63.63.6    結論結論結論結論    

 本章では、埋設実験における静的載荷試験と繰り返し載荷試験と数値シミュレーション

による実験の再現を行った。静的載荷試験と繰り返し載荷試験とそれぞれの解析の結果は、

更生管に作用する曲げ応力、たわみ率が、許容曲げ応力、許容たわみ率の範囲内に収まっ

ているという結果になった。したがって、静的載荷試験と繰り返し載荷試験に関しては、

その安全性が立証できた。 

 また、実験結果と解析結果の応答値の差が、約 2 倍で程度あることを考えると解析結果

の信頼性は高いと考えられる。今後、地震動を入力する動的解析、曲線部、取付け管の取

り付け部などの特殊な構造解析を実施する際には、埋設実験で作成したモデルを基に、解

析モデルを作成することで高い精度の解析を実施することが可能となる。 
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第第第第 4444 章章章章        地下構造物の地震時挙動と耐震性能照査地下構造物の地震時挙動と耐震性能照査地下構造物の地震時挙動と耐震性能照査地下構造物の地震時挙動と耐震性能照査    

    

4444....1111 概説概説概説概説    

 地下構造物は一般的に地震による被害を受けにくいとされているが、図-4.1 に示すよう

に、兵庫県南部地震では開削工法により築造された高速神戸の大開駅の中柱がせん断破壊

を起こし、地表面の陥没を伴う被害が生じた。一方で、シールドトンネルでは、断面の破

壊を生じさせるような被害は発生しておらず、トンネルの機能が麻痺するような致命的な

損傷を受けることはなかった。被害としては、トンネルと立坑の接続部が被災して漏水が

発生、トンネルの構造変化や二次覆工の一部にひび割れが生じ、漏水が発生した程度であ

る。また、国内外の歴史的な地震においてもシールドトンネルに関する被災事例は軽微な

損傷しか報告されていない。その理由としては、シールドトンネルの技術が普及し始めた

のが、日本では１９６０年代行であり、一般的な都市トンネル工法と比較して、歴史が浅

く大規模な地震にさらされた経験が少ないことが挙げられる。国外の被害事例としては、

図-4.2 に示すように、メキシコのミチョアカン地震の下水道幹線の事例がよく知られてい

るが、立坑と接続部付近のリング継ぎ手が一部破壊された程度である。国内では、兵庫県

南部地震の他に、宮城県沖地震、福岡県西方沖地震などがあるが、これらの地震において

も地下鉄のシールドトンネルに問題はなく、運行に支障をきたすような被害は生じなかっ

た。 

 したがって、シールドトンネルの被害事例としては、メキシコのミチョアカン地震と兵

庫県南部地震での被害が代表的である。これらのｼシールドトンネルの被害事例としては、

「コンクリート系セグメントの端部の欠け落ち」、「立坑接合部付近でのリング継ぎ手の部

の破壊」、「曲線部における二次覆工の横断方向のひび割れ」、「不同沈下や漏水の発生」が

挙げられる。 

 

4.1.14.1.14.1.14.1.1    シールドトンネルの過去の被害事例シールドトンネルの過去の被害事例シールドトンネルの過去の被害事例シールドトンネルの過去の被害事例    

まず、はじめにメキシコのミチョアカン地震の被害事例について詳しく述べる。図-4.2 に

示すように、被害を受けたシールドトンネルの深度は約 30ｍで、セグメント外形は 6.1ｍ

の鉄筋コンクリート製セグメントが使用されていた。発進立坑はフローティング工法で築

造されたものであり、接合部の 2～3リングの範囲で、スプリングラインを中心に接合部で

リング継ぎ手ボルトが 5本切断され、セグメント端部のコンクリートの欠け落ちが生じた。 

 兵庫県南部地震では、図-4.1 に示すように、二次覆工を施したシールドトンネルの直線

部ではトンネルの軸方向に微細なひび割れが生じた。このひび割れは 0.1mm～0.7mm 程度で、

トンネルの機能の保持には全く関係ない程度のひび割れであった。図-4.3 に示すように、

曲線部や断面変化部ではリング円周方向にひび割れが発生している場合もあったが、軸方

向のひび割れて同様に微細なものであった。また、図-4.4 に示すように、立坑とトンネル

の接合部の仕上げコンクリートが若干はげおちている箇所が見受けられた。 
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図-4.1 兵庫県南部地震における大開トンネルの被害の様子 27) 

 

 

図-4.2 メキシコのミチョアカン地震でのシールドトンネルの被害事例 28) 
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図-4.3 可とうセグメントの止水ゴムからの漏水ときれつ破損 29) 

 

 

 

図-4.4 立坑とシールドトンネルの接合部の被災事例 29) 

    

4.1.24.1.24.1.24.1.2    研究の目的研究の目的研究の目的研究の目的    

近年、特に都心部の直下において、地下鉄や道路トンネル、上下水道、及び電力施設など、

多数の地下構造物が複雑に建設されている。このような線状の地中構造物の建設の際は、

地表面・周辺地盤へ与える影響が少ない非開削のシールド工法の採用が多くなっており、

都心部の地下においてはシールドトンネルとそれに接続する立坑などが複雑に建設されて

いる。 

前節で説明したようにシールドトンネルの過去の被害事例から、立坑とシールドトンネル

の接続部のような断面変化部では、立坑接合部付近でのリング継ぎ手の部の破壊や円周方

向にひび割れが発生すような事例が多く報告されている。このような複数の地下構造物と

地盤からなる系が地震動を受ける際には、地下構造物と地盤の間の相互作用、及び地下構

造物同士の近接作用の影響により、挙動が複雑なものになると言われている。特に今後、

既設構造物の耐震化が進むと推測されており、シールドトンネルの耐震対策としては、図
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-4.5 に示すように、立坑接続付近の対策としてシールドトンネルに可とう性を有する誘導

目地（ジョイント）を設置し、抜け出しや屈曲に耐える柔軟構造とする方法が実施されて

いる 30)。また、シールドトンネルの免震工法として、セグメント外側にシリコーン系の滑

剤を注入する対策が、現在検討されている。しかしながら、これの工法を採用する場合、

地震時の立坑とシールドトンネルの挙動を正確に把握し、耐震対策を施す位置や延長など

の設置位置などが十分検討されていない。 

また、上記に示したような相互作用、近接作用を含めた複雑な挙動を追跡するには、有限

要素法などを用いた動的解析が必要となるが、現状では、横断面、縦断面とも応答変位法

を用いることが多く、横断面では梁としてモデル化されたトンネル横断面に地盤ばねを介

して地震荷重を作用させ、断面力の算出を行う。一方縦断面ではトンネル自体を梁で表現

して応答変位法で静的に解いたり、ばね質点系の動的モデルを用いたりするが、FEM に代表

される 3次元動的解析が主流とは言えない。  

 そこで本研究では、シールドトンネルと立坑の接合部に着目し、3次元有限要素法を用い

て、シールドトンネルと立坑の相互作用がシールドトンネルの立坑接続部に与える影響を

明らかにするとともに、立坑とシールドトンネルが地震時に発生する応力-ひずみ、変位分

布を整理し、既設シールドトンネルの耐震対策の方向性や対策箇所等を把握し、今後の耐

震対策の設計に反映することを目的とする。 

 本章の 2 つ目の目的について、第 2 章、第 3 章で詳細を説明した耐震対策の新工法は偏

平試験と埋設実験による常時荷重や活荷重などの荷重に対しての検証を行ったが、この試

験だけでは耐震性能に関しての照査が十分とはいえない。本章では、新工法に対する耐震

対策の耐震実験とシールドトンネルを対象に新工法を用いて耐震補強を実施したケースを

想定し、レベル 2 地震動を入力し 3 次元有限要素法による動的解析を実施し、耐震性の安

全性を検証する。 

 

 

 

図-4.5 既設シールドトンネルの耐震対策 31) 
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4.24.24.24.2    3333 次元有限要素法の定式化次元有限要素法の定式化次元有限要素法の定式化次元有限要素法の定式化    

4.2.14.2.14.2.14.2.1    仮想仕事の原理による運動方程式の導出仮想仕事の原理による運動方程式の導出仮想仕事の原理による運動方程式の導出仮想仕事の原理による運動方程式の導出    

 つりあい状態にある弾性体の各点に、任意の微小な仮想変位を与えたとき、この仮想変

位による外力および内力のなす仕事は等しい（仮想仕事の原理）より次式が与えられる 32)。 

∫ ∫ ∫ =−+ 0}{}{}{}{}{}{ *** dVdVFudSPu TTT σε      (4.1) 

ここに、 

    }{ *u ：仮想変位ベクトル 

}{P ：単位面積当たりの表面力ベクトル 

}{F ：単位体積当たりの体積力ベクトル 

}{ *ε ：仮想変位に対する仮想ひずみベクトル  

}{σ ：応力ベクトル 

ここで、左辺第 1 項、第 2 項はそれぞれ仮想変位による表面力がなす仕事、体積力がなす

仕事を、第 3項は仮想ひずみに対する内力がなす仕事を表わしている。 

動的問題に対しては、単位体積力 }{F に加え減衰力、慣性力が働き(4.1)式は以下のように

なる。 

∫ ∫ ∫ =−−−+ 0}{}{}}{}{{}{}{}{ *** dVdVuuFudSPu TTT σερη &&&      (4.2) 

ここに、 

    }{u ：変位ベクトル 

η：粘性係数 

ρ ：密度 

 今、単位体積力 }{F に代わり、基盤から地震力 }{z&&ρ を受けるとすると(4.2)式はさらに

以下のようになる。 

∫ ∫ ∫ =−−−+ 0}{}{}}{}{}{{}{}{}{ *** dVdVuuzudSPu TTT σερηρ &&&&&
   

(4.3) 

ここで、変位-ひずみの関係式(2.4)、並びに応力-変位の関係式(4.5)を(4.3)式の第 3項に

代入すると、第 3項は(4.6)式で表わされる。 

}]{[}{ uB=ε     (4.4) 

}]{[}{ εσ D=
    (4.5) 

}]{[}{}]{][[][}{}{}{ *** uKudVuBDBudV TTTT ==∫ ∫σε
 
(4.6) 

(4.3)式の第 2項も同様に、 
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( )}]{[}]{[}]{[}{}}{}{}{{}{ ** uMuCzMudVuuzu TT
&&&&&&&&&& −−=−−∫ ρη

    
(4.7) 

ここに、 

[ ]B ：変位-ひずみマトリックス 

[ ]D ：応力-ひずみマトリックス 

[ ]M ：質量マトリックス  

[ ]C ：減衰マトリックス 

[ ]K ：剛性マトリックス 

よって、結局(4.3)式は以下のようになる。 

( ) 0}]{[}{}]{[}]{[}]{[}{}{}{ *** =−−−+∫ uKuuMuCzMudSPu TTT
&&&&&  (4.8) 

 

ここで、左辺第 1項は解析領域内部もしくは境界上に分布して存在する表面力による仕事

を表わしており、本研究では粘性境界並びに、側方地盤の震動の影響を考慮しないため、

結局運動方程式は(4.9)式で表わされる。 

[ ] [ ] [ ] [ ] }{}{}{}{ zMuKuCuM &&&&& −=++            (4.9) 

 

4.2.24.2.24.2.24.2.2    運動方程式の運動方程式の運動方程式の運動方程式の解法解法解法解法    

 本研究ではニューマークのβ法のβ=1/4 を用いて、時間領域で直接的に求める。 

 ニューマークのβ法では時刻 tt ∆+ における速度 ttu ∆+}{ & および変位 ttu ∆+}{ は以下で与え

られる 32)。 

)}{}({
2

}{}{ tttttt uu
t

uu &&&&&& +
∆

+= ∆+∆+                 (4.10) 

)}{}({
4

}{}{}{
2

ttttttt uu
t

uuu &&&&& +
∆

+∆+= ∆+∆+             (4.11) 

これらを、(4.9)式の運動方程式に代入すると、時刻 tt ∆+ における加速度 ttu ∆+}{ && は以下で

求められる。 

[ ]tttt BKACzMK
t

C
t

Mu }]{[}]{[}]{[][
4

][
2

][}{

1
2

−−−






 ∆

+
∆

+=
−

∆+ &&&&       (4.12) 

ここに、 
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ttt u
t

uA }{
2

}{}{ &&&
∆

+=
       

(4.13) 

tttt u
t

uuB }{
4

}{}{}{
2

&&&
∆

+∆+=
      

(4.14) 

つまり、ある時刻 tt ∆+ における加速度 ttu ∆+}{ && を(4.12)式で求め、(4.10)式、(4.11)式

に代入することで速度 ttu ∆+}{ & および変位 ttu ∆+}{ を求めることができる。 

 

 

4.34.34.34.3    立坑を有するシールドトンネルのモデル化立坑を有するシールドトンネルのモデル化立坑を有するシールドトンネルのモデル化立坑を有するシールドトンネルのモデル化    

4.3.14.3.14.3.14.3.1    地盤及びシールドトンネルのモデル化とメッシュ分割数地盤及びシールドトンネルのモデル化とメッシュ分割数地盤及びシールドトンネルのモデル化とメッシュ分割数地盤及びシールドトンネルのモデル化とメッシュ分割数    

 本研究では、構造物としてシールド工法によって建設されたシールドトンネルとそれに

接続された立坑を対象とした。モデル全体および、各構造物のモデル寸法を図-4.6～図 4.9

に示す 11)。なお、本来立坑とシールドトンネルの接合部には、可撓セグメントもしくは免

震層を用いるのが通常であるが、本研究ではシールドトンネルと立坑接合部の局所的なひ

ずみの伝達メカニズムを明らかにするためにシールドトンネルと立坑は剛結合されている

ものとした。 

また、下図に示すように、原点はトンネル横断面の中央に定義し、トンネル軸に水平直

角方向を X 軸、トンネル軸方向を Y 軸、トンネル軸に鉛直直角方向を Z 軸とし、以降はこ

の座標系で表わすものとする。地盤領域は X 軸方向に 100m、Y 軸方向に 164m、Z 軸方向に

30m とし、シールドトンネルの横断面の中心位置は、地表面から 14.7m に位置するものとす

る。シールドトンネルは径が 6.0m、セグメント厚さが 0.3m、トンネル長さが、立坑との接

合モデルでは立坑壁面まで 75m、シールドトンネルのみのモデルは 164m となっている。立

坑は中心位置が Y=0m で、幅が 10.8m、奥行きが 14m、高さが 16.6m、壁厚・床厚が 1.4m、

天井厚が 0.7m となっている。また、シールドトンネルとは Y=-7m、7m の位置で剛結合され

ている。境界条件としては底面を固定とし、側方は Z軸方向のみを固定とした。 

また、解析モデルのメッシュ分割及び数値解析には MIDAS GTS を使用した。シールドトン

ネル付近ではメッシュサイズを小さくし、境界面付近で大きくなるようにメッシュ分割し

た。表-4.1 に各モデルの節点数、要素数を示す。 
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表-4.1 シールドトンネルと立坑のモデルの節点数・要素数 

- 節点数 要素数 

立坑接続モデル 235500 231072 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-4.6 モデル全体の寸法 
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図-4.7 立坑接合モデルの構造物の寸法 

  

 

 

 

 

 

図-4.8 シールドトンネルの断面寸法 

 

 

164m 

16.6m 

14m 

10.8m 

6m 

164m 

6.0m 

0.3m 
164m 



 124 

 

 

 

図-4.9 立坑のみのモデルにおける立坑の寸法 

 

 

4.3.4.3.4.3.4.3.2222    新工法による耐震補強のモデル化新工法による耐震補強のモデル化新工法による耐震補強のモデル化新工法による耐震補強のモデル化    

 新工法の耐震安全性を照査するために、前節で説明を行った立坑を有するシールドトン

ネルを新工法を用いて更生を実施した場合をモデルケースとした。モデル全体および、各

構造物のモデル寸法を表-4.2～表-4.4、図-4.10～図 4.12 に示す 11)。内径 6.0m のシールド

トンネル内に、第 2章、第 3章で説明を行ったように GFRP と PVC の 2 層の更生材を使用し

て耐震補強を行う。PVC 性のライニング材の厚みと GFRP 性の高剛性部の厚みについては、

第 2章で説明を行ったように、PVC 性のライニング材は水圧（水や異物の侵入を防止するこ

と）に耐える構造とし、GFRP 性の高剛性部は土圧荷重と活荷重に耐える構造とした。 

 ただし、第 2 章、第 3 章で示したように、GFRP 製の高剛性部はコイル形状の部材となっ

ているが、本章の解析を行う行高剛性部はスパイラル形状ではなく、高剛性部を一様な円

筒形のモデルとした。実際の施工では、コイル形状の GFRP の両端部は既設管きょにアンカ

ーなどで固定を行い、端部でシールド管から抜出しが生じないよう施工を行う。そのため、

コイル形状の GFRP が圧縮、引張力の軸力に対して抵抗できるため、コイル形状の GFRP を

一様なシェル要素の円筒形のモデルとした。本節では今回のモデルケースのような地盤モ

デルをコイル形状として解析を実施する場合、解析の要素数が多くなり解析が困難になる

ため円筒形としてモデル化を行った。コイル高剛性部の剛性に関しては、以下の節で説明

を行う。 

 

14m 
10.8m 

16.6m 

0.7m 

1.4m 

1.4m 
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表-4.2 PVC の概要 

呼び径 

(mm) 

外形 D 

(mm) 

PVC（厚み:t） 

(mm) 

長さ:L 

(mm) 

重量  

（kg） 

単重

(kg/m) 

6000 5120 130 500 7.12 14.24 

 

 

 

 

表-4.3 GFRP の概要 

呼び径 

(mm) 

外形φD 

(mm) 

GFRP（厚

み） 

(mm) 

幅 

(mm) 

長さ 

(mm) 

重量  （kg） 単重(kg/m) 

6000 5400 140 22.5 500 10.24 20.12 
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表-4.4 耐震対策の新工法のモデルの節点数・要素数 

- 節点数 要素数 

立坑接続モデル 24446 166784 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-4.10 モデル全体の寸法 
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図-4.11 立坑接合モデルの構造物の寸法 

 

 

 

 

図-4.12 シールドトンネルの断面寸法 

 

 

 

164m 

16.6m 

14m 

10.8m 

5.4m 

5.4m 

PVC:0.13m 
GFRP:0.14



 128 

4.34.34.34.3.3.3.3.3    地盤とシールドトンネルの解析諸元地盤とシールドトンネルの解析諸元地盤とシールドトンネルの解析諸元地盤とシールドトンネルの解析諸元    

 解析に用いた地盤及び構造物の解析諸元を表-4.5 に示す．本来地盤は多層構造であり、

多層モデルを考える事が通例であるが、本研究では特にシールドトンネルの挙動に着目す

るために、せん断波速度 200=SV m/s の 1 層のみとした。地盤の単位体積重量・ポアソン

比は表-4.4 に示している通りである。また、立坑とシールドは鉄筋コンクリートとし、そ

のパラメータも示してある。 

 減衰はレイリー減衰を用いた。レイリー減衰とは質量マトリックスと剛性マトリックス

の 1次結合で表わされ、次式で与えられる。 

][][][ KMC βα +=              (4.15) 

この時、第 n次の固有円震動数を nω とすると、減衰定数 nh は次式で与えられる。 

n

n

nh ω
β

ω
α

22
+=               (4.16) 

つまり、減衰マトリックスは減衰定数を定め、固有円震動数によってα および β を求める

ことで減衰マトリックスを定めることができる。このレイリー減衰のパラメータについて

は、堤内によって行われた重複反射法を用いた解析で減衰定数 5%とした時の値を用いた 33)。

その値も表-4.5 に示す。また、地盤の固有周期は 1.67Hz とした。 

 

 

表-4.5 シールドトンネルと地盤の解析諸元 30)、33) 

- 地盤 立坑 シールドトンネル 

単位体積重量(kN/m3) 17.66 24.03 24.03 

ポアソン比 0.49 0.167 0.167 

せん断波速度(m/s) 200 2050 574 

弾性係数(kN/m2) - 2.45×107 1.92×106 

レイリー減衰α 0.516 

β 0.0037 

せん断係数(kN/m2) 

)1(2 ν+
=

E
G  

- 1.05×107 8.23×105 
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4.34.34.34.3....4444    新工法の耐震補強の解析諸元新工法の耐震補強の解析諸元新工法の耐震補強の解析諸元新工法の耐震補強の解析諸元    

 新工法の耐震補強の解析諸元は表-4.6 に示す。本研究で取り扱っている新工法は高剛性部

の GFRP 部材がコイル形状であるが、本章ではコイル形状ではなく円筒形のシェル部材と仮

定してモデル化を行った。第 2章、第 3章で取り扱った解析モデルは、PVC、GFRP ともにス

パイラル形状でモデル化を実施したが、本章で取り扱うような立坑を有するシールドトン

ネルのようなモデルをスパイラル形状でメッシュ作成を行うことがメッシュ作成の精度上、

困難であったため、前節のように GFRP 製のコイルを一様な円筒形のシェル部材で近似的に

モデル化を実施した。また、本章では、高剛性部の GFRP 部材の隙間間隔がないケースを取

り扱う。 

 

 

 

表-4.6 GFRP、PVC の解析諸元 

- PVC コイル形状の GFRP 

ポアソン比 0.35 0.24 

弾性係数(N/mm2) 2000 30000 

せん断係数(kN/m2) 

)1(2 ν+
=

E
G  

741  12097  

 

 

 

 

4.3.44.3.44.3.44.3.4    入力波入力波入力波入力波    

 各モデルの震動特性を評価するために、入力波として正弦波を用いた。その振幅は 100gal

で、震動数は 1.67Hz とした。その加速度波形を図-4.13 に示す。 

 レベル 2 地震動の入力波として、堤内、小林・岩楯らの研究においても用いられた、鉄

道構造物等設計標準・同解説・耐震設計編の L2 地震のスペクトルⅡ・G1地震動の 9秒から

24 秒を用いた 33)。その加速度波形を図-4.14 に、加速度応答スペクトルを図-4.15 に示す．

この図より、最大加速度 749.6gal、卓越周期が 1.2sec 付近であることが分かる．いずれの

場合も X 軸方向と Y 軸方向に入力した。また、上述した解析ケースを表-4.7 にまとめて示

す。 
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図-4.13 入力加速度波形（正弦波） 
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図-4.14 入力加速度波形（レベル 2地震動） 
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図-4.15 加速度応答スペクトル 

 

 

4444.4.4.4.4    シールドトンネルの震動特性シールドトンネルの震動特性シールドトンネルの震動特性シールドトンネルの震動特性    

 本章では前節で示した解析モデルについてモデル別、周波数別に正弦波を X方向、Y方向

に入力し、その震動特性について考察する。また、シールドトンネルが立坑に及ぼす影響

並びに、立坑がシールドトンネルに及ぼす影響について検討する。 

 本節ではまず、地盤の固有震動数（f=1.67Hz）の正弦波を入力した際におけるシールド

トンネルと立坑の接合モデルの基本的な震動特性について検討する（以下基本ケースと呼

ぶ）。モデルの固有震動数は前節で示した第 1次固有震動数の f=1.67Hz とし、X方向、Y方

向に振幅 100gal の正弦波を 10秒間入力した。 

 

4.4.4.4.4.14.14.14.1    トンネル軸直角方向の震動特性トンネル軸直角方向の震動特性トンネル軸直角方向の震動特性トンネル軸直角方向の震動特性    

    本節では X軸方向に正弦波を入力した際の震動特性について述べる。図-4.16 に最大変位

点および本節で考慮する断面を示す。立坑における最大変位は図-4.16 に示した立坑左上端

位置（（X、 Y、 Z）=（-5.4、 0、 11.6））で、その時の最大変位は時刻 T=0.73sec で 2.67cm

であった。シールドトンネルにおける最大変位は図-4.10 に示す境界面付近における位置

（（X、 Y、 Z）=（0、 -76、 2.7））で、その時の最大変位は最大変位は時刻 T=0.74sec で

2.49cm であった。そこで、時刻 T=0.74sec における X 方向ならびに Z 方向のモデル全体の

変位分布図を図-4.17、図-4.18 に示す。図-4.17 はモデル全体の X 方向の変位分布図を示

しており、図-4.18 は Z方向の変位分布図を示している。この図より、X方向には変位が一

様に分布しているが、Z 方向は図の中央部分、つまり立坑部分で±0.22cm の変位が生じて
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いることが分かる。また、シールドトンネルの軸に沿って、立坑上部の地盤とは反対にシ

ールドトンネル上部の地盤に Z 軸方向の変位が生じていることが分かる。さらに詳細な変

位特性を知るために、図-4.19～4.22 にそれぞれ、図-4.16 中に示した Y=0m 断面（立坑中

心位置のトンネル軸直角方向断面）の変位分布図と X=0m 断面（トンネル軸方向断面）の変

位分布図を示す。図-4.19 は Y=0m 断面の X方向変位分布図で、同図より最大変位量は 3.00cm

で X 方向はほぼ一様に変位していることが分かる。図-4.21 は同断面の Z方向の変位分布図

を示している。この図より、Z 方向の変位は立坑の左右で正負反対に 0.26cm の変位が生じ

ており、ロッキングが生じていることが分かる。図-4.17 は X=0m 断面の X 方向変位分布図

で、この図より軸方向にも X方向の変位は一様に分布していることが分かる。また、図-4.22

は同断面の Z 方向の変位分布図を示している。この図でシールドトンネルの境界面付近で

最大変位が生じているが、これは境界条件の影響と考えられる。また同図より、シールド

トンネルの立坑接続部付近（Y=-9m、9m）において、シールドトンネル上下端で反対の変位

が生じていることが分かる。一方、立坑接続部（Y=-7m、7m）においては、ほぼ変位が生じ

ていないことも見てとれる。これは立坑のロッキングによる影響と考えられる。そこで、

図-4.23～図-4.24 にそれぞれ、Y=-37m 断面、Y=-9m 断面および Y=75m 断面における変位分

布図を示す。また、モデルは Y=82m 位置で対称となっているため、以下 Y=-82m～0m までを

考える。図-4.23、図-4.25、図-4.27 より、Yがどの位置でも X方向変位は一様に分布して

いることが分かる。しかし、図-4.26 と図-4.28 において、Z 方向変位を比較すると、シー

ルドトンネルは立坑接続部近傍（Y=-9m～Y=-7m）と反対に Z 方向に変位していることが分

かる。これは、シールドトンネルは立坑のロッキングの方向とは反対に回転変形している

ためと考えられる。また図-4.26 より、Y=-9m の位置では立坑によるロッキングとシールド

トンネルの回転変形両方の影響を見てとれる。つまり、Y=73m 付近が立坑のロッキングによ

る影響とシールドトンネルの回転運動による影響の境界であり、ここで大きな YX 成分のせ

ん断ひずみ、ねじれが生じている事が考えられる。 

 そこで、図-4.29～4.32 に時刻 T=0.73sec における構造物全体、XY 断面、YZ 断面および

ZX断面の立坑接続部付近のシールドトンネルと立坑の YX成分のせん断ひずみγyxの分布図

を示す。図-4.30 より、Y=-14.5m の位置で大きなせん断ひずみが生じており、図-4.31 より

シールドトンネル上下端では正負反対のせん断ひずみが生じていることが分かる。また、

立坑接続部近傍の Y=-6.65m～-5.85m では、Y=-5.95m 付近のせん断ひずみと反対のせん断ひ

ずみが生じていることが分かる。以上より、Y=-9m でシールドトンネルの回転運動と立坑の

ロッキングの影響によりねじれが生じていることは明らかである。さらに詳細にせん断ひ

ずみ分布を考察するために、図-4.33、図-4.34 にシールドトンネル上下端の X 方向変位分

布図および上下端の X 方向相対変位分布図を、図-4.35、図-4.36 にシールドトンネル上下

端の Z方向変位分布図、および上下端の Z方向相対変位分布図を、図-4.37 にシールドトン

ネル上下端のせん断ひずみγyxの分布図を示す。これらの図は、縦軸は変位、せん断ひずみ

γyxになっており、横軸は Y=0 の境界面からの距離となっている。なお、Yが-45m 以下では
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境界面の影響が出ているため、Y=-45mからY=-5.95mまでの範囲で表わしている。また、Y=-7m

の位置で立坑に接続している。図-4.33 はシールドトンネル上下端の X方向の変位分布図を

示している。なお赤がシールドトンネル上端を青が下端を表わしている。また、図-4.34 は

シールドトンネル上下端の相対変位を表わしている。図-4.33 より、上端では-2.1cm ～

-2.3cm の変位が、下端では 1.8cm ～1.7cm の X 軸方向の変位が生じている。また、図-4.34

より立坑に近づくにつれ（Y=-7m）上下間の相対変位が小さくなり、立坑接続部付近の位置

で最も相対変位が小さくなっている。その時の Y=-10m 位置の相対変位は-0.44cm であり、

Y=-10m 付近までのトンネルの相対変位より立坑接続部付近の方の相対変位の方が小さくな

っており、立坑により変位が拘束されているのが分かる。これは、シールドトンネルの回

転変形が立坑のロッキングと相殺しているためであると考えられる。同様に図-4.35、図

-4.36 はシールドトンネル上下端の Z 軸方向の変位分布図と相対変位分布図を示している。

図-4.31 より、立坑接続部付近までは大きな変位は生じていないが、Y=-10m から Y=-7m ま

での接続部近傍で大きな変位が生じており、また、Y=-82m～Y=-10m までの変位とは反対に

生じている。これは立坑接合近傍のシールドトンネルは立坑に付随してロッキングしてい

るためと考えられる。 

図-4.37 はシールドトンネル上下端のせん断ひずみ分布図を示している。この図より、上端

は Y=-6.65m で最大 0.05×10-2%の最大ひずみが、下端は Y=-6.65m で最大-0.05×10-2%のせん

断ひずみγyxが生じている。 

 以上より、トンネル軸直角方向の震動特性についてまとめると、軸直角方向の震動はト

ンネルの回転による変形と立坑によるロッキングの影響により、立坑接続部付近でシール

ドトンネルの変位が拘束され、大きなせん断応力が生じていると考えられる。 

 

 

図-4.16 最大変位点および考慮する断面 

X=0m 

Y=-9m 
Y=-7m 

Y=0m 
Z 

Y 

X 

. 

.
・立坑最大変位位置（X、 Y、 Z）=（-5.4、 0、 11.6） 

・シールドトンネル最大変位位置（X、 Y、 Z）=（0、 -76、 2.7） 
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図-4.17 X 方向変位分布図 

 

 

 

 

図-4.18 Z 方向変位分布図 
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図-4.19 Y=0(m)断面の X方向変位分布図 

 

 

 

 

図-4.20 Y=0(m)断面の Z方向変位分布図 
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図-4.21 X=0(m)断面の X方向変位分布図 

 

 

 

 

図-4.22 X=0(m)断面の Z方向変位分布図 
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図-4.23 Y=-37(m)断面の X方向変位分布図 

 

 

 

 

図-4.24 Y=-37(m)断面の Z方向変位分布図 
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図-4.25 Y=-9(m)断面の X方向変位分布図 

 

 

 

 

図-4.26 Y=-9(m)断面の Z方向変位分布図 
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図-4.27 Y=-7(m)断面の X方向変位分布図 

 

 

 

図-4.28 Y=-7(m)断面の Z方向変位分布図 
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図-4.29 せん断ひずみ yxγ 分布図 

 

 

 

図-4.30 XY 断面のせん断ひずみ yxγ 分布図 
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図-4.31 YZ 断面のせん断ひずみ yxγ 分布図 

 

 

図-4.32 ZX 断面のせん断ひずみ yxγ 分布図 
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図-4.33 シールドトンネル上下端の X軸方向変位分布図（Y=-7(m)で立坑に接続） 
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図-4.34 シールドトンネル上下端の X軸方向相対変位分布図（Y=-7(m)で立坑に接続） 
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図-4.35 シールドトンネル上下端の Z軸方向変位分布図（Y=-7(m)で立坑に接続） 
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図-4.36 シールドトンネル上下端の Z軸方向相対変位分布図（Y=-7(m)で立坑に接続） 
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図-4.37 シールドトンネル上下端の軸方向せん断ひずみ yxγ 分布図（Y=-7(m)で立坑に接続） 

 

 

4.4.4.4.4444.2.2.2.2    トンネル軸方向の震動特性トンネル軸方向の震動特性トンネル軸方向の震動特性トンネル軸方向の震動特性    

    次に Y軸方向に正弦波を入力した際の震動特性について述べる。X軸方向の入力と同様に

図-4.38 に最大変位点および本節で考慮する断面を示す。立坑における最大変位は図-4.38

に示した立坑右上端位置（(X,Y,Z)=(5.4,-7,11.7)）で、その時の最大変位は時刻 T=0.73sec

で 2.40cm であった。また、シールドトンネルにおける最大変位は図-4.38 に示す境界面付

近における位置（(X,Y,Z)=(0.00,82.00,3.00)）で、その時の最大変位は時刻 T=0.73sec で

2.03cm であった。そこで、時刻 T=0.73sec における Y 方向ならびに Z 方向のモデル全体の

変位分布図を図-4.39、図-4.40 に示す。これらの図も X 軸同様に変形を際立たせるために

変位を 100 倍している。図-4.35 はモデル全体の Y方向の変位分布図を示しており、図-4.40

は Z 方向の変位分布図を示している。この図より、Y方向には最大で-1.23cm の変位が一様

に分布しているが、Z方向は図の中央部分、つまり立坑部分で震動方向（Y軸方向）に±0.29cm

の変位が生じていることが分かる。次に図-4.41、図-4.42、図-4.43、図-4.44 にそれぞれ、

図-4.38 中に示した Y=82m 断面（立坑中心位置のトンネル軸直角方向断面）の変位分布図と

X=0m 断面（トンネル軸方向断面）の変位分布図を示す。図-4.41 は Y=0m 断面の Y方向変位

分布図で、同図より最大変位量は 2.96cm で XZ 断面ではほぼ一様に変位していることが分

かる。図-4.43 は同断面の Z方向の変位分布図を示している。大きな変位は生じていないが
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X 軸方向にロッキングが生じていることが分かる。図-4.43 は X=0m 断面の X 方向変位分布

図で、この図よりトンネル軸方向には最大変位 2.96cm で Y方向変位は一様に分布している

ことが分かる。また、図-4.44 は同断面の Z方向変位分布図を示しており、トンネル軸方向

に立坑左右で±0.29cm の Z 方向の変位が生じており、トンネル軸方向にもロッキングが生

じている。また同図より、シールドトンネルの立坑接続部（Y=-7m、7m）において、大きな

Z 方向変位が生じている。そこで、図-4.45、図-4.46 に Y=-7m 断面における変位分布図を

示す。図-4.41 は Y方向変位分布を図-4.46 は Z 方向変位分布を示している。図-4.45 より、

Y 方向変位は立坑下部では周辺地盤より大きく、上部では周辺地盤より小さくなっている。

また、Z 方向の変位は立坑およびその周辺で 0.29cm ほど生じており、ロッキングの影響が

見られる。つまり、トンネル接合部付近にて大きな Y 軸ひずみεyyおよび YZ 成分のせん断

ひずみγyzが生じていることが考えられる。 

 そこで、図-4.47～50 に時刻 T=0.73sec における構造物全体、XY断面、YZ 断面および ZX

断面の立坑接続部付近のシールドトンネルと立坑の Y 軸方向軸ひずみεyyの分布図を示す。

なお、これらの図では引張が正値となっている。図-4.47、図-4.48 より、立坑接合部付近

（Y=-11.5m～Y=-5.95m）の位置で大きな軸ひずみεyyが生じており、また、図-4.49 よりシ

ールドトンネル上下端では正負反対のせん断ひずみが生じていることが分かる。つまり、

Y=-7m までの範囲において、上端は Y=-14.5～Y=5.95m で圧縮応力、Y=-14.5m 以下の範囲で

は引張応力が生じている。下端では Y=-11.5～Y=5.95(m)で引張応力、Y=-11.5m までの範囲

で圧縮応力が生じている。また、図-4.46 より、立坑には大きな影響は生じていないことが

分かる。これは図-4.52 に見られるように、ロッキングが同図左下端の点を支点に生じてい

るため、立坑接続部（Y=-9m～-7m）上部で圧縮、下部で引張が生じているものと考えられ

る。次に図-4.51～54 に YZ 成分のせん断ひずみγyz を示す。これらの図より、立坑接続部

付近(Y=-8.5m～-5.95m)にてロッキングの影響と考えられるせん断ひずみγyz が最大で

0.26%生じていることが分かる。 

次に、図-4.56～58 にシールドトンネル上下端の Y軸方向変位分布図および上下端の Y方

向相対変位分布図を、図-4.59 にシールドトンネル上下端の Z方向変位分布図、および上下

端の Z 方向相対変位分布図を、図-4.59 にシールドトンネル上下端の Y 軸方向軸ひずみεyy

の分布図を、図-4.60 にシールドトンネル右左端せん断ひずみγyzの分布図を示す。これら

の図は、縦軸がそれぞれ Y 軸方向変位、Y 軸方向軸ひずみεyy、せん断ひずみγyzになって

おり、横軸は Y=0 の境界面からの距離となっている。なお、Y が-45m 以下では境界面の影

響が考えられるため、Y=-45m～Y=-7m までの範囲で表わしている。また、Y=-7m の位置で立

坑に接続している。図-4.57はシールドトンネル上下端のY方向の変位分布図を示している。

なお赤がシールドトンネル上端を青が下端を表わしている。また、図-4.54 シールドトンネ

ル上下端の相対変位を表わしている。図-4.57 より、上端では 2.0cm～-2.1cm の変位が、下

端では-0.02cm～-0.2cm の Y 軸方向の変位が生じている。また、図-4.58 より立坑に近づく

につれ（Y=-7m）上下間の相対変位が小さくなり、Y=-7m の位置で最も相対変位が小さくな
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っている。その時の相対変位は-0.13cm である。これは、シールドトンネルの変位が立坑に

拘束されているためである。また Y=-13m では再び相対変位が大きくなっているが、これは

立坑のロッキングによるものと考えられる。同様に図-4.59 はシールドトンネル上下端の Z

軸方向の変位分布図と相対変位分布図を示している。図-4.59 より、立坑接続部（Y=-7m）

で上下端とも最大の Z 軸方向の変位が生じているが、図(b)より相対変位は Y=-16m の位置

で最大となっている。つまり、Y=-13m まで立坑のロッキングの影響が考えられる。次に図

-4.60 はシールドトンネル上下端の Y 軸方向の軸ひずみ分布図を示している。この図より、

上端は Y=-8.5m で最大 2.63×10-2%の最大ひずみが、下端も同位置で最大-4.3×10-2%の Y軸

方向軸ひずみεyy が生じている。また、立坑接続部（Y=-7m）で反対に軸ひずみが生じてい

ることも確認できる。次に図-4.56 にシールドトンネル右左端のせん断ひずみγyz分布図を

示す。同図より、0.33×10-2%のせん断ひずみが生じていることが分かる。 

以上より、トンネル軸方向（Y軸）方向の震動特性についてまとめると、立坑を有するシ

ールドトンネルがトンネル軸方向に震動する場合、立坑による軸方向の拘束とロッキング

による影響が考えられ、接合部近傍（Y=-8.5m）でその影響が顕著である。 

 

 

 

 

 

図-4.38 最大変位点および考慮する断面 

X=0m 

Y=-9m 
Y=-7m 

Y=0m 
Z 

Y 

X 

.

.

・立坑最大変位位置(X,Y,Z)=(5.4,-7,11.7) 

・シールドトンネル最大変位位置(X,Y,Z)=(0.00,82.00,3.00) 
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図-4.39 Y 方向変位分布図 

 

 

 

図-4.40 Z 方向変位分布図 
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図-4.41 Y=82(m)断面の Y方向変位分布図 

 

 

 

 

図-4.42 Y=82(m)断面の Z方向変位分布図 
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図-4.43 X=0(m)断面の X方向変位分布図 

 

 

 

 

図-4.44 X=0(m)断面の Z方向変位分布図 
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図-4.45 Y=75(m)断面の Y方向変位分布図 

 

 

 

 

図-4.46 Y=75(m)断面の Z方向変位分布図 
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図-4.47 構造物全体の軸ひずみ yyε 分布図 

 

 

 

 

図-4.48 XY 面から見た軸ひずみ yyε 分布図 
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図-4.49 YZ 面から見た軸ひずみ yyε 分布図 

 

 

 

 

図-4.50 ZX 面から見た直ひずみ yyε 分布図 
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図-4.51 構造物の全体のせん断ひずみ yzγ 分布図 

 

 

 

 

図-4.52 XY 面から見たせん断ひずみ yzγ 分布図 
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図-4.53 YZ 面から見たせん断ひずみ yzγ 分布図 

 

 

 

 

図-4.54 ZX 面から見たせん断ひずみ yzγ 分布図 
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図-4.55 シールドトンネル上下端の Y軸方向変位分布図（Y=75(m)にて立坑に接続） 
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図-4.56 シールドトンネル上下端の Y軸方向相対変位分布図（Y=75(m)にて立坑に接続） 
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図-4.57 シールドトンネル上下端の Z軸方向変位分布図 
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図-4.58 シールドトンネル上下端の Z軸方向相対変位分布図 
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図-4.59 シールドトンネル上下端の Y軸方向軸ひずみ yyε 分布図 
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図-4.60 シールドトンネル右左端の YZ面内のせん断ひずみ yzγ 分布図 
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4.54.54.54.5    立坑を有するシールドトンネルの地震時挙動立坑を有するシールドトンネルの地震時挙動立坑を有するシールドトンネルの地震時挙動立坑を有するシールドトンネルの地震時挙動    

 本節では前章で得られたモデルの震動特性をもとに、前節の図-4.10 に示した地震波で地

震応答解析を行い、地震時に立坑がシールドトンネルに及ぼす影響について考察する。な

お、地震波は前章同様に X方向、Y方向に入力した。またその際に前章で示した通り、X軸

方向の震動の際には立坑接続部付近にて、ねじれが生じていると考えられるため、ねじれ

モーメントにて評価し、Y軸方向の震動には軸力にて評価する。 

 

4.4.4.4.5.5.5.5.1111    ねじれモーメントの評価方法ねじれモーメントの評価方法ねじれモーメントの評価方法ねじれモーメントの評価方法    

前節で示した通り（節の番号を変更すること）、X 軸方向に震動を加える場合はシールド

トンネルに立坑のロッキングの影響によるねじれが生じていると考えられる。そこで、こ

のねじれの評価を行うために要素毎に Saint-Venant のねじれ応力を導入した。通常任意断

面の部材にねじれが生じると反りが生じ、回転軸方向にも変位が生じる．しかし、本研究

では各要素毎にねじれ応力を用いたため、反りによる影響は小さいものと仮定し、要素の

断面を等価円断面に置き換え、反りの生じない単純ねじれとした。以下に Saint-Venant の

単純ねじれ応力・ねじれモーメントの算出方法を示す 34)、35)。 

図-4.57 に示すような円形断面を有する部材について考える．部材端に軸周りモーメント

(ねじれモーメント) tM を与えると部材にはねじれ角φが生じる．このとき、単位長さ当た

りのねじれ角をθとすると微小距離dxだけ離れた 2 断面での相対回転角 φd を用いてθは

以下で表わされる。 

 
dx

dφ
θ =                   (4.17) 

断面中心から距離 rにある位置でのせん断ひずみは、 

θ
φ

γ r
dx

d
r ==                  (4.18) 

よって、せん断応力は以下の式で表わされる． 

θγτ GrG ==                   (4.19) 

せん断応力の合力がねじれモーメントに等しいので、 

θθτ Pt GIdArGdArM ==⋅= ∫∫ 2)(            (4.20) 

ただし、 dArI P ∫= 2 ：極 2次モーメント 

これより、本研究では各要素毎でねじれを考える軸周りに、各節点の変位からねじれ角を

算出し、等価円断面と仮定した際の単純ねじれ応力、ねじれモーメントを X、Y、Z軸周り

それぞれに適用した．本論文では前章で述べた通り X軸方向に震動する際の Y軸周りのね

じれが顕著であったため、Y軸周りのねじれについて検討する。 
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図-4.61 Saint-Venant の単純ねじれの概念図 

 

 

4.4.4.4.5.5.5.5.2222    トンネル軸直角方向の地震応答トンネル軸直角方向の地震応答トンネル軸直角方向の地震応答トンネル軸直角方向の地震応答    

    本節では、前節の図-4.10 に示した地震波をトンネル軸直角方向（X軸方向）に入力した

際の立坑を有するシールドトンネルの地震応答について考える。まず、本節で考慮する断

面を図-4.62 に示す。X 軸方向の最大変位は、T＝9.12sec でシールドトンネルで-17.30cm、

立坑で-18.13cm の変位が生じた。その位置は 4.4 節で示した位置と同じである。そこで、

T=9.11sec におけるモデル全体の変形図・変位分布図を図-4.63、図-4.64 に示す。なおこ

の変形図は変位を強調するために 100 倍してある。図-4.63、図-4.64 より、X 軸方向には

最大 21.1cm、Z軸方向には±1.64cm の最大変位が生じている。また、同図(b)より、シール

ドトンネル上部の地盤と立坑上部の地盤を比較すると Z 軸方向の変位が正負反対に生じて

おり、トンネルの回転と立坑のロッキングの影響が確認できる。またトンネル軸断面並び

に横断面の変位分布図を確認するために、図-4.65、図-4.67にY=0m断面、ならびに図-4.67、

図-4.68 に X=0m 断面の X 方向、Z 方向の変位分布図を示す。図-4.65、図-4.66 より、Y=0m

断面は X軸方向の変位はほぼ一様に分布しているが、Z軸方向には立坑左右で正負反対の変

位が生じており、ロッキングの影響が見られる。同様に図-4.67、図-4.68 の X=0m 断面にお

いても X 方向変位は一様に分布してるが、Z 軸方向には立坑接続部付近(Y=-7m)ではシール

ドトンネル上下端に正負反対の Z 方向変位が生じている。地震波においても変形の様子は

ほぼ正弦波と同じ傾向を示していることが確認できる。つまり、前章でも述べたように、

立坑のロッキングによる影響とシールドトンネルの回転運動による影響の境界であり、こ

こで大きな YX平面のせん断ひずみ、ねじれが生じている事が考えられる。 

 そこで構造物のせん断ひずみγyxの分布図を図-4.69、図-4.70 に示す。これらの図より、

正弦波同様に立坑接続部付近（Y=-11.5m）の位置で大きなせん断ひずみγyxが生じているの

が確認できる。また、図-4.71 よりシールドトンネル上下端で正負反対のせん断ひずみγyx

が生じており、Y=-11.5m を境に立坑接続部近傍とも正負が反対となっており、正弦波同様
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に Y=-11.5 m を境にねじれが生じていると考えられる。そこで、図-4.69、図-4.74、図-4.75

にねじれモーメント分布図を、図-4.76、図-4.77、図-4.78 に要素内ねじれ角分布図を図

-4.79、図-4.80、図-4.81 にねじれ応力分布図を示す。なお、ねじれ角は軸方向に反時計回

りを正とする。これらの図より、立坑接続部付近の Y=-7m にて大きなねじれ応力が生じて

いるのが分かる。また、立坑上下端では負のねじれ角が、左右で正のねじれ角が生じてい

る。これは図-4.82、図-4.83 に示した Y=-9m と Y=-8m 断面のシールドトンネルの変形の様

子より、立坑接合部付近ではシールドトンネルの断面変形は抑制されてしまい、Y=-9m では

Y=-8m 位置よりもシールドトンネルの回転変形が顕著であるため、せん断ひずみの影響が大

きい上下端ではねじれによる影響よりもせん断による影響が大きく出たためであると考え

られる。また、ねじれ角・ねじれ応力・ねじれモーメントを比較すると、その分布には大

きな差が生じていないことも分かる。つまり、この程度の要素サイズにおいては反りの影

響が小さく、等価円断面を用いても大きな誤差は生じないと言える。また、図-4.84、図-4.85

にシールドトンネルの上下端の X 軸方向変位分布図ならびに X 軸方向上下端の相対変位分

布図を、図-4.86、図-4.87 にシールドトンネルの上下端 Z 軸方向変位分布図ならびに Z 軸

方向上下端の相対変位分布図を、図-4.88 せん断ひずみγyx分布を、図-4.88 にシールドト

ンネル右左端のねじれ応力分布図を示す。なお、今回のねじれ応力の算出において立坑は

ねじれを考慮していない。これらの図は横軸が Y軸の位置を表わしており、Y=-7m にて立坑

と接続している。図-4.84、図-4.85 は縦軸が X軸方向の変位を表わしており、Y=-45m の位

置ではシールドトンネル上部で-17.4cm 下部で-12.3cm の変位が生じているが、相対変位か

らも分かるように、立坑接続部付近（Y=-9m）に近づくにつれ変位が拘束されているのが分

かる。図-4.86、図-4.87 は縦軸が Z 軸方向の変位を表わしており、Z 軸方向の変位も X 軸

方向と同様に Y=-9m に近づくにつれ変位が拘束されている。一方図-4.88、図-4.89 より、

せん断ひずみγyxねじれ応力の値は Y=-11.5m に近づくにつれ大きくなり、γyxは Y=-11.5m

の位置にて 0.11%の値となった。また、図-4.89 よりねじれ応力の値は最大で 1243kN/m2と

なった。 

シールドトンネルのねじれ応力の値に対しては、コンクリートの許容ねじり応力は 3200

～6000kN/m236)となっており、破壊には至っていないものと考えられるが、立坑接続部付近

に比較的大きなねじれ応力が発生することは明らかである。また、本節では立坑を有する

シールドトンネルにおいて、シールドトンネルの回転変形と立坑のロッキングによる、ね

じれの発生のメカニズムの解明とねじれ応力の評価を行えた。 
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図-4.62 本節で考慮する断面 
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.
・立坑最大変位位置（X、 Y、 Z）=（-5.4、 0、 11.6） 

・シールドトンネル最大変位位置（X、 Y、 Z）=（0、 -76、 2.7） 
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図-4.63 T=9.12(sec)における X軸方向変位分布図 

 

 

 

 

図-4.64 T=9.12(sec)における Z軸方向変位分布図 
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図-4.65  T=9.12(sec)における Y=0(m)断面の X軸方向変位分布図 

 

 

 

 

図-4.66  T=9.12(sec)における Y=0(m)断面の Z軸方向変位分布図 
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図-4.67  T=9.12(sec)における X=0(m)断面の X軸方向変位分布図 

 

 

 

 

図-4.68  T=9.12(sec)における X=0(m)断面の Z軸方向変位分布図 
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図-4.69  T=9.12(sec)における全体のせん断ひずみ yxγ 分布図 

 

 

 

図-4.70  T=9.12(sec)における XY面から見たせん断ひずみ yxγ 分布図 
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図-4.71  T=9.12(sec)における YZ面から見たせん断ひずみ yxγ 分布図 

 

 

 

 

図-4.72  T=9.12(sec)における ZX面から見たせん断ひずみ yxγ 分布図 
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図-4.73  T=9.12(sec)における全体から見たねじれモーメント分布図 

 

 

図-4.74  T=9.12(sec)における XY面から見たねじれモーメント分布図 

 

 

図-4.75  T=9.12(sec)における YZ面から見たねじれモーメント分布図 
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図-4.76  T=9.12(sec)における全体から見た要素内ねじれ角分布図 

 

 

図-4.77  T=9.12(sec)における XY面から見た要素内ねじれ角分布図 

 

 

図-4.78  T=9.12(sec)における XY面から見た要素内ねじれ角分布図 
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図-4.79  T=9.12(sec)における全体から見たねじれ応力分布図 

 

 

図-4.80  T=9.12(sec)における XY面から見たねじれ応力分布図 

 

 
図-4.81  T=9.12(sec)における YZ面から見たねじれ応力分布図 
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図-4.82  Y=-9(m)のシールドトンネルの変形の様子 

 

 

 

図-4.83 Y=-8(m)のシールドトンネルの変形の様子 
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図-4.84 シールドトンネルの上下端の X 軸方向変位分布図（-7(m)で立坑に接続） 
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図-4.85 シールドトンネルの上下端の X軸方向相対変位分布図（-7(m)で立坑に接続） 
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図-4.86 シールドトンネルの上下端の Z軸方向変位分布図（-7(m)で立坑に接続） 
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図-4.87 シールドトンネルの上下端 Z軸方向相対変位分布図（-7(m)で立坑に接続） 
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図-4.88 シールドトンネルの上下端のせん断ひずみ yxγ 分布図（-7(m)で立坑に接続） 
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4.4.4.4.5.5.5.5.3333    トンネル軸方向の地震応答トンネル軸方向の地震応答トンネル軸方向の地震応答トンネル軸方向の地震応答    

 本節では、前節の図-4.10 に示した地震波をトンネル軸方向（Y軸方向）に入力した際の

立坑を有するシールドトンネルの地震応答について考える。まず、本節で考慮する断面を

図-4.90 に示す。Y 軸方向の最大変位は、T＝9.12sec でシールドトンネルで-15.74cm、T＝

9.12sec 立坑で-16.98cm の変位が生じた。その位置は X 軸方向同様に前節で示した位置と

同じであった．そこで、T=9.11sec におけるモデル全体の変形図・変位分布図を図-4.91 に

示す。図-4.91、図-4.92 より Y軸方向には最大-21.6cm、Z軸方向には±2.09cm の最大変位

が生じている。また、トンネル軸断面並びにトンネル軸横断面の変位分布図を確認するた

めに、図-4.93、図-4.94 に Y=82m 断面、ならびに図-4.95、図-4.96 に X=0m 断面の X方向、

Z 方向の変位分布図を示す。図-4.93、図-4.94 より、Y=0m 断面において、Y 軸方向の変位

はほぼ一様に分布しているが、Z 軸方向には若干の Z 軸方向変位が確認できる。同様に図

-4.95、図-4.96 の X=0m 断面においても Y軸方向変位は一様に分布しているが、Z軸方向は

立坑接続部付近(Y=-9m～-7m)で±2.15cm の大きな変位が生じている。Y 軸方向においても

変形の様子はほぼ正弦波と同じ傾向を示していることが確認できる。つまり、前章でも述

べたように立坑の Y 軸方向のロッキングによって、トンネル軸方向に大きな軸力が生じて

いることが考えられる。 

 そこで構造物の Y軸方向軸ひずみεyyの分布図を図-4.97～図-4.100 に示す。これらの図

より、正弦波同様に、立坑接続部付近（Y=-9m）までのひずみ分布と立坑接続部近傍（Y=-9m

～-7m）までのひずみ分布は正負反対になっている事が確認できる。これは、前節で示した

ように、立坑を有するシールドトンネルが軸方向に震動すると、立坑接続部近傍は地盤に

付随して動き、ロッキングによる影響は Y=-14m 付近にて現れるためである。図-4.87 にお

いても同様の傾向が表れ、Y=-14m 付近にて軸ひずみが 0.179%生じているのが確認できる。

次に、図-4.101、図-4.102 にシールドトンネルの上下端の Y 軸方向変位分布図および Y 軸

方向上下端の相対変位分布図を、図-4.103、図-4.104 にシールドトンネルの上下端の Z 軸

方向変位分布図、Z 軸方向上下端の相対変位分布図を示す。また図-4.105 には Y 軸方向軸

ひずみεyy 分布図を、図-4.102 には Y 軸方向軸応力分布図を示す。これらの図は横軸が Y

軸の位置を表わしており、Y=-7m にて立坑と接続している。図-4.101、図-4.102 は縦軸が Y

軸方向の変位を表わしており、Y=-52m の位置ではシールドトンネル上部で-16.0cm 下部で

-10.1cm の変位が生じている。しかし、X軸方向の震動と同様に相対変位からも分かるよう

に、立坑接続部付近（Y=-9m）に近づくにつれ変位が拘束されているのが分かる。図-4.103、

図-4.104 は縦軸が Z軸方向の変位を表わしており、Z軸方向の変位は Y=-13m に近づくにつ

れ上下端の相対変位は大きくなるが、それ以降は再び立坑接続部までは変位が拘束されて

いる。一方、図-4.105 より、Y軸方向軸ひずみεyyは Y=-6.5m にて最大 0.10%生じ、Y=-6.65m

では正負反対に再び大きな値となっている。また図-4.106 は Y 軸方向軸応力分布図を示し

ている。軸応力はひずみ同様に Y=-14.5m でシールドトンネル上端では約 1423kN/m2の引張

が、下端では 768kN/m2の圧縮が生じている。しかし Y=-20.5m～-5.95m まではひずみと同じ
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く正負反対の値となっており、立坑接続部近傍（Y=-5.95m）にて最大 278kN/m2 の圧縮応力

が生じている。 

軸応力の値に対しては、シールドトンネル設計・施工指針 37)にあるように、設計基準強

度によってセグメント用の圧縮応力度が定められており、その値は 16000～22000kN/m2とな

っているため、今回算出された値においては軸方向にも軸力による破壊には至っていない

ものと考えられる。しかし、立坑を有するシールドトンネルがトンネル軸方向に震動する

場合の立坑のロッキングによるシールドトンネルへの影響を確認することができた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-4.90 考慮する断面 

X=0m 

X=-9m 
X=-7m 

X=0m Z 

Y 

X 

.

.

・立坑最大変位位置(X,Y,Z)=(5.4,-7,11.7) 

・シールドトンネル最大変位位置(X,Y,Z)=(0.00,82.00,3.00) 
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図-4.91  T=9.12(sec)における Y軸方向変位分布図 

 

 

 

 

図-4.92  T=9.12(sec)における Z軸方向変位分布図 
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図-4.93  T=9.12(sec)における Y=82(m)断面の Y軸方向変位分布図 

 

 

 

 

図-4.94  T=9.12(sec)における Y=82(m)断面の Z軸方向変位分布図 
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図-4.95  T=9.12(sec)における X=0(m)断面の Y軸方向変位分布図 

 

 

 

 

図-4.96  T=9.12(sec)における X=0(m)断面の Z軸方向変位分布 
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図-4.97  T=9.12(sec)における全体から見た Y軸方向軸ひずみ yyε 分布図 

 

 

 

 

図-4.98  T=9.12(sec)における XY 面から見た Y軸方向軸ひずみ yyε 分布図 
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図-4.99  T=9.12(sec)における YZ面から見た Y軸方向軸ひずみ yyε 分布図 

 

 

 

図-4.100  T=9.12(sec)における XZ 面から見た Y軸方向軸ひずみ yyε 分布図 
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図-4.101 シールドトンネルの上下端の Y軸方向変位分布図（-7(m)で立坑に接続） 
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図-4.102 シールドトンネルの上下端の Y軸方向相対変位分布図（-7(m)で立坑に接続） 



 182 

-0.025

-0.02

-0.015

-0.01

-0.005

0

0.005

-45 -40 -35 -30 -25 -20 -15 -10

距離(m)

変
位

(m
)

シールドトンネル上端

シールドトンネル下端

図-4.103 シールドトンネルの上下端の Z軸方向変位分布図（-7(m)で立坑に接続） 
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図-4.104 シールドトンネルの上下端の Z軸方向相対変位分布図（-7(m)で立坑に接続） 
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図-4.105 シールドトンネルの上下端の Y軸方向軸ひずみ yyε 分布図（-7 (m)で立坑に接続） 
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図-4.106 シールドトンネルの上下端の Y軸方向軸応力分布図（-7(m)で立坑に接続） 
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4.64.64.64.6    新工法の耐震補強の耐震実験による安全性照査新工法の耐震補強の耐震実験による安全性照査新工法の耐震補強の耐震実験による安全性照査新工法の耐震補強の耐震実験による安全性照査    

 本節では、第 2 章、第 3 章で詳細を説明した耐震対策の新工法は偏平試験と埋設実験に

よる常時荷重や活荷重などの荷重に対しての検証を行ったが、この試験だけでは耐震性能

に関しての照査が十分とはいえない。本節では、新工法に対する耐震対策の耐震実験とシ

ールドトンネルを対象に新工法を用いて耐震補強を実施したケースを想定し、レベル 2 地

震動を入力し 3 次元有限要素法による動的解析を実施し、耐震性の安全性を検証する。耐

震実験に関しては、実際のシールドトンネルのような大断面の管きょの耐震実験を行うこ

とは、困難であることから、第 2章、第 3章で採用したφ450mm の小口径管路において耐震

性能照査を実施する。 

 

4.6.14.6.14.6.14.6.1    新工法の耐震実験の概要新工法の耐震実験の概要新工法の耐震実験の概要新工法の耐震実験の概要    

耐震実験を実施する目的は、更生工法の現行設計基準である「管きょ更生工法における

設計・施工管理 ガイドライン（案）39)」（H23 年 12 月、(社)日本下水道協会）（以下、ガ

イドライン）では、自立管の耐震性は「下水道施設の耐震対策指針と解説 40)」（2006 年版 

(社)日本下水道協会）および「下水道施設耐震計算例 管路施設編 41)」（2001 年版 (社)

日本下水道協会）における一体構造管きょ（硬質塩化ビニル管（接着接合管路））と同様と

し、管軸方向の検討を行うことになっている。新工法による更生管で現行設計（一体構造

管きょとしての設計）が可能かどうか検証するとともに、地震時のコイルとライニングの

挙動の確認を行う。 

また、耐震実験ではレベル 2地震動に対して、考案した新工法が安全であるか照査を行う

必要があり、「管きょ更生工法における設計・施工管理の手引き（案）23)」を参照すると、

地盤の永久ひずみによる抜け出し量の 1.5％に相当する軸方向の変位量(ヒューム管の有効

延長 2430mm×0.15＝36.45mm)を作用させることで耐震安全性の照査を行う。ただし、地盤

の永久ひずみ 1.5％は、レベル 2地震動によって生じる地盤の永久ひずみである。 

 

4.6.24.6.24.6.24.6.2    新工法の耐震実験の供試体新工法の耐震実験の供試体新工法の耐震実験の供試体新工法の耐震実験の供試体    

供試体は、第塩ビ管（PVC）＋GFRP 製の更生材のケースでコイル製の更生材に隙間がない

モデルに対して埋設実験を実施した。実験で採用した供試体は、すべてのケースにおいて

呼び径 450ｍｍのモデルを採用し、管厚などの詳細な寸法値は表-4.7 に、またモデルの概

要図を図-4.107、図-4.108 に示す。 

 既設管は、φ450 既設管（ヒューム管（長さ 750mm））を 2 本突き合わせ、ヒューム管に

は観察用の窓を設置した。 
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表-4.7 試験供試体の断面寸法 

ヒューム管 コイル ライニング

外径(mm) 526 450 432

厚み（mm） 38 9 9.1

内径（mm） 450 432 413.8
 

 

 

 

 

図-4.107 試験供試体断面図 

 

 

 

 
図-4.108 試験供試体側面図 
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4.6.34.6.34.6.34.6.3    耐震実験の耐震実験の耐震実験の耐震実験の実験装置実験装置実験装置実験装置    

本実験ではより実際の地盤震動に近い状況を想定し、図-4.109、図-4.110 に示すように、

既設管（ヒューム管）の左側だけを固定し、右側の既設管をウインチで軸方向に水平に引

っ張るような装置とした。軸方向の引張量は 5mm、10mm、15mm、20mm、25mm、30mm、36.5mm、

50mm、80mm、120mm とし、供試体の観察まどを利用してコイルの状況の変位量の測定を実施

した。また、端部におけるヒューム管とコイル、ライニングの位置関係を測定します。 

 

 

図-4.109 実験装置概要図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-4.110 実験装置 

 

固定 
引張 



 187 

4.6.44.6.44.6.44.6.4    耐震実験の実験方法耐震実験の実験方法耐震実験の実験方法耐震実験の実験方法    

実験方法は、図-4.112 に示すような観察窓をヒューム管に設置し、状況既設管をウイン

チで軸方向に水平に引っ張り、ヒューム管の突合せ部を伸ばしていく。引張量は約 5mm 毎

に以下の測定を行う。引張量の測定は、供試体突合せ部に設置した変位計により、引張量

の実測値を記録する。なお、変位、円周方向に４箇所設置しておりその平均値を記録する。

引張力の測定に関しては、ロードセルにて引張力を測定する。引張力は一定で図-4.111 に

示すような履歴をたどるため、ピーク値と引張後の値を記録する。また、コイルの開きの

状態は、観察窓から見えるコイルに左から順に 1～27 までの番号をつけ、コイルが開いた

位置と開き量を測定する。なお、ヒューム管付き合せ部の直下は 14としている。端部にお

けるコイル、ライニングの移動量はコイル及びライニングのヒューム管端部に対する相対

的な移動量を測定する。ただし、コイルの伸びが 36.5mm になるまで計測を続け、36.5mm ま

で引張っても供試体に余裕がある場合は、120mm まで試験を継続する。なお、コイルの目開

き量である 36.5mm、120mm の根拠は、36.5mm の場合はφ450 ヒューム管の有効長 2430mm の

1.5％（2430mm×0.15＝36.45mm）とし、120mm の場合はφ450 ヒューム管の有効長 2430mm

の約 5％（2430mm×0.5＝121.5mm）である。 

 

 

 

 

図-4.111 引張力の履歴 
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図-4.112 観察窓の状況 

 

 

 

4.6.54.6.54.6.54.6.5    耐震実験の実験結果耐震実験の実験結果耐震実験の実験結果耐震実験の実験結果    

引張量と引張荷重及びコイルの状況と結果を図-4.113～図-4.117、表-4.8～表-4.9 に示

す。実験結果からコイルとライニング材の挙動は、コイルは既設管接合部の伸びを、接合

部直下の１～２か所の伸縮でほとんど吸収する。また、ライニング材の伸びはほとんど生

じず、コイルとライニング材は別々の挙動を示し、一体化していないということが判明し

た。 

レベル 2地震動に対する耐震安全性の照査として、レベル 2地震動により生じる地盤の永

久ひずみによる抜け出し量の 1.5％に相当する軸方向の変位量(ヒューム管の有効延長

2430mm×0.15＝36.45mm)を作用させると、下図の写真のようにコイルとコイルの間に目開

きが生じ、下表のように最大で 23.26mm の変位量が生じ、コイルやライニングが破断や破

損が生じる箇所は存在しなかった。したがって、本研究で考案した新工法は、レベル 2 地

震動に対して安全であることが実証できたといえる。 
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表-4.8 実験結果：引張量とコイルの状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注 1) 荷重は、既設管外面に設けたホースバンドと実験架台との干渉による影響が大きか
ったため、参考データとする。なお、本試験に先立って実施した予備試験（参考資料参照）
では本試験より荷重は小さかった。 

目標 引張量 観察窓

引張量(mm) 実測値(mm) ピーク値 引張後 コイルの状況

初期状態 － － － 13-14間： 0.96mm

100 kgf 50 kgf 13-14間： 3.34mm

(980N) (490N) 14-15間： 4.45mm

計： 7.79mm

150 kgf 105 kgf 12-13間： 1.37mm

(1470N) (1029N) 13-14間： 5.04mm

14-15間： 5.82mm

計：12.23mm

225 kgf 130 kgf 12-13間： 4.20mm

(2205N) (1274N) 13-14間：11.00mm

14-15間： 2.87mm

計：18.07mm

270 kgf 225 kgf 12-13間： 7.97mm

(2646N) (2205N) 13-14間：13.94mm

14-15間： 2.49mm

計：24.40mm

305 kgf 160 kgf 12-13間：13.74mm

(2989N) (1568N) 13-14間：12.74mm

14-15間： 2.56mm

計：29.04mm

335 kgf 260 kgf 12-13間：18.22mm

(3283N) (2548N) 13-14間：12.81mm

14-15間： 1.82mm

計：32.85mm

365 kgf 270 kgf 12-13間：23.26mm

(3577N) (2646N) 13-14間：12.62mm

14-15間： 2.89mm

計：38.77mm

85 kgf 30 kgf 12-13間：19.60mm

(833N) (294N) 13-14間：27.43mm

14-15間： 6.81mm

計：53.84mm

105 kgf 30 kgf 12-13間：22.88mm

(1029N) (294N) 13-14間：47.66mm

14-15間：11.87mm

計：82.41mm

80 kgf 35 kgf 12-13間：56.07mm

(784N) (343N) 13-14間：49.06mm

14-15間：18.46mm

計：123.59mm

引張荷重

5 6.2

10 10.1

15 16.1

20 22.3

25 26.2

30 31.2

36.5 37.5

120 122

（以下、参考）

50 52.5

80 82.3
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表-4.9 引張量と端部におけるコイル、ライニングの移動量 

引張量 （１） （２） （３） （４）
目標値 実測値 固定側 引張側 計 固定側 引張側 計 固定側 引張側 計 固定側 引張側 計
5mm 6.2mm コイル 0.71 0.01 0.72 0.18 -0.04 0.14

ライニング 6.59 0.06 6.65 6.7 -0.3 6.4
10mm 10.1mm コイル -0.08 -0.19 -0.27 0.17 -0.04 0.13

ライニング 9.82 -0.19 9.63 10.46 -0.29 10.17
15mm 16.1mm コイル 0.49 -0.39 0.1 0.06 -0.04 0.02

ライニング 16.17 -0.41 15.76 16.64 -0.47 16.17
20mm 22.3mm コイル 0.4 -0.17 0.23 0.14 0.01 0.15

ライニング 22.3 -0.19 22.11 22.62 -0.36 22.26
25mm 26.2mm コイル 0.31 -0.45 -0.14 0.27 -0.17 0.1

ライニング 26.01 -0.61 25.4 26.57 -0.41 26.16
30mm 31.2mm コイル 0.6 -0.03 0.57 -0.5 -0.25 -0.75

ライニング 31.15 0.09 31.24 31.32 -0.63 30.69
36.5mm 37.5mm コイル -0.58 0.27 -0.31 0.45 0.03 0.48 0.18 0.04 0.22 -0.59 -0.07 -0.66

ライニング 36.05 -0.35 35.7 37.09 0.45 37.54 37.4 -0.01 37.39 37.46 0.06 37.52
50mm 52.5mm コイル 0.37 0.12 0.49 -0.98 -0.47 -1.45

ライニング 36.07 16.89 52.96 36.11 16.32 52.43
80mm 82.3mm コイル 0.42 -0.53 -0.11 -0.9 -0.27 -1.17

ライニング 53.45 28.98 82.43 53.93 29.51 83.44
120mm 122.0mm コイル -0.89 -0.65 -1.54 -0.13 -0.32 -0.45 -0.8 -1.96 -2.76 -0.85 -0.8 -1.65

ライニング 57.73 62.34 120.1 58.24 64.2 122.4 58.39 63.46 121.9 59.47 64.17 123.6

引張量 （５） （６） （７） （８）
目標値 実測値 固定側 引張側 計 固定側 引張側 計 固定側 引張側 計 固定側 引張側 計
5mm 6.2mm コイル 0.93 0.7 1.63 -0.79 0.56 -0.23

5.72 0.41 6.13 4.99 0.04 5.03
ライニング 6.65 1.11 7.76 4.2 0.6 4.8

10mm 10.1mm コイル 0.82 1.25 2.07 -0.78 1.24 0.46
9.87 0.64 10.51 8.69 0.23 8.92

ライニング 10.69 1.89 12.58 7.91 1.47 9.38
15mm 16.1mm コイル 0.52 0.58 1.1 -0.96 1.13 0.17

15.39 0.5 15.89 14.35 -0.03 14.32
ライニング 15.91 1.08 16.99 13.39 1.1 14.49

20mm 22.3mm コイル 0.7 0.79 1.49 -1.16 1.39 0.23
21.52 0.57 22.09 20.6 0.09 20.69

ライニング 22.22 1.36 23.58 19.44 1.48 20.92
25mm 26.2mm コイル 0.66 1.31 1.97 -0.79 1.64 0.85

25.64 0.51 26.15 24.64 0.18 24.82
ライニング 26.3 1.82 28.12 23.85 1.82 25.67

30mm 31.2mm コイル -1.46 1.16 -0.3 -0.54 1.32 0.78
32.13 0.85 32.98 29.38 0.15 29.53

ライニング 30.67 2.01 32.68 28.84 1.47 30.31
36.5mm 37.5mm コイル -1.41 0.8 -0.61 -1.03 1.27 0.24 -0.72 -4.36 -5.08 -0.54 1.1 0.56

38.52 1.07 39.59 38.33 0.73 39.06 37.1 0.33 37.43 35.36 -0.17 35.19
ライニング 37.11 1.87 38.98 37.3 2 39.3 36.38 -4.03 32.35 34.82 0.93 35.75

50mm 52.5mm コイル 0.31 1.28 1.59 -0.82 0.35 -0.47
36.06 17.27 53.33 34.25 16.55 50.8

ライニング 36.37 18.55 54.92 33.43 16.9 50.33
80mm 82.3mm コイル 0.17 1.38 1.55 -4.55 0 -4.55

53.07 29.94 83.01 51.34 29.18 80.52
ライニング 53.24 31.32 84.56 46.79 29.18 75.97

120mm 122.0mm コイル -1.27 0.22 -1.05 0.18 1.29 1.47 -3.65 4.25 0.6 -4.68 0.73 -3.95
59.97 65.73 125.7 59.31 64.97 124.3 67.4 53.32 120.7 57.17 64.1 121.3

ライニング 58.7 65.95 124.7 59.49 66.26 125.8 63.75 57.57 121.3 52.49 64.83 117.3

以下のことが分かった。
①引張量とライニングの移動量はほぼ等しい。これはライニングが伸びていないことを示す。
②コイル端部はほとんど移動しない。
③はじめ固定側のライニングが移動し、後から引張側のライニングが移動した。

対象

対象
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図-4.113 コイルの開き（20mm 時） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-4.114 コイルの開き（36.5mm） 
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図-4.115 コイルの開き（120mm 時） 

 

 

 

 

 

図-4.116 端部における移動 
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図-4.117 引張量と端部移動量の関係 

 

 

4.64.64.64.6....6666    GFRPGFRPGFRPGFRP 性の高剛性部と性の高剛性部と性の高剛性部と性の高剛性部と PVCPVCPVCPVC 性ライニングの引張強度性ライニングの引張強度性ライニングの引張強度性ライニングの引張強度    

前節の耐震実験の結果から GFRP 製のコイル部材と PVC 性のライニング材の挙動は、コイ

ルとライニング材は別々の挙動を示し、一体化していないということが判明した。コイル

は既設管接合部の伸びに追従するような変形し、ライニング材の伸びはほとんど生じない

ことが判明した。しかし、実際の施工では、マンホールの管口付近で GFRP 性のコイルと PVC

性のライニング材をアンカーなどで一体することから、GFRP 性のコイルと PVC 性のライニ

ング材のぞれぞれの部材が、レベル 2 地震動によって生じる地盤のひずみ、つまり変位量

に対して安全であるかの確認を行う。 

GFRP 製のコイル部材に関しては、レベル２地震動によって生じる変位量を与えたときに、

GFRP 製のコイル部材が破断することなく使用できる状態であるか検証するために水平方向

の引張試験の実験を行った。また、この平方向の引張試験を実施することで、GFRP 性のコ

イル部材のバネ性状に関しても把握を実施した。表-4.10 に供試体の寸法を示す。 

GFRP 製のコイル部材の水平方向の引張試験の実験方法に関しては、図-4.118 に示すよう

にまず、滑らかな机の上に置いた GFRP 製のコイル部材の両端に固定板を挟み、片端の固定

板を机に固定する。そして、逆側の固定板にばねばかりをセットする。固定部の幅Ｗ（ば

ねの伸び＝固定部の幅Ｗ－初期のばね長さ）を適当に調節したところから、引張力をゆっ

くりと加えていく。ばねばかり側の固定板が動き始めた引張力を測定する。ばねの伸びと

上記の引張力の関係からばね係数を計算する。GFRP 製のコイル部材の測定結果からバネ定

数は 1.698 となる。 

PVC 製のライニング材に関しては、硬質塩化ビニール製の形成工法を採用したＥＸ工法の
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建設技術審査証明報告書 20)に軸方向の引張試験の結果が示されているように、1.5％の軸方

向ひずみ（約 0.38cm）を PVC 製の更生材に与える引張試験において破損等の以上がないこ

とが確認されており、レベル 2 地震動による地盤変動に対して安全であることが確認でき

た。また、表-4.11 に示すように PVC 部材の物性値 20は、下水道用硬質塩化ビニール管に関

しては、破断点までの試験片の伸びを示す引張破断伸びは 50～150％20)、EX 工法に関しては

100％20)数値であり、本研究で実施した耐震実験の供試体の延長が 2.43m であることから、

レベル 2地震動により生じる軸方向変位(36.45mm)に対して十分な安全性を有することがい

える。 

 

 

 

表-4.10 供試体の寸法 

長さ 重量 １巻あたり重量
縦方向 横方向 平均 ｍm kg kg

先端 453 454 453.5
後端 453 454 453.5

453.5
先端 454 454 454.0
後端 453 454 453.5

453.8

供試体No 測定位置 巻き数
外径(mm)

①

②

7.42 0.49

0.505.12243

15.0 354

10.2

 

 

 

 

 

表-4.11 PVC 部材の物性値 20 

項目 ＥＸ工法 
下水道用硬質塩化 

ビニール管 

引張強度（短期）(N/mm2) 42 49～54 

引張破断伸び（％） 100 50～150 

曲げ強度（短期）(N/mm2) 64 以上 78.5～98.1 

曲げ弾性係数（短期）(N/mm2) 2000 以上 2700～3000 

曲げ弾性係数（長期） 1250 以上 - 
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図-4.118 コイルバネの測定方法 
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図-4.119 供試体 No1 のコイルバネの測定結果 

固定部の幅

引張力（kgf） 

ばねばかり 

傾き：傾き：傾き：傾き：1.6981.6981.6981.698    
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図-4.120 供試体 No2 のコイルバネの測定結果 

 

 

4.74.74.74.7    新工法の耐震補強の動的解析による安全性照査新工法の耐震補強の動的解析による安全性照査新工法の耐震補強の動的解析による安全性照査新工法の耐震補強の動的解析による安全性照査    

 第 2 章、第 3 章では詳細を説明した耐震対策の新工法は偏平試験と埋設実験による常時

荷重や活荷重などの荷重に対しての検証を行ったが、この試験だけでは耐震性能に関して

の照査が十分とはいえない。本節では、新工法の耐震補強の軸方向に対する耐震実験とシ

ールドトンネルを対象に新工法を用いて耐震補強を実施した場合、レベル 2 地震動を入力

し 3 次元有限要素法による動的解析を実施し、耐震性の安全性を検証する。解析モデルと

しては、軸方向に関してはPVC製のライニング材とGFRP製のコイル部材の2層モデルとPVC

製のライニング材のモデル、軸直角方向に関しては PVC 製のライニング材と GFRP 製のコイ

ル部材の 2層モデルに関して解析を実施した。 

 

4.7.14.7.14.7.14.7.1    新工新工新工新工法の耐震対策の軸方向の地震応答法の耐震対策の軸方向の地震応答法の耐震対策の軸方向の地震応答法の耐震対策の軸方向の地震応答    

本節で実施する 3 次元有限要素法による解析では、前節の図-4.14 に示したレベル 2 地震

動をトンネル軸方向（Y軸方向）に入力し、新工法を用いて立坑を有するシールドトンネル

の耐震補強を実施した際をモデルケースとし、新工法のレベル 2 地震動に対する耐震安全

性照査を実施する。 



 197 

現行の自立管に対する耐震性能照査では、レベル２地震動に関しては、部材に生じる応力

xσ ≦終局限界引張強度を満足するように設計を行う必要がある。図-4.121～4.136 はレベ

ル２地震動を入力した際の GFRP と PVC 部材に生じるミーゼス応力の分布図を示している。

表-4.13 は GFRP、PVC 部材に生じる応力の最大値を示したものである。 

GFRP、PVC の終局限界曲げ強度は、表-4.12 に示すように、それぞれ 150N/mm2、64N/mm2

である。レベル２地震動を外力として与えたときに GFRP と PVC に生じる応力は、表-4.13

に示すように GFRP の上端、下端でそれぞれ 53.01N/mm2、51.15N/mm2となり、PVC の上端、

下端でそれぞれ 3.53N/mm2、3.44N/mm2となる。 

したがって、今回のモデルケースに対しては、GFRP、PVC の終局限界曲げ強度がレベル２

地震動により生じる応力以下であることから、レベル２地震動に対して GFRP、PVC 部材と

もに安全であり軸方向破壊には至っていないものと考えられる。 

また、本研究で用いた解析モデルは、コイル形状の GFRP と PVC とが一体構造となってい

ないことから、部材間にジョイント要素を挿入し部材間の摩擦力を考慮したモデル作成す

る必要がある。しかし、第 2章、第 3章では PVC と GFRP を一体構造として解析を実施した

結果、偏平試験と埋設実験の結果はほぼ整合性が取れるという結果となり、本節において

も PVC と GFRP を一体としたモデルで解析を実施したとしても、解析精度は高いと考えられ

る。したがって、レベル２地震動を入力することにより更生材に生じる応力が、終局限界

引張強度以下であることから、PVC と GFRP を用いた新工法が軸方向のレベル２地震動に対

する耐震安全性が立証できた。 

 

表-4.12 GFRP、PVC 部材の強度 

項目 GFRP(N/mm2) PVC(N/mm2) 

引張弾性係数（短期）Et 30000 2000 

圧縮弾性係数（短期）E 15000 1500 

曲げ弾性係数（短期）Eｍ 30000 2000 

使用限界引張強度 

（＝短期引張強度÷安全率 5） 
20 8.4 

終局限界引張強度（＝短期引張強度） 100 42 

終局限界圧縮強度（＝短期圧縮強度） 80 51 

終局限界曲げ強度（＝短期曲げ強度） 150 64 

 

表-4.13 GFRP、PVC 部材に生じる応力 

項目 GFRP(N/mm2) PVC(N/mm2) 

上端 53.01 3.53 

下端 51.15 3.44 
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図-4.121 GFRP の上端ミーゼス応力分布図 

 

 

 

 

 図-4.122  YZ 面から見た GFRP の上端ミーゼス応力分布図 
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図-4.123  XY 面から見た GFRP の上端ミーゼス応力分布図 

 

 

 

 

 

 

図-4.124  XY 面から見た GFRP の上端ミーゼス応力分布図 
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図-4.125 GFRP の下端ミーゼス応力分布図 

 

 

 

 

 

 

図-4.126 YZ 面から見た GFRP の下端ミーゼス応力分布図 
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図-4.127 XY 面から見た GFRP の下端のミーゼス応力分布図 

 

 

 

 

 

 図-4.128  XY 面から見た GFRP の下端ミーゼス応力分布図 
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図-4.129 PVC の上端ミーゼス応力分布図 

 

 

 

 

 

 

図-4.130 YZ 面から見た PVC の上端のミーゼス応力分布図 
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図-4.131 XY 面から見た PVC の上端のミーゼス応力分布図 

 

 

 

 

 

 

図-4.132 XY 面から見た PVC の上端のミーゼス応力分布図 
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図-4.133 PVC の下端ミーゼス応力分布図 

 

 

 

 

 

 

図-4.134  YZ 面から見た PVC の下端のミーゼス応力分布図 
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図-4.135 XY 面から見た PVC の下端のミーゼス応力分布図 

 

 

 

 

 

 

図-4.136 XY 面から見た PVC の下端のミーゼス応力分布図 
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4.7.24.7.24.7.24.7.2    新工法の耐震対策の軸直角方向の地震応答新工法の耐震対策の軸直角方向の地震応答新工法の耐震対策の軸直角方向の地震応答新工法の耐震対策の軸直角方向の地震応答    

前節では、新工法の耐震対策の軸方向の地震応答を実施したが、本節では前節の図-4.14

に示したレベル 2地震動をトンネル軸直角方向（X軸方向）に入力し、新工法を用いて立坑

を有するシールドトンネルの耐震補強を実施した際をモデルケースとし、新工法のレベル 2

地震動に対する耐震安全性照査を実施する。 

現行の自立管に対する耐震性能照査では、レベル２地震動に関しては、部材に生じる応

力 xσ ≦終局限界引張強度を満足するように設計を行う必要がある。図-4.137～152 はレベ

ル２地震動を入力した際の GFRP と PVC 部材に生じるミーゼス応力の分布図を示している。

表-4.14 は GFRP、PVC 部材に生じる応力の最大値を示したものである。 

GFRP、PVC の終局限界曲げ強度はそれぞれ、前節で示したように 150N/mm2、64N/mm2であ

る。レベル２地震動を外力として与えたときに GFRP と PVC に生じる応力は、GFRP の上端、

下端でそれぞれ 43.24 N/mm2、34.70 N/mm2となり、PVC の上端、下端でそれぞれ 2.79 N/mm2、

2.33 N/mm2となる。 

したがって、今回のモデルケースに対しては、GFRP、PVC の終局限界曲げ強度がレベル２

地震動により生じる応力以下であることから、レベル２地震動に対して GFRP、PVC 部材と

もに安全であり軸直角方向破壊には至っていないものと考えられる。 

また、本研究で用いた解析モデルは、コイル形状の GFRP と PVC とが一体構造となってい

ないことから、部材間にジョイント要素を挿入し部材間の摩擦力を考慮したモデル作成す

る必要がある。しかし、第 2章、第 3章では PVC と GFRP を一体構造として解析を実施した

結果、偏平試験と埋設実験の結果はほぼ整合性が取れるという結果となり、本節において

も PVC と GFRP を一体としたモデルで解析を実施したとしても、解析精度は高いと考えられ

る。したがって、レベル２地震動を入力することにより更生材に生じる応力が、終局限界

引張強度以下であることから、PVC と GFRP を用いた新工法が軸直角方向のレベル２地震動

に対する耐震安全性が立証できた。 

 

 

表-4.14 GFRP、PVC 部材に生じる応力 

項目 GFRP(N/mm2) PVC(N/mm2) 

上端 43.24 2.79 

下端 34.70 2.33 
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図-4.137 GFRP の上端ミーゼス応力分布図 

 

 

 

 

 図-4.138  YZ 面から見た GFRP の上端ミーゼス応力分布図 
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図-4.139  XY 面から見た GFRP の上端ミーゼス応力分布図 

 

 

 

 

図-4.140  XY 面から見た GFRP の上端ミーゼス応力分布図 
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図-4.141 GFRP の下端ミーゼス応力分布図 

 

 

 

 

図-4.142 YZ 面から見た GFRP の下端ミーゼス応力分布図 

 

 

 



 210 

 

 

図-4.143 XY 面から見た GFRP の下端のミーゼス応力分布図 

 

 

 

 

 図-4.144  XY 面から見た GFRP の下端ミーゼス応力分布図 

 

 



 211 

 

図-4.145 PVC の上端ミーゼス応力分布図 

 

 

 

 

 

図-4.146 YZ 面から見た PVC の上端のミーゼス応力分布図 
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図-4.147 XY 面から見た PVC の上端のミーゼス応力分布図 

 

 

 

 

図-4.148 XY 面から見た PVC の上端のミーゼス応力分布図 
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図-4.149 PVC の下端ミーゼス応力分布図 

 

 

 

 

図-4.150  YZ 面から見た PVC の下端のミーゼス応力分布図 
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図-4.151 XY 面から見た PVC の下端のミーゼス応力分布図 

 

 

 

図-4.152 XY 面から見た PVC の下端のミーゼス応力分布図 
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4.84.84.84.8    結論結論結論結論    

 本研究では立坑を有するシールドトンネルの軸直角方向、軸方向の震動特性を明らかに

し、接続部におけるねじれ応力および軸応力の評価を行った。その結果、軸方向、軸直角

方向ともにねじれ応力、軸応力では破壊には至らなかったが、立坑接続部付近にて応力集

中が生じていることは明らかである。 

 軸直角方向に地震動を入力した場合、立坑接続部付近から立坑から 7m 程度離れた位置の

間までにおいて、Ｘ軸方向、Ｙ軸方向の相対変位が小さくなっている。これは、シールド

トンネルの回転変形が立坑のロッキングと相殺し、立坑により変位が拘束されているから

である。また、軸ひずみに関しても 7m離れた位置と立坑接続部付でねじれるような大きな

せん断応力が生じている。したがって、シールドトンネルの耐震対策を実施する際には、

立坑接続部付近から立坑から 7m 程度離れた位置において耐震対策を実施する必要がある。 

軸方向に地震動を入力した場合、立坑から 7m 程度離れた位置において、Ｚ軸方向の相対

変位が最も大きくなり、Ｙ軸方向の相対変位は立坑接続部付近から立坑から 7m程度離れた

位置でＹ軸方向の相対変位が増加傾向にある。また、軸ひずみに関しては、接合部近傍か

ら少し離れた 1.5m～2.0m の位置で正負反対のせん断みずみが発生しており、シールドトン

ネルの回転運動と立坑のロッキングの影響によりねじれが生じていることがわかる。 

 したがって、本研究のように立坑を有するシールドトンネルの耐震対策を効率的に実施

していくには、立坑接続部付近だけではなく、立坑から 7m程度離れた位置の間においても

耐震対策を実施する必要がある。具体的な対策に関しては、シールドトンネルの回転運動

と立坑のロッキングの影響によりねじれが生じていることから、可とう製の管きょやセグ

メントの外側にシリコンーン系の免震層を設置することによりねじれが発生しないような

構造にする必要がある。 

今回は 1つの地震動と 1つのモデルでの解析結果だったため、ケーススタディを増やし、

立坑接続部での破壊メカニズムをより明らかにする必要がある。また、異種構造物間の耐

震性能や照査基準は明らかになっておらず、水道施設耐震工法指針・解説 38)においても図

-4.150 の耐震設計フローに示したように、現在は立坑・シールドトンネルにそれぞれ個別

に耐震設計を行っている。しかし、本研究で示したように立坑接続部ではシールドトンネ

ルの応力集中が生じる．したがって立坑とシールドトンネルを一体のモデルと考えた耐震

設計フローが必要であり、その耐震設計フローを確立するためにも異種構造物間の限界状

態ならびに損傷状態および横断・縦断面に対する照査基準を明らかにする必要がある。そ

のため、今後は本研究で取り扱ったような立坑を有したシールドトンネルの動的解析を積

極的に行い、照査基準を明らかにすることが望まれる。 

また、GFRP と PVC を用いた新工法の耐震安全性に関しては、耐震実験と有限要素法による

解析により検証を実施した。耐震実験では、レベル 2 地震動に対する耐震安全性の照査と

して、レベル 2地震動によって生じる地盤の永久ひずみによる抜け出し量の 1.5％に相当す

る軸方向の変位量(ヒューム管の有効延長 2430mm×0.15＝36.45mm)を作用させると、コイル
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やライニングが破断や破損が生じる箇所は存在せず、本研究で考案した新工法は、レベル 2

地震動に対して安全であることが実証できたといえる。解析関しては、レベル２地震動を

入力することにより更生材に生じる応力が、終局限界引張強度以下であることから、PVC と

GFRP を用いた新工法がレベル２地震動に対する耐震安全性が立証できた。 

 

 

 

図-4.153 シールドトンネルと立坑の耐震設計フロー38) 
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第第第第 5555 章章章章    地中埋設管地中埋設管地中埋設管地中埋設管の地震リスク評価の地震リスク評価の地震リスク評価の地震リスク評価    

 

5.15.15.15.1    概要概要概要概要    

上下水道、地下鉄、高速道路などを中心とするライフライン施設は公益性が高く、多く

は社会資本に属するものである。地震により構造物が被災すると、補修・補強、再構築費

用等の損失に加え、上記の施設が利用できないことによる社会的損失等々、社会に与える

影響は甚大であると推測される。そのため、高水準の安全性が必要不可欠であるが、発生

確率は低く、大規模な被害を与える大地震を意識して耐震性能の水準を合わせることは経

済的に効率が悪いといえる。 

以上のような背景をもとに、ライフライン施設に潜在するリスク性状を定量的、客観的

に評価する手法が、研究者たちによって指摘され始めている。しかし、ライフライン施設

の地震リスクを実施する際、被災した地中埋設管の損失コストの算出が正確に評価されて

いないのが現状である。 

 本研究では、下水道管路施設を対象とした地震リスクの算出を開削工法により敷設され

た小口径管路とシールド工法により敷設された大口径管路を対象として被災した地中埋設

管の補修・補強、再構築費用等の損失額、機能不全による営業損失、下水道施設を使用で

きないことにより生じるユーザー損失を算出し、これらの情報を基に地中埋設管の地震リ

スクマネジメントを実施し、地中埋設管の耐震性能が損失コストに与える影響を考察する。 

 

 

5.25.25.25.2    地中埋設管の地震リスク評価の流れ地中埋設管の地震リスク評価の流れ地中埋設管の地震リスク評価の流れ地中埋設管の地震リスク評価の流れ    

 本節では、まず、地震リスクの定義を行い、次に本研究での地震リスクマネジメネトの

フローに関して検討する。5.2.1 節では地震リスクの定義、5.2.2 節では、本研究で行なう

地震リスクマネジメント手法のフローを示す。 

 

5.2.15.2.15.2.15.2.1    地震リスクの定義地震リスクの定義地震リスクの定義地震リスクの定義    

「リスク」とは、一般的に、「ある行動を行なうことにより、危険に遭遇する可能性や損

失が発生する可能性」と解釈されており、以下にリスクを定義したものを列挙する。 

 

・ 金融工学では、金銭的な損失が発生する確率 (Probability of loss) 

・ 防災工学では、地震、台風、災害などの危険事象を発生させる集合 (Hazard) 

・ 環境経済学では、不都合な事柄が発生する大きさ、つまり損失が発生する確率 

(Probability of loss) 

・ 発生の可能性を考慮せず、単に損失を示すこと (Loss)  

・ 損失と発生確率の積、つまり期待損失（Expected loss） 
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上記のように、リスクの定義は、分野、領域によって様々な定義がされている。 

参考文献 17）によれば、地震リスク分析では、確率的手法を用いて分析が行なわれており、

その多くは損失の期待値つまり期待損失を用いてリスクを評価している。本研究では、リ

スクを「期待損失（Expected loss）」として取り扱い、地震リスク分析を実施する。した

がって、リスクは以下のように定義することができる。 

 

リスク )(R ＝損失の発生確率 )(P ×損失 )(C    （5.1） 

 

ここで、Rは期待損失、Pは発生確率、Cは損失額を表す。 

また、被害形態に応じて複数の損失が存在することから、それぞれの事象で生起するリス

クを合計することで、解析対象に関するリスクを算出することができる。 

 

∑∑
==

×==
n

i

ii

n

i

i CPRR
11

     （5.2） 

 

5.2.25.2.25.2.25.2.2    地震リスクマネジ地震リスクマネジ地震リスクマネジ地震リスクマネジメントメントメントメント    

 リスクマネジメントとは、「被害や損失が発生する前に、科学的にそれらを分析して、損

失を未然に最小に抑える。」という危機管理のことである。これは、1927 年の世界恐慌を機

にアメリカの保険分野から発し、1950 年代には多岐にわたる分野に広まりその考え方が展

開された。 

リスクマネジメントの具体的な手法としては、第 1 にリスク分析を行い、第２に損失の

大きさ発生確率を評価し、第 3にリスクを低減する方策を検討し、実行することである。 

 

5.2.35.2.35.2.35.2.3    地震リスク評価の流れ地震リスク評価の流れ地震リスク評価の流れ地震リスク評価の流れ    

図 5.1 に、本研究で実施する地中埋設管の地震リスクマネジメントの評価フローを示す。 

地震危険度評価では、解析対象地域における地震カタログを用いて、解析対象地域にお

いて基盤最大加速度α (gal)以上の地震動が発生する確率つまり年超過確率と基盤最大加

速度の対応関係を示す地震ハザードの評価を実施する。 

解析対象構造物の耐震性能評価では、本研究で採用した解析対象構造物のモデル化につ

いて説明し、「土木学会シールドトンネルの耐震検討」29）などを参考に、保有性能及び終局

時の状態などの耐震性能、損傷過程を示すキャパシティースペクトルの算出を実施する。

解析対象構造物の耐震性能から知りえた限界状態変位（降伏変位、終局変位）を用いて限

界状態発生確率を求め、その確率と基盤最大加速度との関係を結びつけることによって地

震損傷度曲線（Fragility Curve）を得ることができる。そして、地震損傷度曲線から限界

状態間の発生確率、つまり損傷レベル発生確率へ変換することができる。一方、損失額予

測では、兵庫県南部地震など既往の地震被害調査を基に復旧日数、復旧費用等の情報を提
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示する。 

解析対象構造物の性能評価が終了すると、次のステップではイベントツリー解析を実施

する。イベントツリー解析とは、ある事象、つまり地震動が発生した際、発生する被害要

因を想定し、それぞれの経路の発生確率、損失額を算出する解析手法のことである。イベ

ントツリー解析を実施することで、損失額と損傷レベル発生確率、地震予想最大損失額

（Probable Maximum Loss PML）、地震予想最大損失額と基盤最大加速度の関係（損失関数）

を評価することができる。 

最終段階では、地震危険度解析から得られた地震ハザード曲線と解析対象構造物の性能

評価から算出した損失関数を重積ることで地震動の不確実性を考慮した損失額の超過確率

を算出し、地震リスク評価が実施できる。 

 以上のように、フローは大きく 3 つに分けられる。すなわち、地震危険度解析、地中埋

設管の耐震性能評価、そして地震リスク評価である。以下、手順を追って各節で説明する。 
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図-5.1 地震リスクマネジメントの評価フロー 

解析対象地域、構造物の選定 

 

地震危険度解析 

地震ハザード曲線算出 

イベントツリー解析 

 
PMF（Probable Mass Function）算出 

PML（Probable Maximum Loss）算出 

損失関数（Damage Function）算出 

地震リスク評価 

 
地震リスクカーブ 

 

 

 

解析対象構造物の性能評価 

解析対象構造物の 

耐力曲線 
損失額予測 

解析対象構造物の 

最大応答変位算出 

地震損傷度曲線算出 

（Fragility Curve） 

損傷レベル発生確率算出 
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5.35.35.35.3    地震危険度解析地震危険度解析地震危険度解析地震危険度解析    

 本説では、解析対象地域、解析対象地域における地震歴史データの解析を実施し、地震

動の年超過確率、基盤最大加速度の関係から算出される地震ハザードについて検討する。

5.3.1 節では解析対象地域、5.3.2 節解析対象構造物、5.3.3 節では地震歴史データ、5.3.4

節では解析対象地域の地震ハザードの算出についてそれぞれ示す。 

 

5.3.15.3.15.3.15.3.1    解析対象地域解析対象地域解析対象地域解析対象地域    

解析対象地域は、図-5.2に示すように大阪府の北東部にあり大阪市と京都市のほぼ中間

に位置する大阪府高槻市（緯度34.5度、経度135.3度）とした。この解析対象地域とした大

阪府高槻市は、有馬高槻構造線が東西に走る地域であり、当断層が活動したときの被害は

甚大になると予想される。また、当断層は700～800年周期に断層が活動を繰り返している

こと明らかとなっており、さらに最新の活動期からすでに700年以上が経過し、直下型地震

の発生が懸念されている。 

また、分析対象地域の地盤条件は、図-5.3の土質分布図42)示すように砂層と礫から成る洪

積地盤及び沖積地盤であり、やや地盤が緩いⅡ種地盤であることがわかる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図5.2 解析対象地域概略図45) 
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図-5.3 解析対象地域の土質分布図 42） 

 

 

5.3.25.3.25.3.25.3.2    解析対象構造物解析対象構造物解析対象構造物解析対象構造物    

解析対象構造物は、開削工法により敷設されたφ450mmの小口径管路（枝線）とφ1800mm

のシールド工法により敷設された大口径管路（幹線）を解析対象構造物とする。 

 

5.3.35.3.35.3.35.3.3    歴史地震カタログ歴史地震カタログ歴史地震カタログ歴史地震カタログ    

 大阪府高槻市（緯度34.5度、経度135.3度）における歴史地震カタログは、抽出期間1200

年、対象半径300ｋｍを抽出条件とし、表5.1に示すようにＭ5～7.5までの歴史地震96個を

分析対象とした43）。解析対象地域における基盤最大加速度をマグニチュードと震央距離の

関係から評価するものとして様々な距離減衰式が提案されているが、本研究においては道

路橋示方書耐震設計Ⅴ44）に従って算出した。最大加速度 Hamax
(gal)の距離減衰式は以下のよ

うな式となり、上段から表-5.2に示したⅠ種、Ⅱ種、Ⅲ種地盤に対応している。 

 

　　218.1
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=
M

M

M

Ha    （5.3） 

 

ここで、M は地震のマグニチュード、Δは震央距離（km）を表す。 

また、表5.2に示す耐震設計上の地盤種別（Ⅰ、Ⅱ、Ⅲ種）は、道路橋示方書耐震設計編Ⅴ

に従い、以下の式により算出する特性値に基づいて算出した。 
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ここで、 GT は地盤の特性値（s）、 iH は番目の地層高さ（m）、は番目の地層平均せん断弾性

波速度（m/s）、は該地盤が地表面から耐震設計上の基盤面までn層に区分されるときの i地

表面から i番目の地層番号を表す。 

 

 

表-5.1 解析に用いた地震歴史データ 43） 

西暦（年） Ｍ 被害分布 緯度 経度 
距離 

（km） 

地盤状態 

（Ⅰ、Ⅱ、Ⅲ種） 

加速度

(gal) 

715 6.8 近畿地方 34.7 137.3 200 3 33.9 

715 7 中部地方 35.2 136.8 148 2 65.5 

745 7.9 近畿地方 35.4 136.5 121 2 153.2 

827 6.8 近畿地方 35 135.75 22 2 253.9 

868 7 近畿地方 34.8 134.8 84 2 112.7 

868 7 近畿地方 34.7 134.8 78 3 96.2 

880 7 中国地方 35.3 133.2 259 2 36.3 

938 7 近畿地方 35.1 135.4 26 2 266.5 

976 6.7 近畿地方 34.8 135.7 22 3 194.5 

1070 6.3 近畿地方 34.7 135.7 24 3 147.7 

1091 6.4 近畿地方 34.6 135.7 27 3 144.7 

1185 7.4 近畿地方 35 135.8 60 2 200.6 

1185 7.4 近畿地方 35.1 135.4 26 2 355.6 

1317 6.8 近畿地方 35.1 135.4 26 2 230.8 

1325 6.5 近畿地方 35.5 136 79 2 83.5 

1331 7 近畿地方 33.6 135.2 101 3 76.4 

1350 6 近畿地方 35.1 135.4 26 2 129.6 

1360 7.8 近畿地方 33.3 136.2 142 3 89.1 

1425 6 近畿地方 35.1 135.4 26 2 129.6 

1449 6.1 近畿地方 35.1 135.4 26 2 139.3 

1494 6 近畿地方 34.5 135.8 41 3 87.4 

1498 8.3 中部地方 34.8 137 167 3 102.6 

1510 7 近畿地方 34.6 135.6 50 1 154.4 

1510 6.8 近畿地方 34.5 135.4 26 3 189 
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1579 6 近畿地方 34.5 135.4 26 3 116 

1586 7.8 近畿地方 36 136.8 173 2 99.3 

1586 7.8 中部地方 36.1 136.7 169 2 102 

1596 7.5 近畿地方 34.6 135.5 16 3 371.6 

1597 6 近畿地方 34.6 135.5 16 3 148.8 

1639 6 近畿地方 36.1 136.2 129 3 32.7 

1639 6 中部地方 36 136 110 2 42.6 

1640 6.5 近畿地方 36.3 136.3 149 2 45.5 

1640 6.5 中部地方 36.3 136 131 2 51.5 

1662 7.4 近畿地方 35.2 135.8 46 2 246.3 

1686 6.8 近畿地方 34.6 137.3 201 3 33.8 

1686 6.8 中部地方 34.8 137.4 211 2 39.1 

1710 6.5 中国地方 35.4 133.8 195 2 34.3 

1711 6.3 中国地方 35 133.9 179 2 32.6 

1715 6.8 近畿地方 35.4 136.6 131 2 64 

1715 5.8 近畿地方 35.1 135.4 26 2 112.2 

1718 7 中部地方 35.3 137 172 2 56.3 

1725 6 中部地方 36.5 136.3 161 2 29.2 

1789 7 近畿地方 33.8 134.2 165 3 47 

1789 7 中国地方 33.5 134.3 169 1 51 

1796 5.5 近畿地方 35.7 134.2 161 1 25.3 

1799 6 中部地方 36.7 136.8 209 1 24.8 

1802 6.8 近畿地方 35.2 136.4 105 1 73.9 

1815 6 中部地方 36.5 136.5 175 2 26.9 

1819 7.3 近畿地方 35.3 136.3 97 1 101.6 

1826 6 近畿地方 36.2 137.2 219 2 21.1 

1826 6 中部地方 36.2 137.2 219 2 21.1 

1830 6.5 近畿地方 35.1 135.4 26 2 185.9 

1830 6.5 近畿地方 35.1 135.4 26 2 185.9 

1833 6.3 近畿地方 35.5 136.6 134 2 43.6 

1854 7.3 近畿地方 35.7 136 90 2 130.9 

1855 6.8 近畿地方 36.2 136.9 191 2 43.5 

1855 6.8 中部地方 36.3 136.8 187 2 44.5 

1855 7.3 中部地方 34.7 136.8 145 3 64.4 

1857 6.3 中部地方 35 137.1 179 3 28.2 
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1858 7.1 中部地方 36.1 137.1 206 1 43.5 

1861 6 近畿地方 34.7 137 167 2 28.2 

1861 6 中部地方 35 137 168 3 25.1 

1892 6.4 中部地方 37 136.6 213 1 29.6 

1898 5.8 中部地方 35.5 138.2 305 2 12.8 

1899 7 近畿地方 34 136.1 92 2 103.7 

1900 5.8 中部地方 35.8 136 97 2 41.7 

1903 5.5 中部地方 36.2 137.8 279 1 14.1 

1906 6.2 近畿地方 33.8 135.2 86 3 54.3 

1908 5.8 中部地方 35.8 138.8 376 2 10.1 

1909 6.8 近畿地方 35.5 136.3 105 2 79.5 

1916 6.1 近畿地方 34.5 135 60 3 69.1 

1917 6.3 中部地方 35 138 279 2 20.2 

1918 6.5 中部地方 36.5 138 309 3 17.7 

1918 6.1 中部地方 36.3 138 302 2 16 

1924 5.9 近畿地方 33.8 135.3 82 3 47 

1925 5.8 中国地方 35.8 133.7 215 2 18.7 

1930 6.3 中部地方 36.3 136.2 142 2 41.2 

1933 6 中部地方 37 136.8 227 1 22.7 

1934 6.3 中部地方 35.7 137 181 2 32.1 

1936 6.9 近畿地方 35.7 135.8 79 2 111.1 

1936 6.4 近畿地方 34.5 135.8 41 2 130.3 

1948 7.2 中国地方 35.4 134.2 152 2 73.5 

1948 6.2 中国地方 35.4 134.2 152 2 35.8 

1948 6.3 中部地方 36.3 136.2 142 1 42.9 

1952 6.8 近畿地方 34.3 135.8 52 3 119.8 

1952 6.5 中部地方 35.5 136.2 96 2 69.9 

1955 5.5 中国地方 35.3 134 172 1 23.8 

1955 6.4 四国地方 34.7 134.6 100 2 62.1 

1965 6.1 中部地方 35.9 138 291 1 18.1 

1969 6.6 中部地方 35.8 137 185 2 39.1 

1978 4.7 中部地方 36 136.2 123 2 15 

1986 5.6 近畿地方 35.3 135.3 45 1 82.6 

1989 5.4 中国地方 35.2 134 170 1 22.8 

1995 7.2 近畿地方 34.6 135.1 47 3 164 
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1996 4.9 中部地方 35.9 136.5 141 2 15.1 

1997 5.8 中部地方 35.8 137.8 268 1 17.1 

平均発生間隔 地震の発生率 地震発生回数 抽出期間 

（回/年） （回/年） 

96 1186 12.4 0.1 

 

 

表-5.2 耐震設計表の地盤種別 44） 

地盤種別 地盤特性値 GT （ｓ） 

Ⅰ種 2.0<GT  

Ⅱ種 6.02.0 <≤ GT  

Ⅲ種 GT≤6.0  

 

 

5.3.45.3.45.3.45.3.4    地震ハザード曲線地震ハザード曲線地震ハザード曲線地震ハザード曲線    

 地震ハザード評価とは、解析対象地点における地震動の強さを確率論的手法に基づき評

価するものであり、マグニチュードと震源距離から距離減衰式により算出される水平最大

加速度と歴史地震カタログから算出される加速度ごとの年超過確率の関係をそれぞれ縦軸、

横軸にプロットしたものである。ただし、年超過確率とは、地震発生時の解析対象地点に

おける最大加速度がある値を超える確率を１年あたりで算出したものである。基になるデ

ータは地震カタログや活断層データなどがあるが、本研究においては、最大加速度の年超

過確率を算出するには歴史地震カタログを用いて評価した。 

 本研究における地震ハザード曲線の作成には、河角の方法39）を採用し、ランダムな震源

を対象としていることから確率過程はポアソン分布に従うこととする。ここで、河角の方

法とは、歴史地震カタログや活断層データから水平最大加速度の年超過確率を算出するも

のである。算出手順は、解析対象地域の歴史地震カタログから地震発生回数、抽出期間 nT を

求め、次に抽出期間 nT を地震発生回数nで除すことにより平均発生間隔 RT が求まる。 

 

n

T
T n

R =      (5.5) 

 

また、平均発生期間 RT の逆数は、地震の年発生率ν となる。 

 

RT

1
=ν       (5.6) 
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超過確率Pは、歴史地震カタログからある最大加速度α 以上となる地震回数 )(αn を抽出期

間内に発生したトータルの地震回数で除したものとなる。 

 

n

n
P

)(α
=     (5.7) 

超過確率と年発生率をかけあわせることによって年超過確率 pが算出される。したがって、

最大加速度と年超過確率関係を示す地震ハザード曲線を作成できる。 

 

Pp ⋅=ν      (5.8) 

 

河角の手法を用いて算出した解析対象地域における地震危険度評価を表-5.3、地震ハザー

ド曲線を図 5.4 に示す。例えば、基盤最大加速度 150（gal）より大きな地震が１年間に解

析対象地域において発生する確率は 0.01 となる。 

 

表-5.3 解析対象地域における地震危険度評価 

最大加速度 地震回数 超過確率（P＞gal） 年超過確率 

0 96 1.000 1.000 

100 31 0.323 0.026 

200 7 0.073 0.006 

300 2 0.021 0.002 

400 0 0.000 0.000 

500 0 0.000 0.000 

600 0 0.000 0.000 
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図-5.4 解析対象地域における地震ハザード曲線 

 

5.3.55.3.55.3.55.3.5    地震動の不確地震動の不確地震動の不確地震動の不確実性実性実性実性    

 地震動の不確実性としては、距離減衰式による基盤最大加速度α の推定誤差が存在する。

式（5.3）に示した距離減衰式は最大地震動の平均的な推定値を与えるものであり、実測値

は推定値のまわりにばらついている。本研究においては基盤最大加速度α を確率変数とし

たとき、基盤最大加速度α の平均値と標準偏差を mσ 、 ασ とし、 Xln の平均値 aλ と標準

偏差 aς をパラメーターとする対数正規分布でモデル化した。確率密度関数を ),;( αα ζλαh
と表記し、式（5.9）に示す。 aλ 、 aς は式（5.9）、式（5.10）により mα 、 ασ と関係付

けられている。 

( )


















 −
−=
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1
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αα δ
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αδπ
ζλαh    （5.9） 

ここで、 

  2

2

1
ln αα ζδλ −= m      （5.10） 
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2

1ln
mσ

σ
ζ α
α      （5.11） 

 

地震動の不確実性は、地震リスクカーブを算出する際、地震動の不確実性を考慮した損

失額の超過確率を定量的に評価するために用いる。 
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5.45.45.45.4    地中埋設管の耐震性能評価地中埋設管の耐震性能評価地中埋設管の耐震性能評価地中埋設管の耐震性能評価    

本節では、地中埋設管の地震リスク評価を実施する際の解析対象管路の耐震性能につい

て検討を実施する。解析対象管路は、小口径管路に関しては鉄筋コンクリート管（下水道

協会規格ＪＳＷＡＳ規格）40)とし、大口径管路に関しては鉄鋼製のセグメントを使用したシ

ールドトンネルを対象とする。 

 

5555....4444....1111 地中埋設管の解析対象モデル地中埋設管の解析対象モデル地中埋設管の解析対象モデル地中埋設管の解析対象モデル    

 本研究で解析対象構造物に関しては、小口径管路は第 2 章、第 3 章、第 4 章の実験で取

り扱ったφ450mm の管径を解析対象とし、材質は表-5.4 に示すような鉄筋コンクリート管 B

型 JSWAS A-1 を解析対象モデルとした。鉄筋コンクリート管の照査項目は、縦断方向の継

ぎ手部の抜出し長を照査項目とした。大口径管路のシールドトンネルは、表-5.5 に示すよ

うな鉄鋼製のセグメントを使用した直径φ1800mm を解析対象モデルとした。兵庫県南部地

震などの地下鉄、上下水道、通信関係の地中埋設部の地震被害を分析した結果、φ2000mm

以下であると横断方向のひび割れ、破損等の地震被害が少ないことから、本研究では縦断

方向のセグメントリングの継ぎ手部の目開きを照査項目とし、地震リスク分析を実施する。 

 

表-5.4 下水道用鉄筋コンクリート管 B型 JSWAS A-1 の耐震性能表 40) 

管径 有効長 最大抜出し長 

φ800mm 2.43m 40mm 

 

 

表-5.5 鋼製セグメントの寸法表(mm) 

セグメント外径 セグメント幅 高さ ボルト本数 

φ1800 750 75 18 

 

 

5555....4444....2222 地中埋設管の耐震性能評価地中埋設管の耐震性能評価地中埋設管の耐震性能評価地中埋設管の耐震性能評価    

 前節では鉄筋コンクリート管 B型 JSWAS A-1、シールドのセグメントの解析対象モデルに

について明記したが、本節では鉄筋コンクリート管、シールドの鋼製セグメントの耐震性

能及び地震時の被害区分について示す。 

地中埋設管の縦断方向の耐震設計を実施するには、地中埋設管の軸方向に沿った表層地

盤の地震応答解析を行い、ある地点の表層地盤の地震時挙動を算定し、その応答値を地中

埋設管に作用させることで算出することが可能となる。地中埋設管の耐震設計では、表層

地盤を 1 自由度系に置き換えて解析するケースが多く、縦断方向の耐震耐設計では簡易的

に地震時応答を求めるために、正弦波が地中埋設管を含む水平面内を水平方向に伝播する

とみなすと地震時の地盤変位は下式のように表現することができる。19)、29) 
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H
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2
)(

π
π

=      (5.10) 

 

)(zU h
：地震時応答変位(m) 

z：地表面からの深さ(m) 

VS ：せん断弾性波速度(m/s) 

ST ：表層地盤の固有周期(s) 

h：表層地盤厚(m) 

 

 また、地震動により生じる地盤ひずみは、参考文献 19)よりガス導管耐震設計基準を用い

ると下式のように表すことができる。 

L

zU h

G

)(2π
ε =      (5.11) 

Gε ：地震動により生じる地盤ひずみ 

L：地盤振動の波長 

ここで 

21

212

LL

LL
L =      (5.12) 

 

  
DSsVTL =1

 

BSsVTL =2
 

ST :表層地盤の固有周期 

DSV :表層地盤の平均せん断弾性波速度(m/s) 

BSV :基盤面の地盤の平均せん断弾性波速度(m/s) 

 

また、「土木学会 シールドトンネルの耐震検討 29)」を参考するとシールドトンネルの縦

断方向の耐震設計に関しては、上式で示した地震動により生じる地盤ひずみ Gε は、セグメ

ントリング継ぎ手 1 箇所に発生する地盤変位がセグメント幅に相当する地盤ひずみの総和

として表現することができる。したがって、セグメントにリング継ぎ手に生じる目開き量∆
は、セグメントの幅Bとすると下式のように表現することができる。 

 

BG ⋅=∆ ε       (5.13) 
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ここで、 

Gε ：地震動により生じる地盤ひずみ 

B：セグメントの幅 

 

このセグメントにリング継ぎ手に生じる目開き量∆は、シール材の耐水性能と比較するこ

とで止水性の照査を行うことができる。 

 なお、本研究では、表層地盤を 1 自由度系に置き換えて応答解析を実施しており、応答

地にばらつきがあるため、応答値に補正係数を乗じている。46) 

また、被害区分の設定は、参考文献 29)、40)に示されている判定基準を参考に耐震性能の被

害区分の設定を行う。本研究では、鉄筋コンクリート管に関しては縦断方向の継ぎ手部の

抜出し長を判定基準とし、シールド工法に関してはセグメントリングのリング継ぎ手に生

じる目開きを判定基準とした。「鉄筋コンクリート管の継手ズレ」、「セグメントリングの

リング継ぎ手」に関しては表 5.6、表 5.7 の被害区分のように、a、b、cの３ランクの被害

区分として設定する。また、シールドトンネルが被災することによって生じる３つの被害

区分 a、b、cに関して詳細な被害状況を表 5.8 に示す。 

上記より、表 5.9 に地盤条件とせん断弾性波速度、表 5.10 に地中埋設管の地震動による

抜出し量、図 5.5 に入力地震動の速度応答スペクトル、図 5.6 に地中埋設管の耐力曲線を

示す。  

 

 

表-5.6 鉄筋コンクリート管の被害区分 29) 

被害区分 鉄筋コンクリート管 補修の方法 

a 4cm 以上 新規建設による改築を行う 

b  2～4cm 以上 更生工法による補修を行う 

c 2cm 未満 補修や改良は必要としない 

 

 

表-5.7 シールドトンネルのセグメントの被害区分 29) 

被害区分 セグメント 補修の方法 

a 5mm 以上 更生工法による補修を行う 

b 2～5mm 以上 部分補修を実施する 

c 2mm 未満 補修や改良は必要としない 
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表-5.8 シールドトンネルの機能に対する被害区分  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

被害区分 
機能に対する

被害度の区分 

部材の被害状況から想定されるトンネル

機能の被害状況 
部材の被害状況 

被害度 0 

 

シールドトンネルを構成する各部材の発

生応力度が降伏点または、強度＊2に対し

て 85％以内の弾性範囲内。構造物として

の機能は健全な汲墜に保たれている。 

降伏点、強度の 

85％以内 

c 

被害度Ⅰ 

シールドトンネルを構成する各部材の発

生応力度が許容応力度を超えて降伏点ま

たは強度以内にあり、軽微な補修は必要

とするものの継続して使用することが可

能な状態に保たれている。 

部材の降伏点、強

度以内 

b 被害度Ⅱ 

シールドトンネルを構成する各部材の発

生応力度が降伏点または強度＊2 に達す

るが、部材耐力以内にあり、補修またさ

違補強を行うこと によって構造物とし

ての機能を復旧することが可能な状態に

保たれている。 

部材の耐力以内 

a 被害度Ⅲ 

シールドトンネルを構成する各部材の一

部が最大耐力に達するが、トンネル断面

破壊以内にあり、大規模な補強を実施し

た場合にも構造物の機能を復旧できない

ことが想定される。 

断面の崩壊以内 
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表-5.9 地盤条件とせん断弾性波速度 40) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

No 土質区分 
層厚 

Hi(m) 
平均Ｎ値 

せん断弾性波速度 

Vsi(m/s) 
Hi/Vsi 波長(m) 

1 砂質土 0.5 2 100.794  0.00496  - 

2 砂質土 2.8 5 136.798  0.02047  - 

3 粘性土 1.9 3 144.225  0.01317  - 

4 砂質土 6.0 10 172.355  0.03481  - 

5 粘性土 9.5 2 125.992  0.07540  - 

6 砂質土 4.0 12 183.154  0.02184  - 

合計 - 24.7 - - 0.17066  - 

地盤の特性

値 Tg(s) 
- - - - 0.68262  - 

表層地盤の 

固有周期

Ts(s) 

- - - - 0.85328  - 

表層地盤の 

せん断弾性

波速度 VDS 

- - - 115.789  - - 

基盤面のせ

ん断弾性波

速度 VDS 

- - - 300.000  - - 

L1=TS*VDS - - - - - 98.8 

L2=TS*VBS - - - - - 255.983  

地盤の振動

波波長 L 
- - - - - 142.572  
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表-5.10 地中埋設管の地震動による抜出し量 

地震動による抜出し量(cm) 
基盤最大加速度(gal) 

φ450mm（土被り：8m） φ1800mm（土被り：20m） 

50 0.31775  0.02357  

100 0.63551  0.04713  

150 0.95326  0.07070  

200 1.27102  0.09427  

250 1.58877  0.11784  

300 1.90653  0.14140  

350 2.22428  0.16497  

400 2.54204  0.18854  

450 2.85979  0.21210  

500 3.17755  0.23567  

550 3.49530  0.25924  

600 3.81306  0.28281  

650 4.13081  0.30637  

700 4.44857  0.32994  

749 4.76408  0.35334  

900 5.71959  0.42421  

1100 6.99061  0.51848  

1300 8.26163  0.61275  

1500 9.53265  0.70702  
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図-5.5 入力地震動の速度応答スペクトル 
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図-5.6 地中埋設管の耐力曲線  
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5.55.55.55.5    地震損失コスト地震損失コスト地震損失コスト地震損失コスト評価評価評価評価        

本研究では、地震により被災した地中埋設管の被災度と損失コストの関係を評価するた

めに、過去の地震被災事例を参考に公共下水道の復旧実績から地震損失コストを算出する。 

 さらに、本研究において、地震により被災した管路施設の被災度と損失コストの関係を

評価するために、更生工法の補修補強費用を国土交通省が管理運営している「新技術情報

提供システムＮＥＴＩＳ46)」を基に算出を行う。また、開削工法などの管路施設の新規建設

費用に関しては、参考文献を参考に算出を行う。 

また、本研究において考慮する損失コストは、以下の２つを評価することにする。 

 

・物理的損失 

・機能不全による営業損失 

・ユーザー損失 

 

物理的損失とは、地中埋設管の復旧コストつまり補修費、補強費用を示し、機能不全によ

る営業損失とは、下水道管路施設が地震により被災することで、公営企業が得ることがで

きなくなった営業収入つまり下水道使用料金収入を示す。ユーザー損失とは、下水道管路

施設が地震により被災することで、下水道施設の利用者（ユーザー）が下水道を利用でき

なくなったことにより生じる経済損失を示している 57)。ただし、下水道管路施設について

は、汚水管を対象とし地震リスク評価を実施する。 

 

5.5.15.5.15.5.15.5.1    物理的損失物理的損失物理的損失物理的損失    

物理的損失は地中埋設管の復旧コストつまり、補修費、補強費用、調査費用のみを評価

することにする。 

 開削工法、シールド工法による管きょの1mあたりの復旧コスト46)、48)を表-5.11に示す。ラ

ンクcに判定された場合は、管きょは健全な状態に保たれているため補修費用は発生しない

が、地震発生後にはカメラ・目視による地震被害調査費用が発生するものとする。ランクb

に判定された場合は、鉄筋コンクリート管に関しては上表に示したように軽微な補修は必

要とするものの継続して使用することが可能な状態に保たれており、更生工法による補修

補強を実施するものとする。また、シールドトンネルに関しても、補修補強を実施するこ

とによって構造物としての機能を復旧することが可能である状態であり、止水材によるク

ラック等の部分補修を実施するものとする。ランクaに判定された場合は、管きょが脱却し

ていることにより、継ぎ手部から土砂などが管きょ内に流入し構造物の機能を復旧できな

い状態であるため更生工法による補修補強が不可能であるため開削工法により敷設を行う。

また、シールド工法に関してはセグメントリングのリング継ぎ手の目開きが、構造上問題

であり更生工法による補修補強を実施するものとする。 

 表-5.12 に地中埋設管の補修・補強工法を示す。φ450mm の更生工法には本研究で考案し
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た新工法を採用するものとするが、市場に公開していないために価格が未定であるため、

自立管として性能が同程度である「オールライナー工法」の価格を用いた。φ1800mm の更

生工法には複合管である「ダンビー工法」、止水材には浸透性吸水防止材「マジカルリペラ

ー」、カメラ調査には「グランドビーバーシステム」並び「静止画作製及び編集技術」を採

用し、これらの価格については「新技術情報提供システムＮＥＴＩＳ46)」を参考に算出を行

った。開削工法の工事費用及び経費率は参考文献 48)を参考に算出を行った。ただし、シー

ルド管のセグメント外径はφ1800mm であり 2 次覆工の厚さを考慮すると更生工法の口径サ

イズはφ1500mm となる。 

 また、表-5.13 に示すように、参考文献より東京都下水道局が管理を実施している公共下

水道及び流域下水道の管径別管きょ管理延長を示す。地震リスクの算出にあたっては、東

京都区部をモデルケースとし、東京都区部におけるφ450mm、φ1800mm の延長を参考に補修

費、補強費用、調査費用の物理的損失の算出を実施する。 

 

 

 表-5.11 地中埋設管の補修・補強費（1m あたりの費用）46)、48) 

 

 

表-5.12 地中埋設管の補修・補強工法46)、49) 

 

 

 

 

 φ450mm φ1800mm 

 更生工法 開削工法 止水材 更生工法 
カメラ調査 

管径(mm) φ450 φ450 φ1800 φ1500 - 

工事費(円/m) 50,000 - 32,000 236,000 6,800 

経費込み(1mあたり) 80,000 150,000 59,000 432,000 12,000 

更生工法 

（新工法：φ450mm） 
止水材46) 

更生工法49) 

（ダンビー：φ1800mm） 
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表-5.13  東京都区部の管径別管きょ管理延長50) 

管径（mm）  延長（ｍ） 管径（mm）  延長（ｍ） 

～ 250 6,159,397 ～ 1,200 416,299 

～ 300  2,022,432 ～ 1,500 445,746 

～ 350  1,106,188 ～ 2,000  619,342 

～ 400  957,558 ～ 2,600  381,586 

～ 500 616,184 ～ 2,800  83,483 

～ 600  830,698 ～ 3,000 65,311 

～ 700  585,897 ～ 3,500 124,144 

～ 800  447,758 ～ 4,000 107,010 

～ 900 310,196 ～ 5,000 101,588 

～ 1,000 262,350 合計 15,643,167 
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図-5.7 地中埋設管の補修費用（1mあたりの補修単価） 
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図-5.8 地中埋設管の補修費用（管路延長に対する補修費用） 

 

 

5.5.25.5.25.5.25.5.2    機能不全による営業損失機能不全による営業損失機能不全による営業損失機能不全による営業損失    

 機能不全による営業損失は下水道管路施設が地震により被災することで、下水道管路施

設の機能不全により公営企業が得ることができなくなった営業収入つまり下水道使用料金

収入とする。 

 管路施設の復旧日数に関しては、自治体が管理する管路延長、復旧作業に投入する人員

数などに大きく左右するとともに、下水道は上水道が復旧しない間は使用できないことか

ら、下水道の復旧は上水道の復旧状況に合わせながら実施されることから下水道の復旧日

数を予測することが困難である。そのため、内閣府が発刊した「首都直下地震に係る被害

想定手法について51)」を参考に、応急復旧日数を30日と仮定した。 

下水道の使用量及び使用料金については、東京都下水道局の実績54)と参考文献55)、56)を参

考に算出を行う。本研究では、一世帯5人家族を対象として下水道の使用料金の算出を行う。

給水量と汚水量の関係については、参考文献から浸透・蒸発・漏水などの損失推量が存在

するので給水量のすべてを汚水量にはならないが、実用的には等しいとみなすことができ

る53)。したがって、一世帯5人家族で一月あたりの給水量は、表-5.14が示すように30.6（m3/

世帯・月）52)となり、下水道使用料金は表-5.15が示すように１ｍ3につき170円となる。 

 また、下水道管路の断面によって流下させることができる汚水量が異なることから、小
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口径管路φ450mmと大口径管路φ1800mmに流れ込む汚水量の計算を行う。ただし、下水道管

路施設については、汚水管を対象として算出を行う。参考文献55)、56)を基に、管きょの断面

決定に際しては下記に示す設計流量を用いて算定を行う。 

 

設計流量=排水（集水）面積×単位汚水量(m3/秒/ha)＋地下水＋余裕量    (5.14) 

 

また、余裕量に関しては、計画時間最大汚水量に対して表-5.16のような余裕量を見込む

ものとし、φ1800mmの大口径管路に関しては余裕率を50％とし、管きょ勾配に関しては、

参考文献55)、56)から表-5.17に示すような勾配を用いることとする。 

管きょ内に流れ込む汚水量は、設計流量から余裕量を差し引くこと求めることができ、機

能不全による営業損失は下表に示すような損失額となった。被害区分c、被害区分bの場合

の補修は、下水道を流下させることが可能であることから、機能不全による損失は発生せ

ず、被害度aの場合にのみ、機能不全による損失が発生するものとした。したがって、地震

被害による30日の機能不全による営業損失は、表-5.18に示すようにφ450mmに関しては

3084万円、φ1800mmに関しては109064 万円となる。 

 

 

表-5.14 東京都水道局 平成18年 生活用水実態調査52) 

世帯人員 １人 ２人 ３人 ４人 ５人 ６人以上 

使用水量 

（m3/世帯・月） 
7.8 16.2 21.6 26.3 30.6 35.6 

 

 

表-5.15 東京都下水道局 下水道使用料金表54) 

汚水の種別 排出量(ｍ3) 料率(円) 

一般汚水 8ｍ3以下の分 560 円 

一般汚水 8ｍ3を超え 20ｍ3以下の分 １ｍ3につき 110 円 

一般汚水 20ｍ3を超え 30ｍ3以下の分 １ｍ3につき 140 円 

一般汚水 30ｍ3を超え 50ｍ3以下の分 １ｍ3につき 170 円 

一般汚水 50ｍ3を超え 100ｍ3以下の分 １ｍ3につき 200 円 

一般汚水 100ｍ3を超え 200ｍ3以下の分 １ｍ3につき 230 円 

一般汚水 200ｍ3を超え 500ｍ3以下の分 １ｍ3につき 270 円 

一般汚水 500ｍ3を超え 1000ｍ3以下の分 １ｍ3につき 310 円 

一般汚水 1000ｍ3を超える分 １ｍ3につき 345 円 
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表-5.16 下水道管の断面の余裕率55)、56) 

管径 余裕量 

小口径管：φ200mm～φ600mm 100％ 

中口径管：φ700mm～φ1500mm 50％～100％ 

大口径管：φ1650mm～φ3000mm 25％～50％ 

 

表-5.17 下水道管の代表的な勾配・流速・流量55)、56) 

φ250mm 5.0 0.801 0.039 10 1.135 0.056
φ300mm 4.0 0.823 0.058 8 1.167 0.082
φ450mm 2.5 0.88 0.140 5.5 1.31 0.208
φ600mm 2.2 1.018 0.288 4 1.377 0.389
φ900mm 1.7 1.191 0.758 2.6 1.476 0.939
φ1200mm 1.4 1.317 1.489 2 1.577 1.784
φ1500mm 1.2 1.417 2.504 1.6 1.638 2.895
φ1800mm 1.0 1.459 3.713 1.4 1.728 4.397

管径

汚水管 合流管

流速
(m/s)

勾配(‰)
流速
(m/s)

流量

(m3/s)
勾配(‰)

流量

(m3/s)

 

 

表-5.18 機能不全による営業損失（30日） 

管径 汚水量(m
3
/s)

収入料金
(千万円)

φ450mm 0.070 3
φ1800mm 2.475 109  

 

5.5.35.5.35.5.35.5.3    ユーザー損失ユーザー損失ユーザー損失ユーザー損失    

 ユーザー損失とは、下水道管路施設が地震により被災することで、下水道施設の利用者

（ユーザー）が下水道を利用できなくなったことにより生じる経済損失とする。下水道施

設のユーザー（利用者）としては、住民生活で生じる生活用排水と、都市活動で生じる業

務営業用排水および工場用排水の3 区分が存在する。本研究では、住民生活で生じる生活

用排水（一般家庭の家事に要する水）を排水できないことにより生じる経済損失の算出を

行う。生活用水を排水できないことによる経済損失は、1 人1 日当り被害額原単位（円/人・

日）に排水区域内の被害人口（人）と被害日数（日）を乗じて算定する。1 人1 日当り被

害額原単位の算出に関しては、生活排水を下水道に排水できない状態であることから、日

常生活品の代替品・サービス購入代替行動により水道水を使用しない生活を想定したケー

スを参考に算出を行った58)。表5.19に示すように使用用途別の物品・サービス購入費用から

生活被害原単位の算出を行った。 

 また、φ450mm、φ1800mmそれぞれの排水区域内の計画人口の算出にあたっては、生活汚
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水量原単位を250L/人*日55)、56)として人口の算出を行った。下水道の復旧日数は、前節と同

様に内閣府が発刊した「首都直下地震に係る被害想定手法について51)」を参考に、応急復旧

日数を30日と仮定した。 

 被害区分c、被害区分bの場合の補修は、下水道を流下させることが可能であることから、

機能不全による損失は発生せず、被害度aの場合にのみ、ユーザー損失による損失が発生す

るものとした。したがって、地震被害による30日の下水道施設の利用不可能により生じる

ユーザー損失は、表-5.20に示すようにφ450mmに関しては118千万円、φ1800mmに関しては

4157千万円となる。 

 

表5.19 使用用途別の物品・サービス購入費用58)    

使用用途 代替となる物品・サービス
単価

（円/回）
1人1日当り購入費用

（円/人・日）
　販売価格
（円/個）

販売数量
（1数量/

個）

単価
(1数量当り販売

価格)

携帯トイレ(大用) 550 1 大1回 550 550 1 550

携帯トイレ(小用) 100 4 小4回 400 500 5 100

ウエットティシュ 9 8 トイレ5回+朝昼晩各1回 72 680 80 9

ガム 10 3  朝昼夕各1回 30 100 10 10

ウエットタオル 16 4  朝昼夕各1回 64 480 30 16

シャンプーナップ 16 2 朝夕各1回 32 480 30 16

ボトルドウォータ 100 2 朝食、夕食、各1回 200 100 1 100

弁当 450 3 朝昼夕各1回 1,350 450 1 450

使い捨て下着 300 1  シャツ、パンツ、靴下、各1枚 300 300 1 300

ドライクリーニング 2,000 1 上着上下：1人分 2,000 2,000 1 2,000
洗濯

水洗トイレ

　1人1日当たり使用回数
（回/人・日）

洗面・手洗い

風呂

炊事

- - - - 4998 - - -全体

 

 

表-5.20 ユーザー損失額55)、56) 

φ450mm 0.140 7838 30 4998 118
φ1800mm 3.713 277215 30 4998 4157

被害日数
（日）

1 人1 日当り被害額
原単位（円/人・日）

経済損失額
(千万円)

管径
汚水量

(m
3
/s)

被害人口
（人）

 

 

5.65.65.65.6    解析対象地点における地震リスク分析解析対象地点における地震リスク分析解析対象地点における地震リスク分析解析対象地点における地震リスク分析    

 本節では、基盤最大加速度と解析対象シールドトンネルに生じる損傷レベル発生確率の

評価を行なうとともに、損失額発生確率を算出し基盤最大加速度と損失額の関係を示す。

5.5.1節では基盤最大加速度と損傷レベル発生確率を求め、5.5.2節では発生確率と損失額

の関係を明確するための手段としてイベントツリー解析の評価を行ない、5.5.3節では損失

額とその発生確率をPMF（Probable Mass Function）を用いて評価し、5.5.4節では地震予

想最大損失額と呼ばれる地震危険度の指標であるPMLを評価し、5.5.5節では解析対象シー

ルドトンネルの損失関数を求め、5.5.6節では地震による損失を定量的に評価できる地震リ
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スクカーブを算出する。 

 

5.6.15.6.15.6.15.6.1    損傷レベル発生確率損傷レベル発生確率損傷レベル発生確率損傷レベル発生確率    

基盤最大加速度α が与えられたときの応答変位を )(αδ R 、降伏、終局状態等の限界状態

における変位を )(αδ K とすると、応答変位 )(αδ R が限界状態変位 )(αδ K より大きい応答値

が発生する確率、つまり構造物の破壊確率を
fPとすると、この確率は以下のように表すこと

ができる。ここで、X は限界状態変位 )(αδ K 、応答変位 )(αδ R が確率変数であるときの性

能関数とする。 

 

)(

)(

αδ
αδ

R

KX =      （5.15） 

 

)(XPPf =      （5.16） 

 

ただし、破壊確率が生起するには損傷レベル 1≤X を満たさなければならない。 

また、耐震設計においては、材料強度、部材寸法、構造解析等において様々な不確実性

を有しており、応答変位、限界状態変位に関してもばらつきが発生する。本研究において

は、変位のばらつきを対数正規分布を用いて信頼性評価を実施する。生起確率の算出に用

いる変動係数は参考文献3）,14)を参考に一律、0.3とした。 

確率変数 )(αδ R 、 )(αδ K が対数正規分布に従うならば、性能関数 X も対数正規分布に従

い、破壊確率
fPは以下の式で表すことができる。 

 

  dx
x

x

x
P x

X

f ∫


















 −
−=

1

0

2
ln

2

1
exp

2

1

δ
λ

δπ
   （5.17） 

 

  respkX δδλ lnln −=      （5.18） 

 

  ( ) ( ){ }22
11ln RKX ννζ +⋅+=     （5.19） 

 

ただし、
respδ は応答変位の平均値、 kδ は終局状態変位の平均値、 Rν は応答変位の変動係

数、 Kν は終局状態変位の変動係数を表す。 
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次に、積分関数を以下のように変数変換を行なうと 

 

   xz resp ⋅= δ      （5.20） 

 

となり、上式を微分すると 

 

dxdz resp ⋅= δ      （5.21） 

 

であるから、
fPは以下のように書き換えることができ、この式は応答変位の平均値

respδ が与

えられた際の条件付限界状態発生確率となる。 

 

dz
x

z

z
P

resp

x

X

f ∫


















 −
−=

0

2
ln

2

1
exp

2

1

δ
λ

δπ
  （5.22） 

 

ここで、
respδ を変数として 0～∞まで上式を積分すると

respδ に対応した損傷確率を与える地

震損傷度曲線（Fragility Curve）が得られる。限界状態変位 kδ を被害区分 a、b、cにあた

る変位として与えるとそれぞれの限界状態における条件付発生確率Ｆ1、Ｆ2を求めることが

できる。ここで、応答変位
respδ は基盤最大加速度α から算出されるので、限界状態発生確率

は基盤最大加速度に従うことから限界状態発生確率
fP と応答変位

respδ の関係は、限界状態

発生確率 )(αfP と基盤最大加速度α との関係に結び付けることができる。解析対象シール

ドトンネルの地震損傷度曲線（Fragility Curve）を図-5.9、図-5.10 に示す。 

また、限界状態間の発生確率、つまり損傷レベル発生確率 )(Pr αicob は任意の加速度αに

対して、応答変位
respδ が求まり、そのばらつきを考慮することで限界状態発生確率 )(αfP を

算定し、損傷レベル発生確率 )(Pr αicob へ変換することができる。損傷レベル発生確率

)(Pr αicob は以下のような関係式で算出することができる。 

 

)(1)(Pr 11 αα Fcob −=      （5.23） 

 

)()()(Pr 212 ααα FFcob −=     （5.24） 

 

)()(Pr 23 αα Fcob =      （5.25） 
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損傷レベル発生確率と基盤最大加速度の関係を表したものを図-5.12、図-5.13に示す。損

傷レベル発生確率 )(Pr αicob は、基盤最大加速度が増加するにつれて高次損傷レベルが発生

する生起する傾向にある。 
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図-5.9 Fragility Curve（φ450mm） 
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図-5.10 Fragility Curve（φ1800mm） 
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図-5.12 限界状態発生確率（φ450mm） 
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図-5.13 限界状態発生確率（φ1800mm） 
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5.6.25.6.25.6.25.6.2    イベントツリー解析イベントツリー解析イベントツリー解析イベントツリー解析    

 地震リスク分析では解析対象構造物の情報を得るためには被害形態を分析し、発生確率

と損失額の関係を明確するための手段としてイベントツリーが用いられる。イベントツリ

ー解析とは、ある事象、つまり地震動が発生した際、発生する被害要因を想定し、それぞ

れの経路の発生確率、損失額を算出する解析手法のことである。本研究においては、被害

要因を曲げ破壊に限定し、損失被害形態は前節で示した損傷レベルを採用し、本研究で用

いるイベントツリーを図 5.11 に示す。地震損傷度曲線（Fragility Curve）から損傷レベ

ル発生確率を計算し、これを損失額と乗じることで各損傷レベルの損失額リスクを算出す

ることができる。損失額は、損傷レベル別に設定されているが、任意の加速度に対して全

ての損傷レベルの発生する確率が考えられ、損失額と加速度の関係を図-5.14～図-5.21 に

示す。また、損傷レベルにおける損失額とその発生確率を乗じて損失額リスク

)(Pr αii cobc ⋅ と加速度の関係を示したグラフを図-5.22～図-5.29 に示す。 

さらに、本研究では各損傷レベルの損失額リスクの合計額NEL（Normal Expected Loss）

を 
ELC と定義することにする。 

また、損失額リスクと損失額リスクの標準偏差は以下の式で計算することができる。 

 

  ∑
=

⋅=
n

i

iim cprobcc
1

)( α      （5.26） 

 

  ∑
=

⋅−=
n

i

imic cprobcc
1

22 )()( ασ     （5.27） 

 

 

 

図-5.11 イベントツリー 

 

 

被害要因 
事象 

抜出し 
被災度 発生確率 損失額 

a )(Pr 1αcob  
1c  

b )(Pr 2 αcob  
2c  

地震動α 

(gal) 
→ 

c )(Pr 3 αcob  3c  
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図-5.14 損失額（φ450mm）：1m当たりの補修費のみ 
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図-5.15 損失額（φ1800mm）1m当たりの補修費のみ 
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図-5.16 損失額（φ450mm）：機能不全による営業損失 
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図-5.17 損失額（φ1800mm）：機能不全による営業損失 
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図-5.18 損失額（φ450mm）：管路延長に対する補修費＋機能不全による営業損失 
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図-5.19 損失額（φ1800mm）：管路延長に対する補修費＋機能不全による営業損失 

 



 251 

 

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

10,000

0 200 400 600 800 1000 1200 1400

基盤最大加速度（gal）

損
失

額
（
千

万
円

）

損傷レベル1

損傷レベル2

損傷レベル3

図-5.20 損失額（φ450mm）：管路延長に対する補修費 

＋機能不全による営業損失＋ユーザー損失 
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図-5.21 損失額（φ1800mm）：管路延長に対する補修費 

＋機能不全による営業損失＋ユーザー損失 
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図-5.22 損失額リスク（φ450mm）：1m当たりの補修費のみ 
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図-5.23 損失額リスク（φ1800mm）：1m当たりの補修費のみ 
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図-5.24 損失額リスク（φ450mm）：機能不全による営業損失のみ 
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図-5.25 損失額リスク（φ1800mm）：機能不全による営業損失のみ 
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図-5.26 損失額リスク(φ450mm)：管路延長に対する補修費＋機能不全による営業損失 
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図-5.27 損失額リスク（φ1800mm）：管路延長に対する補修費＋機能不全による営業損失 
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図-5.28 損失額リスク（φ450mm）：管路延長に対する補修費 

＋機能不全による営業損失＋ユーザー損失 
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図-5.29 損失額リスク（φ1800mm）：管路延長に対する補修費 

＋機能不全による営業損失＋ユーザー損失 
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5.6.35.6.35.6.35.6.3    Probable Mass FunctionProbable Mass FunctionProbable Mass FunctionProbable Mass Function（（（（PMFPMFPMFPMF））））    

本研究では、損失額と損傷レベル発生確率の関係をProbable Mass Function（PMF）で表

現することとし、PMFを上、下限がb、aで与えられているβ分布と仮定する。β分布とは式

（5.28）に示すような確率密度関数であり、q、rは分布のパラメーターでありそれぞれ式

（5.29）、式（5.30）で与えられる。 ),( rqB はβ関数であり、ベータ関数とガンマ関数に

は、式（5.31）に示すような関係がある。 
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ここで、aは確率変数がとる下限値、bは確率変数がとる上限値とする。 

また、β分布の超過確率 )( αcR は以下のように表すことができる。 

 

dxqrxfcR

c

c

∫=
max

),;()( αα      （5.32） 

 

上式は、90%非超過確率時の損失額を算出する際に用いる。 

 

5.6.45.6.45.6.45.6.4    Probable Maximum LossProbable Maximum LossProbable Maximum LossProbable Maximum Loss（（（（PMLPMLPMLPML））））    

 Probable Maximum Loss（PML）とは、地震予想最大損失額と呼ばれる地震危険度の指標

として用いられているものである。地震予想最大損失額PMLは不適切な設計や異常な地震動
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等が原因で予想損失額NELを超える可能性があり、その超過した際の最大損失額を示してい

る。不動産分野における地震PMLの定義は、「対象施設あるいは施設群に対して最大の損失

をもたらす再現機関475年相当の地震が発生し、その場合の90%非超過確率に相当する物的

損失率」とされている4）。本研究においても、PMLを算出する際には、90%非超過確率時の損

失額を採用した。本研究ではPMLを PMLC と定義し、以下の式を用いて算出する。 

 

)1.0(1−= RCPML       （5.33） 

 

dxxfCR
MAX

PML

C

C

PML ∫= )()( α      （5.34） 

 

 PMLはNELに存在する不確実性によって発生する最大損失額を評価するためにPMLを算出

する。 

 

5.6.55.6.55.6.55.6.5    損失関数損失関数損失関数損失関数    

 損失関数（Damage Function）または地震ロス関数（Seismic Loss function）とも呼ば

れており、損失期待値NEL（Normal Expected Loss）、地震予想最大損失額PML（ Probable 

Mass Function）と基盤最大加速度の関係を表したものであり、図-5.30～図-5.30に示す。

これにより、任意の基盤最大加速度に対する損失額（NEL、PML）を容易に読み取ることが

できる。 

図-5.32 は、1m 当たりの補修費用から損失額を算出したものであり、小口径管路とシー

ルドトンネルのような大口径管路を比較すると、約 900gal（レベル２地震動）以下の地震

動の場合であれば、シールドトンネルのような大口径の方が、損失額が低いため地震に対

して優位性が高いと判断できる。一方で、レベル２地震動以上の場合では、大口径管路の

方が、損失額が大きくなる。 

一方で、図-5.33 は、機能不全による営業損失のみを考慮した際の損失額を算出したもの

であるが、小口径管路とシールドトンネルのような大口径管路を比較すると、550gal 以下

の地震動であれば、シールドトンネルのような大口径の方が、多少損失額が低いため地震

に対して優位性が高いが、550gal を超えると大口径管路の方が大幅に損失額が大きくなり 

高い損失が生じることになる。 

図-5.34 は、東京都区部の管路延長から補修・補強、機能不全による営業損失を考慮した

際の損失額であり、小口径管路とシールドトンネルのような大口径管路を比較すると、約

900gal（レベル２地震動）以下の地震動の場合であれば、シールドトンネルのような大口

径の方が、損失額が低いため地震に対して優位性が高いと判断できる。一方で、レベル２

地震動以上の場合では、大口径管路の方が、損失額が大きくなる。 
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さらに、図-5.35 は、京都区部の管路延長から補修・補強、機能不全による営業損失とユ

ーザー損失を考慮した場合においても同様の結果が得られた。 
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図-5.30 損失額（φ450mm）：1m当たりの補修費 
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図-5.31 損失額（φ450mm）：1m当たりの補修費 
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図-5.33 損失額（φ450mm、φ1800mm）：機能不全による営業損失 
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図-5.34 損失額(450mm、φ1800mm）：管路延長に対する補修費＋機能不全による営業損失 

 

-

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

0 200 400 600 800 1000 1200 1400

基盤最大加速度（gal）

Ｎ
Ｅ

Ｌ
（
千

万
円

）

φ450

φ1800

図-5.35 損失額(450mm、φ1800mm）：管路延長に対する補修費 

＋機能不全による営業損失＋ユーザー損失 



 261 

5.6.65.6.65.6.65.6.6    地震リスクカーブ地震リスクカーブ地震リスクカーブ地震リスクカーブ    

 地震リスクカーブとは、地震ハザード曲線と損失関数から基盤最大加速度の関係を消去

し、損失額の超過確率と損失期待値の関係を示すものであり、これにより、地震による損

失を定量的に評価することができる。まず初めに、任意の基盤最大加速度が与えられた際、

地震動の不確実性を考慮した損失額の超過確率 )( mcαΩ を以下の式を用いて算出する。 

  

ααζλαα αα dcRhc m )(),;()(
0

⋅=Ω ∫
∞

   （5.35） 

 

次に、トータルの基盤最大加速度を考慮するために、超過確率 )( mcαΩ に
mα の発生確率を

乗じることで、損失額cの超過確率 )(cG を以下の式を用いて算出する。 

 

∫
∞

Ω⋅=
0

)()()( mmm dcpcG ααα     （5.36） 

 

図-5.36～図-5.39 に示すように、地震リスクカーブは損失額の増加に伴い年超過確率が

減少する単調減少のグラフであることがわかる。図-5.36 は、1m 当たりの補修費用から地

震リスクカーブを算出したものであるが、小口径管路とシールドトンネルのような大口径

管路を比較すると、損失額が 150,000 円以下の場合、超過確率がシールドトンネルの方が

低いため、地震に対して優位性が高いと判断できる。 

一方で、図-5.37 は、機能不全による営業損失のみを考慮した際の地震リスクカーブを算

出したものであるが、小口径管路とシールドトンネルのような大口径管路を比較すると、

どの損失額においても超過確率がシールドトンネルの方が高いため、大口径管路が地震に

対して優位性が高いと判断することはできない。 

また、図-5.38 は、東京都区部の管路延長から補修・補強、機能不全による営業損失を考

慮した際の地震リスクカーブであり、小口径管路とシールドトンネルのような大口径管路

を比較すると、損失額が 9 千万円以下の場合、超過確率がシールドトンネルの方が低いた

め、地震に対して優位性が高いと判断できる。 

さらに、図-5.39 は、東京都区部の管路延長から補修・補強、機能不全による営業損失と

ユーザー損失を考慮した場合においても、補修・補強、機能不全による営業損失を考慮し

た場合と同様の結果が得られた。 
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図-5.38 地震リスクカーブ(全損失)：管路延長に対する補修費＋機能不全による営業損失 
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5.75.75.75.7    結論結論結論結論    

 本研究では、被災した地中埋設管にかかる補修・補強、再構築の損失額と機能不全によ

る営業損失を算出し、これらの情報を基に地中埋設管の地震リスクマネジメントを実施し、

地中埋設管の耐震性能の違いが損失コストに与える影響を検討した。 

機能不全による営業損失のみを考慮した場合、小口径管路とシールドトンネルのような

大口径管路を比較すると、550gal 以下の地震動であれば、小口径管路と比較してシールド

トンネルのような大口径の方が、多少損失額が低いため地震に対して優位性が高いが、

550gal を超えると大口径管路の方が大幅に損失額が大きくなり高い損失が生じることにな

る。 

補修・補強、再構築の損失額と機能不全による営業損失を考慮した場合、損失額と基盤

最大加速度の関係から、約900gal以下（レベル２地震動以下）の地震動であれば大口径管

路より小口径管路の方が損失額が大きくなる。すなわち、約900gal（レベル２地震動）以

上の地震が現実的に発生する可能性は極めて低いため、φ800mm以下の小口径管路（枝線）

とシールドトンネルのような大口径管路（幹線）の耐震対策の優先順位を考えるとすると、

小口径管路の耐震対策を優先的に実施していくことで地中埋設管の地震リスクを全体的に

低減することが言える。小口径管路は、地震による被害を受けやすく構造物としての機能

を復旧することが困難であるため、シールド工法のような大口径管路補修、補強に要する

費用が多大であるために損失額が大きくなる。 

また、補修・補強、再構築の損失額、機能不全による営業損失とユーザー損失を考慮し

た場合、約900gal以下（レベル２地震動以下）の地震動であれば大口径管路より小口径管

路の方が損失額が大きくなり、補修・補強、再構築の損失額と機能不全による営業損失を

考慮した場合と同じ結果となった。 

現実的には、上下水道、ガス、電力などのライフライン施設においては、シールドトン

ネルのような大口径管路の幹線管路の耐震対策を優先的に実施しているケースが極めて多

いが、今後は小口径管路の優先順位を上げて耐震化計画を進める必要がある。 

また、今後の課題と方針として、上下水道を中心とするライフライン施設の過去の被害

事例を参考にすると、継ぎ手部の抜出しによる被害も見受けられるが、液状化による管路

の蛇行、浮上、沈下による被害に関しても多く存在することから、地震リスクを実施する

場合、地盤の液状化に関する照査を実施する必要がある。特に小口径管路の場合、地盤変

位と同様に表層地盤付近では、Ｎ値が低いことから液状化による被害を受けやすく、また、

シールドトンネルのような大口径管路の場合、Ｎ値が高い地盤に構造物が存在するケース

が多いため、液状化による被害を受けにくいため、本研究と同様の結果が得られると考え

られる。今後はＦＬ値をなど参考に地震リスクの検討を実施する必要がある。 
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第第第第6666章章章章    結論結論結論結論    

 

1.  新工法の偏平試験の実験結果は、すべてのケースにおいて下水道協会の規格値を満

足する結果となった。 

したがって、偏平試験の 3 次元解析と実験結果は、ほぼ整合性が取れていると判断

することがで、有限要素法による解析は高い信頼性を有することが示され、その安全

性が検証できた。今後、地震動を入力する動的解析、曲線部、取付け管の取り付け部

などの特殊な構造解析を実施する際には、偏平試験で作成したモデルを基に、解析モ

デルを作成することで高い精度の解析を実施することが可能となる。 

また、実験結果と解析結果の差異を少なくするためには、GFRP 部材と PVC 部材を一

体構造として解析するのではなく、ジョイント要素を挿入し GFRP 部材と PVC 部材との

間に存在する摩擦力やはく離現象などを再現する必要がある。 

 

2.  本章では、埋設実験における静的載荷試験と繰り返し載荷試験と数値シミュレーシ

ョンによる実験の再現を行った。静的載荷試験と繰り返し載荷試験とそれぞれの解析

の結果は、更生管に作用する曲げ応力、たわみ率が、許容曲げ応力、許容たわみ率の

範囲内に収まっているという結果になった。したがって、静的載荷試験と繰り返し載

荷試験に関しては、その安全性が立証できた。 

また、実験結果と解析結果の応答値の差が、約 2 倍で程度あることを考えると解析

結果の信頼性は高いと考えられる。今後、地震動を入力する動的解析、曲線部、取付

け管の取り付け部などの特殊な構造解析を実施する際には、埋設実験で作成したモデ

ルを基に、解析モデルを作成することで高い精度の解析を実施することが可能となる。 

 

3.  本研究では立坑を有するシールドトンネルの軸直角方向、軸方向の震動特性を明ら

かにし、接続部におけるねじれ応力および軸応力の評価を行った。その結果、軸方向、

軸直角方向ともにねじれ応力、軸応力では破壊には至らなかったが、立坑接続部付近

にて応力集中が生じていることは明らかである。 

軸直角方向に地震動を入力した場合、立坑接続部付近から立坑から 7m 程度離れた位

置の間までにおいて、Ｘ軸方向、Ｙ軸方向の相対変位が小さくなっている。これは、

シールドトンネルの回転変形が立坑のロッキングと相殺し、立坑により変位が拘束さ

れているからである。また、軸ひずみに関しても 7m 離れた位置と立坑接続部付でねじ

れるような大きなせん断応力が生じている。したがって、シールドトンネルの耐震対

策を実施する際には、立坑接続部付近から立坑から 7m程度離れた位置において耐震対

策を実施する必要がある。 

軸方向に地震動を入力した場合、立坑から 7m 程度離れた位置において、Ｚ軸方向の

相対変位が最も大きくなり、Ｙ軸方向の相対変位は立坑接続部付近から立坑から 7m程
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度離れた位置でＹ軸方向の相対変位が増加傾向にある。また、軸ひずみに関しては、

接合部近傍から少し離れた 1.5m～2.0m の位置で正負反対のせん断みずみが発生してお

り、シールドトンネルの回転運動と立坑のロッキングの影響によりねじれが生じてい

ることがわかる。 

したがって、本研究のように立坑を有するシールドトンネルの耐震対策を効率的に

実施していくには、立坑接続部付近だけではなく、立坑から 7m程度離れた位置の間に

おいても耐震対策を実施する必要がある。具体的な対策に関しては、シールドトンネ

ルの回転運動と立坑のロッキングの影響によりねじれが生じていることから、可とう

製の管きょやセグメントの外側にシリコンーン系の免震層を設置することによりねじ

れが発生しないような構造にする必要がある。 

 

4.  GFRP と PVC を用いた新工法の耐震安全性に関しては、耐震実験と有限要素法による

解析により検証を実施した。耐震実験では、レベル 2 地震動に対する耐震安全性の照

査として、レベル 2地震動によって生じる地盤の永久ひずみによる抜け出し量の 1.5％

に相当する軸方向の変位量(ヒューム管の有効延長 2430mm×0.15＝36.45mm)を作用さ

せると、コイルやライニングが破断や破損が生じる箇所は存在せず、本研究で考案し

た新工法は、レベル 2 地震動に対して安全であることが実証できたといえる。解析関

しては、レベル２地震動を入力することにより更生材に生じる応力が、終局限界引張

強度以下であることから、PVC と GFRP を用いた新工法がレベル２地震動に対する耐震

安全性が立証できた。 

 

5.  本研究では、被災した地中埋設管にかかる補修・補強、再構築の損失額と機能不全

による営業損失を算出し、これらの情報を基に地中埋設管の地震リスクマネジメント

を実施し、地中埋設管の耐震性能の違いが損失コストに与える影響を検討した。 

機能不全による営業損失のみを考慮した場合、小口径管路とシールドトンネルのよ

うな大口径管路を比較すると、550gal以下の地震動であれば、小口径管路と比較して

シールドトンネルのような大口径の方が、多少損失額が低いため地震に対して優位性

が高いが、550galを超えると大口径管路の方が大幅に損失額が大きくなり高い損失が

生じることになる。 

補修・補強、再構築の損失額と機能不全による営業損失を考慮した場合、損失額と

基盤最大加速度の関係から、約900gal以下（レベル２地震動以下）の地震動であれば

大口径管路より小口径管路の方が損失額が大きくなる。すなわち、約900gal（レベル

２地震動）以上の地震が現実的に発生する可能性は極めて低いため、φ800mm以下の小

口径管路（枝線）とシールドトンネルのような大口径管路（幹線）の耐震対策の優先

順位を考えるとすると、小口径管路の耐震対策を優先的に実施していくことで地中埋

設管の地震リスクを全体的に低減することが言える。小口径管路は、地震による被害
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を受けやすく構造物としての機能を復旧することが困難であるため、シールド工法の

ような大口径管路補修、補強に要する費用が多大であるために損失額が大きくなる。 

また、補修・補強、再構築の損失額、機能不全による営業損失とユーザー損失を考

慮した場合、約900gal以下（レベル２地震動以下）の地震動であれば大口径管路より

小口径管路の方が損失額が大きくなり、補修・補強、再構築の損失額と機能不全によ

る営業損失を考慮した場合と同じ結果となった。 

現実的には、上下水道、ガス、電力などのライフライン施設においては、シールド

トンネルのような大口径管路の幹線管路の耐震対策を優先的に実施しているケースが

極めて多いが、今後は小口径管路の優先順位を上げて耐震化計画を進める必要がある。 
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